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はじめに 

 

海洋政策研究所では、人類と海洋の共生の理念のもと、国連海洋法条約およびアジェンダ21、The Future We Want、

持続可能な開発のための2030アジェンダ等に代表される新たな海洋秩序の枠組みの中で、国際社会が持続可能な

発展を実現するため、総合的・統合的な観点から海洋および沿岸域にかかわる諸問題を調査分析し、広く社会に

提言することを目的とした活動を展開しています。その内容は、当財団が先駆的に取組んでいる海洋および沿岸

域の統合的な管理、排他的経済水域や大陸棚における持続的な開発と資源利用、海洋の安全保障、海洋教育、海

上交通の安全、海洋汚染防止など多岐にわたっています。 

このような活動の中で、今日、島嶼国では、地域的な環境問題や地球規模の気候変化・変動により、島と周辺

海域の持続可能な開発をめぐる様々な問題に直面していることが明らかになってきました。島嶼国のみで、これ

らの様々な問題に取り組んでいくのはなかなか困難であり、国際社会の協力の必要性が指摘されています。 

そこで、当財団ではボートレースの交付金による日本財団の支援を受け、島と周辺海域の持続可能な開発の推

進について、太平洋島嶼国や国際社会と連携しつつ、その解決を目的として 2013年度から 2015年まで｢島と周辺

海域の持続可能な開発の推進に関する調査研究｣を実施しました。この事業は 2009年度から 2012年度まで実施さ

れた「島と周辺海域の保全・管理に関する調査研究」の第 2期にあたります。2014年度には、第 1期の成果に基

づき国際セミナーの開催により精査、強化した国際共同政策提言「島と周辺海域のより良い保全・管理にむけて」

を、国連小島嶼開発途上国会議や、2015年に採択された「2030アジェンダ」の持続可能な開発目標（SDGs）の事

務局に送付するなどして、さらなる普及啓発に努めました。それと並行して、国際共同政策提言の実行に向けた

取組みを見据えて、国際協働ネットワーク「島と海のネット（IO ネット）」の設立を構想し、2014 年 9 月の第 3

回小島嶼開発途上国国際会議（SIDS2014）のサイドイベントにおいて、参加者全員の賛意を得て IOネットが設立

され、2015年 5月には「島と海のネット（IOネット）」第 1回総会を開催しました。 

2016年度からは、こうした取り組みを発展させた｢島と海のネット推進に関する調査研究｣を実施します。本事

業では、島と周辺海域における持続可能な開発に向けて島嶼国や国際社会が推進すべき政策の具体化と関連事業

の実施に向けた取組みを進めます。2016年度には、笹川平和財団海洋政策研究所は、オーストラリア国立海洋資

源安全保障センターの共催、日本財団の特別協力を得て、「島と海のネット（IOネット）」第2回総会を2016年12月

6日、7日の2日間、笹川平和財団国際会議場で開催しました。本総会においては、IOネットの今後の具体的な事業

立案が議論され、今後取り組むべきプロジェクトが合意されました。また、その後のフォローアップを行うとと

もに、関連の会議での啓発、発信を進めました。本事業の実施にあたりまして熱心なご審議を頂きました「島と

海の推進に関する調査研究」の各委員の皆様、本事業にご支援を頂きました日本財団、その他多くの協力者の皆

様に厚く御礼申し上げます。 
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第１章 事業の概要 

 

１．背景と目的 

島は、海洋資源の開発・利用、海洋環境・生物多様性の保全などの拠点としてかけがえ

のない存在である。島嶼国は、国連海洋法条約等により形成された国連海洋法条約体制の

下、天然資源を開発、利用する権利を有すると同時に、生物資源を含む海洋環境の保護・

保全の責務を有している。特に、太平洋においては多くの島嶼国が存在し、広大な排他的

経済水域がこれらに帰属しているため、海洋の管理という観点から太平洋島嶼国は極めて

重要な位置を占めていると言える。 

しかしながら、今日、島は、地域的な環境問題や地球規模の気候変化・気候変動により、

島の保全・管理をめぐる様々な問題に直面しており、今後海面上昇が進行した場合には島

の水没も懸念される。これらの様々な課題に対し、島嶼国のみで十分に対応していくのは

困難であり、国際社会の協力が必要である。また、島と周辺海域に関する様々な問題は、

島嶼国だけでなく我が国にとっても重要な問題である。我が国には多くの島があり、離島

において島嶼国と同様の問題を抱えていることから、島嶼国と密接に協力して諸課題の解

決に取り組むことが期待される。 

このような視点から、当財団は、2009 年度から 2011 年度にかけて「島と周辺海域の保

全・管理に関する調査研究」を実施し、「島の保全・管理」、「島の周辺海域の管理」及び

「気候変化・気候変動への対応」の 3つの視点から政策提言をとりまとめた。更に、2012

年 6月にブラジル・リオデジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議」（リオ＋20）

での今後 10年の持続可能な開発の行動計画の策定に先立ち、国連経済社会理事会の特別協

議資格を有する NGO として、2012 年 10 月リオ＋20 事務局に対して政策提言を提出する

など国際社会に向けて発信を行うとともに、2012年春には我が国の政府等の関係者や国民

一般に向け、政策提言を発信した。その後、リオ＋20においては、島嶼国における持続可

能な開発に向けた国際社会の取り組みの方向性がその成果文書に盛り込まれた。また、我

が国では、2013 年 4 月 26 日に閣議決定された新たな海洋基本計画において、海洋に関す

る国際協力の一環として、「太平洋島嶼国等との間で、島の保全・管理、周辺海域の管理、

漁業資源の管理、気候変動への対応など、我が国の島と共通の問題の解決に向けて連携・

協力を推進する。」ことが盛り込まれた。 

第 2期となる 2013年度から 2015年度にかけて実施している「島と周辺海域の持続可能

な開発の推進に関する調査研究」においては、最初の 2ヵ年で、第 1期の成果に基づき国

際セミナーの開催により国際共同政策提言「島と周辺海域のより良い保全・管理にむけて」

を精査、強化し、国連小島嶼開発途上国会議や、2015 年のポスト 2015 アジェンダとして

採択された「2030 アジェンダ」の持続可能な開発目標（SDGs）の事務局に送付するなど

して、さらなる普及啓発に努めた。2014年度には、国際共同政策提言の実行に向けた取組

みを見据えて、国際協働ネットワーク「島と海のネット（IO ネット）」の設立を構想し、
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2014年 9月の第 3 回小島嶼開発途上国国際会議（SIDS2014）のサイドイベントにおいて提

案し、参加者全員の賛意を得て IOネットが設立された。 

これらを踏まえ、太平洋島嶼国やその周辺の国々と協力し、上記政策提言やリオ＋20の

成果文書に基づき、国内外での取組みを通して、島と周辺海域の持続可能な開発に向けた

政策の一層の具体化を図ってきた。本年度は、「島と海のネット」の具体的な活動を開始

し、島嶼国や国際社会と共有し、政策提言の具体化を目指すために 2016 年 12 月 6 日、7

日の 2日間、笹川平和財団海洋政策研究所は、オーストラリア国立海洋資源安全保障セン

ターの共催、日本財団の特別協力を得て、「島と海のネット」第 2 回総会を笹川平和財団

国際会議場で開催した。第 1 回総会（2015年 5月 25日 26日、東京開催）での議論やその

後の取り組み状況を踏まえ、９つの協働プロジェクトの立上げを具体的に検討し、さらに

「島と海のネット」の今後の展開戦略について討論を行った。2016年 7月の第 8 回東アジ

ア海パートナーシップ会合東アジア海洋会議（フィリピン・ボホール）、2016 年 11 月の

気候変動枠組み条約の締約国会議（COP22 モロッコ・マラケシュ）等で普及啓発に努めた。 
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２．研究体制 

有識者で構成される「島と海のネットの推進に関する調査研究委員会」を設置し、委員

会より助言・指導を受けながら調査研究を進めた。 

 委員会名簿および関連スケジュールは以下のとおりであった。 

 

表 1-1島と海のネット推進に関する調査研究委員会委員名簿（敬称略） 

 氏名           所属 

委員長：山 形 俊 男  国立研究開発法人 海洋研究開発機構 アプリケーションラボ所長

委 員：小 川 和 美  一般社団法人 太平洋協会 太平洋諸島研究所 所長 

委 員：加々美 康 彦  中部大学 国際関係学部 准教授 

委 員：茅 根   創   東京大学 大学院理学系研究科 教授 

委 員：柴 山 知 也  早稲田大学 理工学術院 教授 

委 員：谷     伸  GEBCO 指導委員会 委員長 

委 員：寺 島 紘 士  公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 所長 

委 員：中 山 幹 康  東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

委 員：福 島 朋 彦  国立研究開発法人 海洋研究開発機構 調査役 

委 員：宮 原 正 典  国立研究開発法人 水産研究・教育機構 理事長 

委 員：山 崎 哲 生  大阪府立大学 大学院工学研究科 海洋システム工学分野 教授 

委 員：脇 田 和 美  東海大学海洋学部 准教授 

アドバイザー：奥脇 直也 明治大学法科大学院 教授 

アドバイザー：林  司宜 笹川平和財団海洋政策研究所 特別研究員 

     早稲田大学名誉教授 

（委員長を除く五十音順） 

 

表 1-2 2016年度「島と海のネットの推進に関する調査研究」スケジュール 

日時             内容 

2016年 7月 18日～26日 太平洋島嶼国での現地調査（サモア、フィジー、キリバス）

2016年 7月 28日 第１回「島と海のネットの推進に関する調査研究」委員会

2016年 12月 6日 ～7日 「島と海のネット（IOネット）」第２回総会 

2016年 12月 8日 IOネット第２回総会 専門家会合「気候変動と環境避難民 

問題に関わる課題と事業形成の可能性について」 

2017年 3月 1日 第２回「島と海のネットの推進に関する調査研究」委員会

2017年 3月 12日～18日 太平洋島嶼国での現地調査（オーストラリア、フィジー）
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３．研究内容 

 本調査研究は 2016年度から 2018年度にかけての 3ヵ年の事業として実施されてきてい

る。3ヵ年計画の初年度である本年度は、国際共同政策提言「For The Better Conservation  

and Management of Islands and Their Surrounding Ocean Areas（島と周辺のより良い保全と管

理）」を踏まえ、島と周辺海域における持続可能な開発に向けて島嶼国や国際社会が推進す

べき政策の具体化について検討を行い、太平洋島嶼国やその周辺の国々と協力し、新たに

設立された「島と海のネット」（Islands and Oceans Net／IOネット）の活動を通して、島と

周辺海域の持続可能な開発に向けた政策の一層の具体化と事業の立案、形成のための活動

を実施した。 

 本年度は、「島と海のネット」の具体的な活動を開始し、島嶼国や国際社会と共有し、政

策提言の具体化を目指すために 2016年 12月 6日、7日の 2日間、笹川平和財団海洋政策

研究所とオーストラリア国立海洋資源安全保障センターは、日本財団の特別協力を得て、

「島と海のネット」第 2 回総会を笹川平和財団国際会議場で開催した。内外から、太平洋

島嶼国を中心とした 11ヵ国、12の国際機関を含む、120 名の参加があった。第 2 回となる

今回の総会では、第 1 回総会（2015年 5月 25日 26日、東京開催）での議論やその後の取

り組み状況を踏まえ、協働プロジェクトの立上げを具体的に検討するとともに、「島と海の

ネット」の今後の展開戦略について討論を行った。また、「島と海のネット」の枠組みでの

事業立案・形成の一環として、太平洋島嶼地域での現地調査を 2016年 7月と、「島と海の

ネット」第 2 回総会の開催後の 2017年 3月にフォロ―アップ調査として、実施した。 
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第 2章 島と海のネット推進に関する調査研究委員会の開催 

 

 本章では、小島嶼開発途上国（SIDS）とその周辺海域の持続可能な保全および管理の

推進を提唱する国際共同政策提言「島と周辺海域のよりよい保全と管理に向けて」の効果

的な発信と実現に向けた国内社会における働きかけについて報告する。 

 

１．島と海のネット推進に関する調査研究委員会 

 新たな展開の初年度である本年度は、国際共同政策提言「島と周辺海域のより良い保全と

管理に向けて」の実施に向けた取組みに重点を置き、有識者を交えて議論を行った。2030

アジェンダの持続可能な開発目標 14「持続可能な開発のための海洋、海、海洋資源の保全と

持続的利用」の実施を推進するためのハイレベル国連会議が 2017 年 6 月にニューヨークで

開催されることが決定されている。こうした機会も見据え、島と周辺海域の持続可能な保全

および管理に向けて島嶼国と国際社会の協働プロジェクトを推進するための助言を得た。 

 

（１）第１回島と海のネット推進に関する調査研究委員会 

１． 日時：2016年 7月 28日（木）9:00～10:30 

 

２． 場所笹川平和財団ビル 5階 501会議室 

 

３． 出席者：（敬称略、五十音順）※委員長 

小川 和美 一般社団法人 太平洋協会 客員研究員 

加々美 康彦 中部大学 国際関係学部 准教授 

茅根 創 東京大学大学院理学系研究科 教授 

谷 伸 ＧＥＢＣＯ指導委員会 委員長 

寺島 紘士 公益財団法人笹川平和財団 海洋政策研究所 所長 

福島 朋彦 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

 海底資源研究開発センター 調査役 

宮原 正典 国立研究開発法人 水産研究・教育機構 理事長 

山形 俊男※ 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

 アプリケーションラボ所長 

４． 議題： 

（１）2015年度事業実績について：報告  

（２）2016年度活動計画書（案）について：議事                   

（３）大洋州地域における関係機関とそれらの取組みについて：議事 

（４）第 2回 IOネット総会について 

（５）その他 
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５． 配布資料： 

資料１ 名簿 

資料２ IOネット設立経緯 

資料３ IOネットパートナー等 

資料４ プロジェクト提案一覧 

資料５ 活動計画書（案） 

資料６ プロジェクトシート（7提案） 

資料７ 大洋州における各機関・各国の取組み 

資料８ 第 2回 IOネット総会開催案 

参考資料１ 2015年度報告書 

参考資料２ 大洋州機関、各国関連資料 

参考資料３ 各委員からの提供資料 

参考資料４ サモア・フィジー・キリバス出張報告 

 

６． 議事概要： 

1） 開会 

開会にあたり、まず海洋政策研究所長の寺島委員より挨拶がなされた。具体

的には、現在、サモアにおける SIDS2014を受けて設立された島と海のネット

（IO ネット）の下でのプロジェクト提案を実行していくというステージにあ

り、本研究事業は、前年度までの島と周辺海域のプロジェクトを引き継ぎ、拡

大させていくことを目指すものであるとの説明がなされた。また、委員長とし

て山形委員が選定された。 

山形委員長からは、IO ネットが実施の段階にあるという認識を共有する、

経験豊富な方々が委員として参加されているので、大いに議論が盛り上がるこ

とを期待するという旨の発言があった。 

 

2） 議題（１）について 

 事務局から、資料２～４を用いて、IO ネットが設立されるに至った経緯、

2015 年に東京にて開催された第 1 回 IO ネット総会の成果、IO ネットのパー

トナーの概要、各パートナーからこれまでに寄せられたプロジェクト提案の概

要に関する説明を行った。委員からは、パートナーの構成に関する質問があり、

事務局から、ニウエやナウルなどの個別の国家としては参加していない国も、

太平洋地域環境計画（SPREP）などの国際機関等を通じて参加するという途は

開けていること、積極的な意志があれば、パートナーとしての参加を拒むこと

はないという説明を行った。また、IO ネットは政治的に機微なネットワーク

ではないので、ハワイ等も含め、広くパートナーを募るのが良いのではないか
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との意見があったところ、事務局からは、このネットワークは、理論的には大

洋州の島嶼国のみを対象にしたものではなく、また、国家だけでなく、自治体

や共同体（community）にも広がりうるものであること、具体のプロジェクト

については、予算の目処がついてからではなく、賛同する人たちが集まってか

ら立ち上げるという想定であり、そこに至るまでに、いろいろと相談できる人

たちの繋がりを形成する触媒的な役割を果たすことがひとつの目的である旨

の説明を行った。 

 

3） 議題（２）について 

 事務局から資料５、６を用いて、今年度の活動計画の説明と、海洋政策研究

所として特に重点的に推進すべきと考える 7つのプロジェクトについての説明

を行った。その中で、大洋州地域においては、島の管理戦略として地域レベル

のものはあるが、国として統一されたものを持っていないことや、ICMについ

ても、共同体レベルでの例は多数あるものの、国の仕組みとして位置づけられ

ていないため、単発で終わってしまう傾向にあるという問題点や、環境避難民

の移転と生計回復に係るプロジェクトについては、特にキリバスから高い関心

が寄せられているという現状を報告した。委員からは、海洋研究開発機構

（JAMSTEC）と共同して実施予定の「海洋科学調査の推進と能力構築支援の

ためのプラットフォーム」について、海底鉱物資源の開発調査・能力構築に限

定される話ではなく、海底地形に関する知識の習得にも活かすことができるだ

ろう、生物資源の開発という視点も含めることができるだろうとの指摘があっ

た。この関係で、我が国は漁業資源に係る共同調査を既に実施しているが、能

力構築プログラムまでは実施していないという情報共有があった。また、

JAMSTEC だけではなく、大洋州島嶼国の EEZ を通過する政府の船なども広

く巻き込む形で協力関係を強化することにつき提案があった。 

 また、環境避難民の移転に係るプロジェクトについては、サモアでは山から

海岸まで所有権をセットで保有するという制度が、自然災害からの住民の避難

を容易にしているという研究成果があり、そのような経験をハワイやクック諸

島などに広げていく役割を IO ネットが果たせるのではないか、フィジーでは

サイクロン・ウィンストンの被害を受けた沿岸の住民を高台に避難させる際に、

村と村の境界を変化させるというような包括的な取組みも見られ、他国の参考

になりうるという指摘があった。 

 さらに、一般的に、能力構築はすべてのプロジェクトについて重要だと考え

られるが、このための独立のプロジェクトは形成しないのか、「島の管理戦略」

が目的とする島の保全は海洋だけに関わる問題ではなく、廃棄物等の陸で生じ

る問題も視野に入れる必要があるのではないか、特に、「ICM 手法を用いた沿
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岸生態系の保全プロジェクト」では廃棄物の問題も扱う必要性を感じる、また、

気候変化・変動への対応として津波ハザード・マップを作る際には、そもそも

海底の地形を知らないと波の高さも分からないという関係性があり、海底の調

査が重要であるという指摘が委員からあった。事務局からは、能力構築は個々

のプロジェクトの中において重要な要素として含まれていること、「島の管理

戦略」ということで、我が国におけるような海洋基本法の策定などを想定して

おり、廃棄物管理の問題もその中に含まれているところ、それらを含めた包括

的な取組みを念頭においている旨回答を行った。 

  

4） 議題（３）について 

 事務局から、大洋州における各機関・各国の取組みに関して、資料 7を用い

て説明を行った後に、参考資料 3を用いて、委員長および 2名の委員から、そ

れぞれの専門分野に関する大洋州地域における取組みの説明があった。山形委

員長からは、SIMSEAプログラムの説明およびプラスチック汚染や海底鉱物探

査とその生物多様性への影響、海洋酸性化等の問題を扱う IAPSO/IUGG と

SCOR/ICSU が 2015 年の G7 科学大臣会合において提起された論点に対する

科学者側からの答申として準備した報告書の紹介があった。加々美委員からは、

2007年開催の「オセアニア地域フォーラム」で採択された「Our Sea of Islands 

Communique」の紹介と、それに端を発して形成された”Big Ocean”という、

海洋保護区の管理者同士のネットワーク形成のために、また、島と海と人を結

ぶという IO ネットに共通する目的の下に立ち上げられた取組みが紹介された。

茅根委員からは、第 1 回 IO ネット総会の共催者である東京大学海洋アライア

ンスイニシアティブの本年度における取り組みと、小島嶼国のためのレジリア

ンス・イニシアティブ（SISRI）に関する世銀のワークショップにおける議論

の内容、特にサンゴ礁やマングローブ林による沿岸保全に係る各国の取組みの

紹介があった。最後に、柴山委員からの提供資料である、サモアにおける ICM

の手法を用いた沿岸災害防止手法の確立と普及プロジェクトの提案書の紹介

が山形委員長からあった。 

 

5） 議題（４）について 

事務局から、資料８を用いて、第 2回 IOネット総会開催案の説明を行った。 

 

７．第１回委員会の成果 

 上記内容の第１回委員会の審議結果を踏まえ、「島と海のネット」第２回総会の準備が進

められ、第２回総会は国内外から 120名の参加を得て成功裡に開催された。 

 

－ 8 －



（２）第 2回島と海のネット推進に関する調査研究委員会 

1. 日時：2017 年 3 月 1 日（水）10：00 ～ 12：00 

 

2. 場所：笹川平和財団ビル 6 階 601 会議室 

 

3. 出席者：（敬称略、五十音順）※委員長 

   ・委員 

小川 和美 一般社団法人 太平洋協会 太平洋諸島研究所 所長 

茅根 創 東京大学大学院理学系研究科 教授 

谷  伸 GEBCO 指導委員会 委員長 

寺島 紘士 笹川平和財団海洋政策研究所 所長 

中山 幹康 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

福島 朋彦 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

 海底資源研究開発センター 調査役 

宮原 正典 国立研究開発法人 水産研究・教育機構 理事長 

山形 俊男※ 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

 アプリケーションラボ所長 

山崎 哲生 大阪府立大学大学院工学研究科 教授 

脇田 和美 東海大学海洋学部 准教授 

 

・アドバイザー 

奥脇 直也 明治大学法科大学院 教授 

林  司宜 笹川平和財団海洋政策研究所 特別研究員 

 早稲田大学名誉教授 

 

4. 議題： 

 （1）「島と海のネット」第 2回総会について 

 （2）関連する動きについて 

    ・事務局より 

    ・各委員より 

 （3）2016年度の成果について 

 （4）その他 

 

5. 配布資料： 

  資料１ 委員名簿 

  資料 2 第 1回委員会議事録（案） 
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  資料 3 2016年度「島と海のネット推進に関する調査研究」実施計画 

  資料 4 第 2 回 IO ネット総会報告 

  資料 5 第 2 回 IO ネット総会配布資料一式 

  資料 6 プロジェクトシート（8提案） 

  資料 7 2016年度「島と海のネット推進に関する調査研究」報告書目次（案） 

 

  参考資料 1 JAMSTECフォーラム 2016「アジア太平洋における海洋科学協力の戦略的 

 展開」（第 2回）報告資料 

  参考資料 2 BBNJ 国連準備委員会第 2回会合関係資料 

  参考資料 3 UNFCCC COP22 関係資料 

  参考資料 4 2017年国連「海洋会議（Ocean Conference）」準備会合関係資料 

  参考資料 5 各委員からの提供資料 

  参考資料 6 GEBCO-Nippon Foundation Seabed 2030 

 

6. 議事概要 

（1） 開会 

 開会にあたり、海洋政策研究所長の寺島委員より挨拶がなされた。「島と海のネ

ット」というコラボレーションのネットワークを立ち上げてから第 2 回総会の開

催までの経緯についての説明のほか、「島と海のネット」の方向性が見えてきて、

この事業に関してはこれから本格化させていく予定である旨の発言があった。続

いて、山形委員長からも挨拶があり、「島と海のネット」は人のネットワークとい

うことで、現地の方々のイニシアティブを大切にしていくことの必要性について

述べられたほか、今回の委員会ではプロジェクトについての議論がメインテーマ

であるとの発言があった。 

 

（2） 議題（1）について 

 事務局より、資料 2～5 を用いて、第 1回委員会での検討を踏まえて第 2回総会

が 2016年 12月に東京で開催されたこと、第 2回総会の概要および成果について、

また、総会の総括セッションで 8つのプロジェクト案がまとめられたことについ

て説明を行った。また、総会の翌日には「気候変動と環境避難民問題」について

専門家会合を開催し、環境移民についての共通認識を持つこと、また、何が課題

で、今後どのように動いていくかについて活発な議論が行われたことについて説

明があった。 

 続いて、資料 6を用いて、総会の総括セッションでとり上げられた 8 つの提案

プロジェクトの背景および概要について事務局より説明が行われた。 また、島

嶼国における離島交通に関するプロジェクトについても島嶼国側の具体的ニーズ
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が確認できたら進めていけるのではないか、と寺島委員から補足説明があった。 

 続いて、8つのプロジェクトについて具体的に議論が行われた。特に JAMSTEC

がかかわるプロジェクト 4「海洋基礎データ蓄積と海洋科学研究のプラットフォ

ームおよび能力開発」について、IO ネットの中で動くプロジェクトとなるため、

本来の JAMSTEC のデータ蓄積・共有とは違うプロセスになることから、間に誰

かが入る必要があるのではないか、島嶼国側は科学データが不足しているので

JAMSTEC が関与するニーズは十分ある一方で、島嶼国側でも海域の知識を増や

す必要もあるため、このプロジェクトを実施する一つ手前に能力構築のようなス

テップを設けなければ、この先進めていくのは難しいかもしれない等の指摘があ

った。事務局からは、島嶼国が望むことをきちんと理解した上で協力していくこ

とが大事で、島嶼国側のニーズを確認する必要性を認識していること、JAMSTEC

は積極的な意思を持っていると思われるため、うまく準備を進めれば、有効なプ

ロジェクトにできるのではないかと返答した。また、島嶼国側のニーズを把握す

るために太平洋地域環境計画（SPREP）や太平洋島嶼国応用地球科学委員会

（SOPAC/SPC）に協力をしてもらい、助言を受けながら進めていく予定である旨

事務局から説明された。 

 また、海洋酸性化の問題に関するプロジェクト 7について、島嶼国でこのプロ

ジェクトについて提案しても、そもそも海洋酸性化への問題意識があまりないた

め、普及しようとしても難しいのではないか、モニタリングを行うというステッ

プの前に、酸性化が地域の人々の生活にどう影響していくか（魚が捕れなくなる

等）についてまず認識してもらうステップから入らなければいけないのではない

かとの指摘が委員よりあった。また、当研究所で進めている「海洋危機ウォッチ」

プラットフォーム（MCW）について、当該プラットフォームがどこまでカバーす

るのか、との質問があった。この点に対し、事務局より MCW はモニタリングの

結果などを含めた情報をカバーすると回答した。また、プロジェクト 4 を通じて

集められた海洋データをプロジェクト 7において活用するというように、両者は

うまく連携していけるのではないか、プロジェクト 2が扱うこととなる「地球環

境変化」のうちの一つに海洋酸性化が挙げられていることから、これらのプロジ

ェクト間でも連携が成立するのでは等の発言が委員よりあった。 

 また、環境避難民に関するプロジェクト 6について、背景および課題の説明が

委員よりあった。特に、島嶼国から先進国に移動する人が多くいる一方で、環境

避難民についての条約が作成されていないという現状があること、現地の人々が

移転した場所で働けるようなスキルを身につけずに移転してしまうことが多いた

め、移転先でホームレスになる人が多数いること、移転先のホストコミュニティ

ーとの摩擦が発生しないように、どう準備を進めていくかが課題である旨の発言

があった。また、第 2回総会の翌日に開かれた専門家会合では、沿岸地域から内
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陸に移動したときのシナリオについても考えてほしい、との意見があったことか

ら、過去の対応策（2004 年のインド洋大津波におけるスリランカの対応等）など

も参考に、この問題について検討していきたい旨述べられた。また、島嶼国の現

状、ニーズなどを中心に、マーシャル諸島とキリバスでの調査を進めていきたい

との発言があったところ、グッドプラクティスを広めていくという意味では賛成

できるとの声が他の委員からもあった。 

 

（3） 議題（2）について 

・事務局から 

 事務局より、参考資料 2～4 を用いて、当研究所が国際的な会議に参加し、IO

ネットプロジェクトに関連する情報収集を行ってきたことについて説明を行った。

参考資料 2を用いて、国家管轄権外区域の海洋生物多様性（BBNJ）の保全及び持

続可能な利用に関する新しい法的拘束力のある文書を作るための第 2 回準備会合

への参加について、また、当研究所が国際自然保護連合（IUCN）と共同で同会合

にあわせて開催した 2つのサイドイベント（環境影響評価、持続的な漁業管理）

についての紹介を事務局より行った。さらに、3～4月に行われる第 3回準備会合

に参加予定であること、また、第 4 回準備会合でもサイドイベントを開催予定で

あることについて説明があった。 

 参考資料 3 を用いて、2016 年 11 月にモロッコ・マラケシュにて開かれた国連

気候変動枠組み条約第 22 回締約国会議（COP22）への参加および公式サイドイベ

ントとして「オーシャンズ・アクション・デー」を本会議場「ブルー・ゾーン」

で開催したことについて事務局より説明があった。 

 また、参考資料 4 を用いて、2017 年 6 月に国連本部で開催予定の「Ocean 

Conference（海洋会議）」について事務局より紹介を行った。本会議の準備会議が

同年 2月に開かれ、当研究所も参加し、サイドイベントを開催したこと、また、

会合での発言の中で IO ネットについて言及したところ、参加者から IO ネットに

ついての質問があったことなども報告された。 

 

・各委員より 

 続いて、委員の方から関連動向について説明があった。参考資料 5 を用いて、

茅根委員の東大海洋アライアンスイニシアティブの小島嶼国研究会について、柴

山委員（事務局が代理）のサモアにおける総合的沿岸域管理手法を用いた沿岸災

害防止手法の確立と普及のプロジェクト、また、山崎委員のコバルトリッチクラ

ストに関する研究について発表をいただいた。また、谷委員より GEBCO の

Seabed2030プロジェクトについて説明をいただいた。 
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（3） 2016年度の成果について 

 資料 7に従って、2016 年度「島と海のネット推進に関する調査研究委員会」報

告書の目次（案）について事務局より説明があった。 

 

（4） その他 

 委員より、島サミットが福島で開催予定であることについて説明が行われた。

また、JAMSTEC が環境影響評価のためのワークショップを開催する予定である

こと、ポテンシャル・パートナーとして太平洋島嶼国、特にフィジーとニューカ

レドニアに目を向けていることについて説明があった。 
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第３章 「島と海のネット（IOネット）」第２回総会の開催 

 

１．開催概要 

2016年 12月 6日、7日の 2日間、笹川平和財団海洋政策研究所とオーストラリア国立海

洋資源安全保障センターは、日本財団の特別協力を得て、「島と海のネット（IO ネッ

ト）」第 2 回総会を笹川平和財団国際会議場で開催した。内外から、太平洋島嶼国を中心

とした 11ヵ国、12の国際機関を含む、120名の参加があった。具体的には、太平洋島嶼国

からはメラネシア（パプアニューギニア、ソロモン諸島、フィジー）、ミクロネシア（キ

リバス、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島）、ポリネシア（サモア、クック諸島）の政

府関係者、NGO の参加を得、国際社会側からは、日本、オーストラリア、アメリカ合衆国

などの政府関係者、企業、研究者等が参加した。国際機関として、地球環境ファシリティ

（GEF）、UNEP バンコク事務所、生物多様性条約（CBD）事務局1、大陸棚限界委員会、

GEBCO 指導委員会、イコモス国際水中文化遺産委員会、国連国際防災戦略事務局

（UNISDR）、連邦電信連合（CTO）等が参加すると共に、太平洋島嶼国の指導的立場に

ある地域機関として、太平洋共同体地学科学部（SOPAC/SPC）と太平洋環境計画

（SPREP）、南太平洋大学（USP）は共同議長として参加した。また、IGO として国際自

然保護連合（IUCN）からの参加もあった。 

IOネットは 2014年 9月の第 3回国連小島嶼開発途上国会議（SIDS2014、サモア開催）

において設立された国際協働ネットワークであり、国際共同政策提言「島と周辺海域のよ

り良い保全と管理に向けて」の実施に賛同する機関、個人がパートナーとして参加してい

る。第 2回となる今回の総会では、第 1回総会（2015年 5月 25日 26日、東京開催）での

議論やその後の取り組み状況を踏まえ、協働プロジェクトの立上げを具体的に検討すると

ともに、IOネットの今後の展開戦略について討論を行った。 

12 月 6 日（火）は、開会式に続いて、セッション 1（島の保全・管理）が開催され、

「島の管理戦略」や「島嶼国社会の安全性と強靭性の向上」、「廃棄物対策の推進」、

「再生可能エネルギーの開発」、「サンゴ礁やマングローブ林の保全」などについて、太

平洋島嶼国や国際機関、国内外の有識者から関連分野の現状や事業・調査研究の実施状況

と課題が報告されるとともに、具体的なプロジェクト構築に向けた提案が行われた。 

12月 7日（水）は、「基線・境界の画定」や「実効ある漁業政策の実施」、「海上交通

の維持・確保」、「海洋鉱物資源開発と海洋環境の保全」、「海洋環境・海洋生物多様性

の保全と持続的利用」に注目したセッション 2（島の周辺海域の管理）、島と周辺海域を

取り巻く気候変化や気候変動に注目したセッション 3（気候変化・気候変動への対応）、

島と周辺海域の持続的な保全と管理に必要な能力構築と制度的な強化に注目したセッショ

ン 4 を開催するとともに、総括セッション（将来に向けた行動計画の議論・採択）におい

                                                 
1
 事務局長からのビデオメッセージで参加。 
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て、8 つの具体的プロジェクト案
2について検討し、島嶼国および国際社会が連携協力し、

協働して実施に向けて取り組んでいくことが承認され、パートナーに対して今後の活動へ

の積極的な参加が要請され、閉会した。 

 

２．開催結果のまとめ 

以下に、総会の内容について主な論点を掲載する。 

 

（１）開会式 

開会式の始めに、IO ネットの事務局として寺島紘士海洋政策研究所長より挨拶があり、

IOネットの設立経緯、総会の開催経緯などが紹介され、第 2回の総会の狙いとして、太平

洋の多くの政府、大学、産業界、NGO、個人がパートナーとして参加し、特定テーマに関

する具体的プロジェクトを協力して立ち上げることが目的であることが説明された。 

豪州国立海洋資源・安全保障センター所長の Prof. Stuart Kayeから、総会の実施への感謝、

太平洋には様々な課題に対して、全ての分野と人（科学、工学、政策）の学際的・横断的

取り組みが大切であること、良き科学と良き政策、人々に力を与える能力開発を目指すべ

きとのメッセージが述べられた。 

外務省アジア大洋州局四方敬之参事官から、IO ネットの設置・運営にかかる寺島所長、

Kaye 博士のイニシアティブへの敬意が示され、本会議が学際的マルチステークホルダーの

参加する会議であり、困難な島嶼国の課題解決に向けて大切であるとの認識がしめされ、

PALM7（太平洋・島サミット）における日本の重視するプロセス3、安倍首相の重視する

海における法の支配、海洋生物資源の持続可能な利用、日本と太平洋島嶼国のパートナー

強化などが紹介された。 

太平洋環境計画事務局（SPREP）の Mr. Roger Cornforth 次長からは、特に、重要な問題

として、気候変動による温暖化、海面上昇、酸性化があると共に、次世代のために沿岸地

域の生物多様性を守り、生態系サービスにより経済発展を成し遂げることなどが示された。

そのためのアプローチとして、統合的な管理や、ステークホルダーに対する多岐にわたる

サポート、確かな科学に基づく判断などの大切さが強調された。 

生物多様性条約事務局の Dr. Braulio Ferreira de Souza Diaz 事務局長からは、科学的な証拠

を受け入れること、生物多様性が健全であることが大切であるとのメッセージが提示され、

生物多様性と持続可能な開発とは、生態系が必要なサービスを提供できることであり、海

洋に関する持続可能な開発目標（SDG14）実現においても、様々なステークホルダーと協

                                                 
2
 島の管理戦略の策定、国土保全のための生態工学的対応、ICM手法を用いた沿岸生態系の保全、EEZの

基線となる島の管理と保全の法的検討、海洋科学調査の推進と能力構築支援のためのプラットフォーム、

サモア独立国における統合的沿岸管理手法を用いた沿岸災害防止手法の確立と普及、環境避難民の移転と

生計回復に関わる研究調査、海洋酸性化モニタリングネットワークの立ち上げ 
3
 海洋問題・漁業、気候変動、人的交流 

－ 15 －



3 

 

議し、グローバルな問題においては、国の管轄を超えて実行されるべきであることなどが

示された。 

開会式に続いて全員での写真撮影を行うとともに、セッション 1 に先立ち、国際共同政

策提言の作成と IOネットの歩みについてのスライドショーが上映された。 

 

  

 図：寺島紘士海洋政策研究所長による挨拶 図：Prof. Stuart Kaye による講演 

 

  

 図：四方敬之参事官による講演 図：Mr. Roger Cornforth による講演 

 

 

（２）セッション１ 島の保全・管理 

議長：寺島紘士海洋政策研究所長 

Mr. Roger Cornforth、 太平洋環境計画事務局（SPREP）次長 

a. 島の管理戦略 

 セッション 1 の冒頭、当財団海洋政策研究所の古川恵太より、日本における海洋政策の

具体化および島嶼管理戦略、特に Chua 博士 が PEMSEA で提唱する ICM モデル（ターゲ

ットとツールボックス、その間を埋める ICMの層構造）が紹介された。日本の７箇所のモ

デルサイトにおける ICM実例では、沿岸地域と海洋のマネジメント、能力構築などに自治

体の関与が必要であることが示された。今回の総会で審議される具体のプロジェクトの第

１番目の案として、島の管理戦略の策定プロジェクトがあり、このプロジェクトに対して
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キリバスが意欲的であり、この ICMモデルを基にターゲットの層を傘にして、サモアやフ

ィジーのケースにも同様のシステム構築が応用できるとした。  

【討議】寺島議長から「国際社会が島のニーズに合わせた支援を長期的な視野でするため

には、島が自らの管理戦略を持つことが重要である」と意見が出された。また議長側から

会場へは「島嶼への管理アプローチは様々に試されているが、紹介された提案が自国にど

のように適用できるか?」と質問が投げかけられると、会場からは、提案されたものは既に

様々なイニシアチブにより実施されており、太平洋島嶼側の SPC、USP、NUS（サモア国

立大学）などと恊働する必要があることが指摘された。 

 

マーシャル環境保護省の Ms. Lani Milineから、マーシャル諸島における気候変化の影響、 

島の沿岸管理枠組みが以下の通り紹介された。国定保護区における管理計画 

（Reimaanlok）では 2020までに実行力のある形で、海洋沿岸域で 20％ 陸域で 30％の資源

保全を目指す。2015 から保護区でのネットワーク（PAN）が構築され、保護区が１つのシ

ステムとして効果的なモニタリングや資金提供されるような仕組みとなった。課題として

は地理的な孤立や物流の問題、気候変化への脆弱性などがあげられる。また Ridge to Reef 

Program （GEF5）は 2017から実行を予定し、Woja Causeway project では気候変化に適応す

る島のレジリエンス強化を目指す。 地元の人が参加する植樹や伝統的な５つのコミュニテ

ィの中での災害リスク通報システム構築など、相互依存が進む中で自立した、環境との調

和・持続可能性を目指す国への脱却が課題となる。  

【討議】会場より Reimaanlokの地域社会の適用には地域社会の枠組みも含まれているかと

の質問があり、現在はまだギャップがあるが追加的プロセスを組み込む予定であるとの説

明があった。会場から、Reimaanlok はミクロネシアチャレンジを行うための国別枠組みで

あり、それを実施するのが PANであるが、資金的に厳しいという追加説明もあった。議長

団から、ICM イニシアティブは国—地方—地域と多層的になっているが、その中で国・政

府の役割が大切であり、またそれぞれの管理戦略が大事であるとのコメントが出された。

他に地域ベースのアプローチにはどんな人たちが参加して出来るのか質問されると、会場

からは国境を超えた枠組みが大切である発言があった。また保護区の設定については、実

際の管理手段について質問があり、保護区ネットワークや戦略ができたとしても必要な管

理能力の不足が懸念される現状が説明された。 会場から更に戦略を立てる際に優先順位を

つけるべきとのコメントがあり、 賛同する意見が出された。さらに、国際的な枠組みとの

関係性が必要であるとの指摘や各国で検討中の管理戦略との整合などについて検討状況を

問う質問があり、これからの検討課題として認識しながら進めていきたいとの回答があっ

た。 

 

GEF 環境専門家のMr. Cyrille Barneriasから、公海など（共有）越境水域の重要性が紹介さ

れた。環境汚染や過度な漁獲による海洋資源の枯渇は地域の安全保障・レジリアンスにも
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関わる。これらの分析を行い各国の戦略的行動計画作成を支援する活動の報告がされた

（36 の越境水について 24 年近く手がけている）。例えば西太平洋マグロ資源は地域の

GDP 10％を占める。海域を水質汚染から守るためには集水域における対策が重要であり、

汚水処理や雨水貯留など、各国の特徴を見極めながら対策を講じる必要がある。 Ridge to 

Reef プログラムでは 14 の国に股がり国や地域レベルで計画が立てられている。ナウルや

ツバルの干ばつがなぜ起こるかといった研究にも取り組んでいる。 

【討議】会場から、小さな島嶼での開発プランでは課題をきちんと捉えて現在の法を守る

ことが大切であると同時に、それを実施するための能力開発が必要であるとのコメントが

あった。 議長団からは「モニタリングの実施や包括的な島嶼の管理計画の策定について全

員が同意するだろう、国際的な指針ができれば支援に使える」というコメントがあった。 

また IOネットにより専門家と優先順位を考えながら国の戦略を作り、GEFの支援なども

得て地域の中で連携を図っていくべきでは、との示唆もあった。 

 

b. 島嶼国社会の安全性と強靱性の向上 

東京大学の茅根創教授から、環礁国における生態工学を用いた海面上昇に対する沿岸保

護の研究成果が紹介された。ツバルやマジュロ環礁では沿岸の浸食・浸水が地域的な原因

で起きている。 ツバルの首都フォンガファレでは人口が増加し、 住宅地が湿地・低地まで

広がるために、 春の大潮の際に浸水する。 環礁島はサンゴ砂などで形成されており、この

サンゴ礁は近年の温暖化−海面上昇に対する応答が難しい。 海岸保護を目的とした護岸整

備により砂がラグーンに供給されなくなると、漂砂のプロセスを阻害して、砂浜（国土）

の維持に悪い影響を及ぼす。 環礁島での海面上昇に対しては、 養浜し生態系の機能を維持

し、自然砂を堆積させること、下水処理すること、サンゴや有孔虫を増やす生態系ベース

の管理が必要であるとした。これらはそれなりの技術と時間が必要だが、最終目標は生態

系の回復・修復である。ただし、生態工学（グリーン・ブルーテクノロジー）のみでも、 

土木工学（グレーテクノロジー）のみでも充分ではない。 島により事情が違うため、島ご

とのデータ；基礎データが必要となるが、小島嶼国にはほとんど揃っておらず、政府と地

元の人の理解が必要だ。効果的なツールの１例として、段ボールを使ったジオラマ作成が

ある。１m ごとの海抜で作成するものであり、これらには基礎情報（標高、 土地利用、生

息など）が必要となる。ツバルでは自ら測量してデータ取得から行った。ジオラマは住民

自身に作ってもらうと、 防災の観点でも皆に理解されやすい。 他の島でも有効である。 

【討議】議長団から、フィジーなどで似たようなプロジェクト（マイクロミクロネシアプ

ロジェクト）による地形把握の活動があるというコメントがあった。会場からは、コミュ

ニティに対しても、こうした活動ができる能力構築が必要であるとの意見も出された。 

 

早稲田大学の柴山知也教授からは、サモアの気候変化による災害緩和のための沿岸域総

合管理の適用に関する研究が紹介された。津波、高潮、浸食、ハリケーン、地震、火山、
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洪水、干ばつなど世界を取り巻く自然災害・脅威に向き合う災害研究の国際プラットフォ

ームを早稲田大で構築し、 サモア国立大学、大妻女子大、 横浜国大などが参加している。 

世界のフィールドでデータをとり災害のデータベースを構築する。基本的なアプローチは

２種類あり、１つはフィールド調査、数値シミュレーション、水理実験の組み合わせで、

ローカルな災害シナリオを立てる。例えば地震津波の場合は、被災地を１−２週間内に訪

れて調査する。２つ目はフィールド調査と地域研究や歴史経験を組み合わせる。既存のモ

デルを組み合わせ、 高潮挙動予測モデル／台風の挙動予測モデルを構築する。 津波がサン

ゴ礁を襲う時のデータ収集も始まっている。 サモアでは台風、高潮、浸食がサンゴ礁・漁

業への影響が懸念される。またオンラインによる津波高潮に関するオンライン教育ツール

が開発されるとした。 

【主な討議】議長団から、 災害緩和のために科学が貢献する好例だとコメントがあり、会

場からツバルでの３週間の調査が行われていること、SOPAC に地学委員会（Geo-technique 

Organization）ができたことなどが追加で紹介された。サモアやトンガでは世界銀行が 1 億

5000 万ドル出資し 15 年ほど続くライダー（レーザーレーダー）を用いた災害防除のプロ

ジェクトが開始したので、柴山・茅根先生たちにもぜひ参加して頂きたいという要望もあ

がった。また、タロイモの殺虫剤が有孔虫に打撃を与えているということが分かり生態系

ベースのアプローチが重要である、という指摘もあった。さらに会場から、シミュレーシ

ョンに大切な海底地形データの入手先についての質問があり、政府機関からとの返答があ

ったが、水路機関・水深の浅いデータは政府や軍が出さないことが多いので、GEBCO は

各国の津波研究者に対して、そうした情報を提供していきたいとの提言があった。 

 

サモア国立大学環境部の Mr. Faainu Latuから、サモアにおける２件の災害は柴山先生のプ

ロジェクトの重要性を示していること、  サモアの脆弱性は陸域が小さいこと（EEZ 

12,000Km
2、人口 192,000 人）とによるといった情報提供がなされた。2009 年の津波は

M8.0で 10mの高さとなり、143名の死亡（人口 2.5％）、集落社会の崩壊、1.3億ドルの経

済損失であった。逃げる場所がないことが最大の弱みとなっている。サモア首都アピアに

襲来した（400 キロ内の）サイクロン数は近年増加の傾向で、将来も頻度高くなる。90 年

代初めのサイクロンで５億ドル（GDP の４倍）の損害だが、2012 年熱帯サイクロン Evans

では 2.3億ドルの損失となった。 被害は１部門に限定されない。 農業や畜産での対策、 製

造・商業部門では現金が必要であり、観光に関してはレジリエントであること、能力強化、

気候変化対策の強化が大切である。健康、天災に耐え得るインフラ、教育、電力、ダメー

ジを小さくするための対策及び価値あるところの保全、 経済回復のための財政の準備が必

要であるとされた。 

【主な討議】会場から、日本では海岸林により津波の被害を軽減するという認識があるが、

樹木を切っておく必要について質問があり、２次災害防止のために電線に近いところの枝

を事前に切ったりする、と回答された。また早期警報システムがあるかについて聞かれる
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とサモアの気象庁は携帯電話、ラジオ局などによる早期警告システムを導入したことが紹

介された。 

 

JICA 地球環境部の三村悟氏から、国際枠組みでの小島嶼の防災について報告された。

2015 年は多くの国際的な枠組みが組まれた。JICA は国際的なフレームワークを実施する

コミットメントを持っているので、JICA の政策・戦略の紹介をすることと同じである。 

気候変動・都市化・環境破壊の影響で災害が増えているが、 特に途上国に影響する。小島

嶼国は災害に対する脆弱性が高い。仙台防災枠組みでは脆弱度をいかに小さくするかが決

まり、 災害リスクを軽減するための指針となる。４つの優先行動は、 災害リスクの理解、 

リスク管理のガバナンス、投資、より良い復興である。 さらに事後の対応・復旧よりも予

防と緩和の方が大切だ。島嶼国では特定の災害リスク課題に直面しており、 国際社会がサ

ポートしつつ、島嶼国政府が責任を持つ必要がある。気候変動と災害リスク削減 （DRR）

とは別に考える必要がある。 島嶼国の DRR には、都市部では災害の損失を予防するため

の構造的な措置、 農村部では早期警告・人命救助・復旧サポート・能力開発も重要である。 

島嶼国の強靱性を高めるためには、 科学データを蓄積して政策をつくることが重要だとし

た。 

【主な討議】会場から、災害リスク防除（DRR）と気候変動のプロジェクトの統合につい

て質問があり、太平洋でもそのようなイニシアティブがとられていることが説明され、

DRR の原則と「共通だが差異ある責任」の考え、すなわち、両者の統合を考え、CBDR 

（Community Based Disaster Risk Management）を実施していくことが重要だが、目の前の災

害にどう向き合うについては各国が対応すべきという意味である、との追加説明がされた。 

 

c. 廃棄物対策の推進 

クック諸島島嶼持続性アライアンス（Islands Sustainability Alliance CIS Inc.; ISACI）のMs. 

Imogen Ingram から、クック諸島のMuri Lagoonにおいて、藻類の異常繁殖が起こったこと

が報告された。これは、ホテル建設などに伴う排水の増加、管理の不徹底による富栄養化

が原因であり、栄養塩が藻類に奪われ、サンゴの成長にも影響する可能性も危惧されてい

る。排水管理を徹底するという対策の方針は明確であるが、経済的な得失で事業が進んで

いる危機的状況が報告された。Ms. Imogen Ingram からは、さらにプラスチックゴミによる

太平洋島嶼国における海洋汚染に関連した国際動向（国連環境会議；UNEA、国連環境計

画のツールキット、世界海洋評価；WOA、持続可能な開発目標 14 に関する国連会議）な

どが紹介された。 

【主な討論】会場から、排水については、化学廃棄物の処理は難しいが大切であり、魚の

生産・消費にも影響するという面から見ても、重要なことであると指摘された。 
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JICA 地球環境部の伊藤民平氏から、JICA による廃棄物対策事業である J-PRISM の第 1 フ

ェーズ（2011－2016）の経過と第 2 フェーズ（2017－2022）の計画について紹介された。

第 1 フェーズの成果としては、育成された廃棄物専門家のデータベースの確立、デポジッ

ト法による廃棄物処理費用の捻出システム（CDL）の確立、地域環境計画の戦略 “Cleaner 

Pacific 2025”の策定などが挙げられた。第 2フェーズでは新たな官民連携体制の構築や啓発

のためのキャンペーンなどが実施されることが示された。 

【主な討議】会場から、J-PRISM（大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェクト）の実施

がフィジーにおいてどれだけ効果的であったか及び固形廃棄物のほかに液体廃棄物への対

応について質問がなされた。これに対して、J-PRISM は固形廃棄物を対象としたプロジェ

クトであり液体廃棄物は対象外であること、またプロジェクトの効果についてはフェーズ

1 を終えたばかりであり評価の途中であるが、人材不足などの課題はあるものの、少なく

とも JICA のアプローチは間違っていないと考えているという見解が示された。これに対

して質問者からは、島嶼国では首都のある島への人口の集中が続いており、それに伴う排

水や化学物質の利用増加による環境負担が高まっているとして、排水・廃液といった液体

廃棄物の処理の重要性についてコメントがあった。 

続けて会場から、J-PRISM のフェーズ 2 移行後のプロジェクトの進捗及びごみ分別

（segregation）への取り組みを含めた更なる活動の必要性に関する質問がなされた。JICA

の伊藤氏からは、フェーズ 2 の焦点の一つは「大洋州地域廃棄物管理戦略 2016－2025

（ Pacific Regional Waste and Pollution Management Strategy 2016-2025、 “Cleaner Pacific 

2025”）」であり、J-PRISMフェーズ 2の作業はそれに沿って進められている点、また、ご

み分別以外の更なる取り組みに関しては、「飲料容器デポジット法（Container Deposit 

Legislation）」の導入の例など、インセンティブの導入がうまくいっている例もあることが

紹介された。 

 

米国環境法研究所の Mr. Carl Bruch から、海洋ゴミの法的側面について、日本、韓国、

EU などを比較検討した研究が紹介された。また、プラスチック製の袋（レジ袋）等の使

用を禁じるバングラデッシュの例や、米国におけるマイクロプラスチックビーズの使用制

限などの取り組みにも言及し、消費者の参画による発生源対策が必要かつ有効であるとさ

れた。 

【主な討議】会場から海洋ごみの問題に民間セクターをどのように関与させるかについて

コメントがなされた。国連環境計画の取り組みを例に、恥をかかせることや罰を科す

（shaming or sanctions）といった方法よりも、民間セクターが進んで関与することを奨励す

る（encourage）方が効果的であるとし、たとえば、「プラスチック・フットプリント

（plastic footprint ）」といった制度の導入や官民パートナーシップの構築によって公的資

金の動員をすることで、民間セクターの関与を促進することの重要性が強調された。また、

笹川平和財団海洋政策研究所や国連環境計画の枠組みの下での取り組みなど、民間セクタ
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ーを巻き込むためのいかなる具体的な提案も歓迎する旨の発言があった。これに対して議

長団から、さらなる具体的なアイディアや議論への積極的な参加を歓迎する旨の発言があ

った。 

 

d. 再生可能エネルギーの開発 

サモア環境資源省の Ms. Frances Debra Brownより、「総合的」な管理の必要性について

の発表があった。Strategy for the Development of Samoa: SDS2016－2020では、SDSそのも

の、4つのセクター、14の部局、市民の階層構造を持っている。それが改正されて 14のセ

クター構造に変化した。環境セクターにおいては、山から海までをカバーしている。

National Environment Sector Plan: NESP2017-2021 においては、資源、人工物（Built 

Environment）、CC、ガバナンスなど問題に対処している。特に、整合する法制度の確立、

関係者間の調整が必要であるとされた。エネルギー政策については、エネルギーの半分か

ら 9 割以上ディーゼル発電に頼っている現状、再生可能エネルギーへの移行には、送電網、

蓄電、土地利用に問題があること、今後、既存の計画のレビューをする必要があり、戦略

的計画も必要であるとされた。 

【主な討議】議長団より、サモアにおける取組み、アプローチについて高く評価するとい

った発言があった。 

 

e. サンゴ礁とマングローブの保全 

当財団海洋政策研究所の古川恵太部長から、沿岸域総合管理（ICM）のパッケージを用

いた海域と陸域を一体として捉える総合管理の考え方、実践例が紹介された。管理は目標

の階層（里海など）、システムの階層（ICM など）、具体的手法の階層（データベース、

海の健康診断など）からなることが説明され、当財団の実施している７つのモデルサイト

事業の紹介がなされた。また海外でのマングローブ林再生プロジェクトが紹介された。地

形、堆積速度の調査をして防波堤を築いてから４−５年後にマングローブ林を再生するこ

とに成功した事例であり、地元住民自身の参加で行われたことにより自信と意識向上に繋

がったとされた。 

 

国際自然保護連合（IUCN）オセアニア事務所のMr. Andrew Benedict Foranから、太平洋

島嶼におけるマングローブ保全と再生エネルギーについての現状が報告された。マングロ

ーブ林は太平洋島嶼国にとって必要不可欠な生態系であり、マングローブ林の面積は国に

より非常に大きい場合がある。 経済的・生物多様性の面だけでなく社会文化の面でも大切

である。トンガではかなり消失しており、 マングローブ保全・リハビリが優先課題である

とされ、課題解決のためにはガバナンスの強化、 能力構築も必要であることが強調された。

太平洋島嶼国のエネルギーについては、 国により様々な問題や課題を抱える。 再生可能エ

ネルギーでは既存の電力会社のモデルなどをシフトさせる必要があると報告した。 
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 メラネシアパートナーの Mr. Kenn Mondiai から、パプアニューギニアでの NGO ベース

の活動報告がされた。気候変動等で沿岸域の人たちの生活に影響が出ており、IO ネットに

提案もしたが、市民や政府とパートナーシップを構築するような修正が必要である。現状

では、林業、鉱山開発、海底資源開発、廃棄物、移住がメインの問題である。鉱山開発が

沿岸生態系に影響している。それに対処するための ICMが必要。人々のネットワークはあ

る。海側においては、マングローブ林の倒壊、侵食などが年 3％程度の減少の規模で起こ

っている。Manus 島での海底資源開発も進行しており、IO ネットでの協力の推進を希望す

る旨、発言があった。 

 

ザ・ネイチャー・コンサーバンシー（TNC）ミクロネシアプログラムの Mr. Ricky Carl

から、ミクロネシアチャレンジの紹介がされた。NGO、政府、業界と協力してミクロネシ

ア漁業部門に働きかけている。 ミクロネシアの課題は 2020年までに沿岸漁業の 30％、陸

上資源の 20％を保全すること。 それを達成するために持続可能な資金調達が必要であり関

係諸国の寄付に頼るが 5,600 万ドルが目標となる。その中でコミュニティがマングローブ

回復、 沿岸漁業の管理や水の保全管理といった活動に取り組む。パラオでは観光客に 50

ドルの Green Fee を導入しており、ミクロネシアチャレンジの寄付金になる。 自分たちの

海域で漁業を許可する時に課す Blue Fee も考えている。漁業部門プロジェクトについては、

測定できないものは管理できない原理があり、電気モニタリング制度（EM system）を導

入し、 はえ縄漁の監視を強めたい。 それにかかるコストを決定し、データレビューのプロ

トコル作成も行いたい。 これらを地元の人たちによって確立させること、また業界のパー

トナーには日本の船舶の参加を期待したい。 最後に、 会議には最も脆弱な国の代表も来て

いるが、 海面上昇に対しての避難民の問題についても検討が必要と思われるとされた。 

【主な討議】会場より「サンゴ礁とマングローブの保全」全体に関して、最も重要なプロ

ジェクトのアスペクトは「モニターして評価すること」であり、これを全てのプロジェク

トに共通に組み入れてはどうか、といったコメントが寄せられた。 

 

（３）１日目のまとめ 

寺島共同議長から、IO ネットは島のニーズと国際社会の支援を繋ぐ基盤である。島の管

理戦略は、 各島嶼国が持っていることが極めて重要であるとされた。国際社会は関心が高

いが、 誰がそれを受けてくれるか明確でないと決まらない。すでに国際社会では国連の 

COP22、BBNJ 準備委員会、SDG などの動きがある。すでに取り組みのある所は良いが、

支援を必要とするところで協働のためのプロジェクト形成を目指したい。コラボレーショ

ンで強力な人的ネットワークが構築されることが大切であると指摘した。 

コンフォース共同議長から、非常に多くのパートナーどうしの関心、現状報告が示され

た。いくつかの分野で共通項が見られた。生態系ベースのマネジメント、ICM、リーフの

問題、このような統合的アプローチが沿岸域の複雑な問題解決に必要である。また特定の
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問題、ニーズの高い科学情報の不足、プロジェクトデザインの必要性、能力の制約がある

こと、廃棄物の管理やインセンティブを与えて執行されるべきであることなどの問題提起

があった。個人的な見解では、 太平洋島嶼ではいろいろなこと起きている、ギャップもあ

る。太平洋のメンバーとしての責任は、IO ネットのパートナーに情報提供すること、統合

的アプローチによる国の計画の策定、 優先度の決定等である。統合化の仕事を成功させる

ために、できるだけ地元の人々が主体的に関与する事、IO ネットのパートナーはそれをサ

ポートすることが重要であると指摘した。 

 

     

図：セッション 1の様子 

 

（４）セッション 2 島の周辺海域の管理（2日目） 

議長：Prof. Stuart Kaye、 ANCORS所長 

Mr. Michael Petterson、 太平洋共同体地球科学部長 

a. 基線・境界の画定 

豪州国立海洋資源・安全保障センター長の Prof. Stuart Kayeより、南シナ海におけるフィ

リピンが国際司法裁判所に提訴した仲裁裁判の結果を引用し、太平洋の島による EEZの画

定について、国連海洋法条約の解釈などが解説された。今後、引き続いての EEZの画定要

件や、国内法の整備、適用策の検討が必要であるとの問題提起がなされた。 
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 JAMSTECの川村善久氏から、JAMSTEC の有する調査線の有効活用、さらにはそうした

取り組みを元にした科学的調査の協働プラットフォームの構築のプロジェクト提案があっ

た。 

【主な討議】会場から JAMSTEC の川村氏に対して、以下の 3 点について質問がなされた。

一つ目は、ミクロネシア連邦と JAMSTEC の海洋科学技術協力は、どのようにして可能に

なったのかについて。二つ目は、他の島嶼国と同じような協定を締結した例があるのかに

ついて。三つ目が、オープンフォーラムでデータを交換するということについてどのよう

に考えるかについて、である。これらに対して JAMSTEC の川村氏から、ミクロネシア連

邦との協力計画は研究パートナーであるオーストラリアの地球科学機構（Geoscience 

Australia）からの情報提供を受けたこと。他の島嶼国との協力に関しては現在検討中であ

ること。オープンフォーラムでのデータ交換については、将来的な話として、例えば IO

ネットの会合やウェブサイトの構築によって共有するなどを通じて、島嶼国に対する情報

提供が可能と考えられることが述べられた。 

 

b. 実効ある漁業政策の実施 

キリバスの水産海洋資源省の Mr. Taratau Kirataから、UNCLOSに基づく漁業資源省の設

立の経緯を含め、キリバスにおける水産政策が紹介された。現在、Kiribati Development 

Plan 2016-2019の下で Kiribati Fisheries Management Policiesを作成して、「良い教育を受け、

健康で、繁栄する高い生活水準を持った国家」をビジョンとして掲げていることが説明さ

れた。しかし、その実施においては、モニタリングを実施しているが十分でないこと、特

に環境の保全策（水質）、生態系の再生策（サンゴ）が必要であることが示された。問題

として、島々が離れていることをあげ、国内における他省庁との連携、国際社会との連携

を推進したいとの発言があった。 

 

水産研究・教育機構の遠藤久理事から、日本国内の漁業の現状や、国際的な取組みの中

での IUU 漁業撲滅に向けた協力の必要性と協力事例の紹介があった。特に、現場での監視、

地域漁業管理機関による規制、EU や米国による消費側国の規制などが行われている現状

が紹介された。 

 

MSC 日本事務所の鈴木充漁業管理担当マネージャーから、MSC 認証の解説があった。

特に漁業者だけでなく、商品を扱い販売する側への認証でもあることが強調された。太洋

州での実施例として、ナウル合意パートナー（PNA） における MSC 取得の例が紹介され

た。 

【主な討議】会場から IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業）の問題に関して、賄賂や公

海上での漁獲の積み替え、不正な燃料に対する助成金など、小島嶼国の事情を考慮した上

での問題への取り組みを強調するコメントがなされた。また、漁業が持続可能な漁業への
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取り組みの基準を満たしているかどうかも重要であるが、（小島嶼国も）しっかりと法執

行をし、諸外国と対等になる必要がある点が強調された。 

 

c. 海上交通の維持・確保 

アイ・シー・ネット株式会社の寺島裕晃経営顧問から、大洋州における持続可能な海運

についての発表がった。海運の持続性を確保することは持続可能な豊かな生活や開発を維

持していくことであるという目標が示された。現状の調査結果として、海運の必要性は、

教育、食糧、健康など人の生活に基本となるインフラを提供する事であり、経済的な活動

の基盤となるものであることが示されている。コスト、時間、安全、安心などのバランス

が必要であることが基礎研究により示されているとされた。 

 

d. 海洋鉱物資源開発 

太平洋共同体のMr. Michael Petterson地球科学部長から、太平洋州における深海鉱物資源

の探査・開発活動について紹介があった。深海鉱物資源の可能性に言及するとともに、そ

の探査・開発による地学的影響と生物的影響の側面から検討すべきであることが指摘され

た。現在、法制度的検討、コスト・ベネフィットの検討、開発・探査の枠組みについての

検討がなされていることが紹介された。 

【主な討議】会場から深海底の鉱物資源の採鉱活動における水環境への悪影響及びそのモ

ニタリングやリスク評価について質問がなされた。これに対して Petteron 氏からは、化学

反応が生じるような精錬プロセスなどは深海及び海中では実施されず、現場から離れた場

所でなされることから指摘されたような問題はないと考えていること、また、鉱物資源開

発におけるリスク評価等に関しては、実際にその段階に至ってみないと分からない点が多

く、未だそのような段階に至っているものはない旨の回答があった。 

 

横浜国立大学の松田裕之教授から、海洋開発における環境管理の 17の原則が紹介された。

その中で、特に順応的な管理の重要性が強調された。また、影響評価のプロセスについて、

国際標準機構（ISA）の認証を得るための検討を進めていることが示された。 

 

e. 海洋環境の保全 

クック諸島 ISACI の Ms. Imogen Ingram から国立海洋公園における巾着網漁業の実態に

ついての報告があった。当該海洋公園（Marae Moana）は南クック諸島全体にわたる百万

平方キロメートルを超える大規模なものであり、国内の EEZの管理も見据えて設置された。

北部海域における巾着網漁業が持続的漁業でないことを指摘する声があがり、地元の漁業

者の声を聴かずに EUとの巾着網漁業に関する協定が結ばれた。 

【主な討議】会場から、クック諸島における国立海洋公園の設置の目的および、地域住民

への裨益効果について質問がなされた。これに対して Ingram氏からは、クック諸島におけ
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る国立海洋公園設置の目的は、生物多様性の保護とスポーツフィッシングといった観光目

的の両方であるが、生物多様性の保護に重点が置かれていること。エコツーリズムの促進

が狙いであるという点が説明された。その理由として、キリバスのフェニックス諸島の海

洋保護区のように、その海域が魚にとって重要な回遊ルートであることが理由であること

が述べられた。また、裨益効果については、国立海洋公園の設置から 3、4年しか経ってい

ないことから詳細は不明であるが、漁業に対しても、政府主導の基金を設けて、そこから

地域住民に裨益するアプローチが取られるべきであると考えていること、ただし、その資

金の使途について情報公開がされないという問題も発生している点が指摘された。続けて

会場からコメントとして、巻き網漁業の許可の有無にかかわらず、国立海洋公園の中でそ

の漁業ができるかどうかに関しては、利害関係者、特に影響を受ける地域住民との事前の

協議が欠かせないプロセスであることが指摘された。また、巻き網漁業の主な問題は、混

獲（by-catch）、特に、人工集魚装置を使った稚魚の混獲にあることが指摘されているが、

巻き網漁業についても、持続可能な形で継続して行くことが必要であるという見解が出さ

れた。これに対して Ingram氏からは、混獲についても、全体の漁獲量を正確に計量しつつ、

その数字を明確にするべきである点、巻き網漁業については持続可能な漁業法ではないこ

とから、グローバルな制約が必要であると思われるというコメントがあった。 

 

図：セッション 2の様子 

 

（５）セッション３ 気候変化・気候変動への対応 

議長：山形俊男 JAMSTECアプリケーションラボ所長 

Prof.  Anjeela Jokhan 南太平洋大学科学技術環境学部長 

a. 島嶼国社会における気候変化・気候変動への適応および国際法上の課題への対応 

JICA の若杉聡氏から、14 の太平洋島嶼 SIDS の気候変化に対する JICA のアプローチに

ついて紹介があった。PALM7と気候変動（CC）、能力構築、グリーン基金、SPREP−JICA

による PCCC（太平洋気候変動センター）設立に関する情報提供があり、PCCC の整備計

画として、環境に優しい換気や照明・電力・モニターシステムなどが紹介された。 
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SPREPの Mr. Roger Conforth 次長から、気候変化・変動への SPREPの対応についての発

表があった。太平洋における気候変化に対する対応のコーディネーション、 地域的な活動

支援の役割について SPREP の活動が紹介された。 海洋酸性化についてもプロジェクトを

始めており、 沿岸でできるレジリエンス強化から取り組むという方針が示された。SPREP

は PCCC 事務局としてどのような活動も歓迎であり、 地域のニーズに答えたい。 気候・

気象の対応として、 あるいは知識のハブの役割があると発言があった。  

 

当財団海洋政策研究所角田智彦氏から、海洋酸性化モニタリング基盤構築の紹介があっ

た。 海洋酸性化については、国際的にはモナコの IAEA、GOA-ON OA Observing、モロッ

コ、 プリマス大（大西洋欧州）やワシントン大（北米）が中心になって研究や対策が進め

られているが、北西太平洋ではとりくみが不十分である。昨年から OPRI でも海洋酸性化

ワークショップを開き、北西太平洋における監視プロジェクトを立て始めている。海洋酸

性化の課題は、 モニタリングが少ない、 ギャップがあること。「海洋危機ウォッチ」は、

JAMSTEC の協力で立ち上げ、また琉球大学瀬底研究施設をキャパシティビルディングの

拠点にして USPの研究者に見学してもらったりできる。今後国際シンポジウムの開催も予

定していると紹介された。 

【主な討議】会場から、ネットワーク・能力構築・モニタリングについての評価と共に、

アウトリーチ活動について要望があった。これに対し、高校と協力してモニタリング調査

を行う計画なども紹介された。また過去の記録も入れてデータベースつくってほしいとの

コメントもあった。議長団からは、データや情報の共有は大事であり行動も必要である。

それには科学の活用が大切であり、また喫緊の行動が重要で、できるだけ早く取り組むこ

と、遅れるとその分コストもかかるとのコメントがなされた。 

 

 東京大学の中山幹康教授から、環境移民についての研究成果が発表された。環境移民

（ダム、 内戦、 津波など自然災害の避難民）と気候難民の違いとはどこかという点が解説

された。太平洋の海面上昇についてみると、津波などと違って気候難民は予測可能である

こと、 プランニングに 20−30 年の時間猶予があり候補地選定、 能力職業訓練も可能であ

る。ダム建設では 10 万人立ち退きがあった。 結果的には都市部への移動により生活レベ

ルが上がる場合もあり、 モチベーションが上がる。 2011 年日本福島の放射線のケースで

も、少数だが良い面も見られた。しかし悪い面では原発から 30キロの人がいわき市へ移動

した後、 避難民といわき市民との間に補償の有無により対立が生まれた。 気候移民にも同

じ問題が起こる可能性−外国に移動した後、 そのコミュニティと貧富の差など生じる可能

性がある。 移民労働者が先であり、次に気候難民が入る。所得、教育、言葉などで対立が

生まれないようにする必要がある。 ELI、 IUCN、東京大学、フィジーでプロジェクト提案

がある。太平洋の気候難民が移動した後に問題なく生計を立てられるように、法的なツー

ルキットを用意する。キリバスやマーシャルの人たちの意向、移る前の人たちの生活を把
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握、 将来のホスト国の調査をする。転居後のコミュニティの研修の機会を設け、 衝突回避

対策を検討するとされた。 

【主な討議】会場からは、観察や準備が大事だが、特に尊厳を持って移るための準備が必

要である。教育の中に国レベルで考える必要、人の開発指数を引き上げ、医療サポートな

ど移住する前にやることを計画することが大切である、 とのコメントがあった。中山先生

からも「尊厳なき避難」の悲惨さが強調された。 

 

 米国環境法研究所の Ms. Sofia Yazykova から、適応から移動、移民へと題して発表があ

った。気候変化による立ち退きの必要性、政策に求められるもの、リーガルツールキット

についての発表がなされた。2,250万人が毎年気象や気候災害で移動や避難を強いられ、受

け入れ国が 50カ国にのぼる。しかし移動の原因がはっきりせず、気候によるものかの特定

が難しい。 深刻度は国家の対応にもよる。 太平洋諸国は気候変化に影響を大きく受けてい

るが欧州ではより小さい、アフリカではリソースが少ないので対応ができていない。国連

ニューヨーク宣言では環境避難民の問題の指摘はあったが、どのように国家が対応するか

は言及されない。 法律的にもギャップがあり、今ある法的枠組みを変える必要がある。東

大などと共同でリーガルツールキット開発を行う。世界各国から様々なアプローチや法律

を集め、新しい法令を作る参考にしてもらう。柔軟で多種なもの、ローカルな条約の保護

に合わなくても対応できるものを目指す。キリバスでは最終手段として移民という選択を

考えている。 能力開発、訓練、調査、政策、インフラ、資金の不足といった課題がある。

将来の気候変化は厳しく、立ち退いた人の法的地位や、領土のなくなった国の主権や EEZ

など、問題や疑問は多いと説明された。 

 

 英連邦情報通信技術機関（CTO） Mrs. Fuatai Purcellから、CTOの説明と取組みの紹介が

なされた。CTO へは英連邦に属していない国も参加可能となった。2000年以降、情報とコ

ミュニケーション技術 ICT に焦点を当てている。グローバルな会議を開き行動計画を立て

ること、各国がコミュニケーション技術開発すること、ブルー経済を促進させることが大

切である。 インターネットは島嶼には高すぎる。 気候変動のための ICT；海底ケーブルや

衛星を検討する、 ブロードバンドを農村で使う、 アプリをつくることも考えられる。 ま

た地域での提案としては、 モニターをして枠組みをつくることが重要である。 

【主な議論】本セッションの全体の議論として、 議長団から、良いデータの取得とそれを

基にした決断ができないことが島嶼国の弱さであると指摘があり、 ICT は持続可能な開発

のために必要なツールであり優先度を高くする必要がある、 とのコメントがあった。さら

に、 気候ストレスにどのようにきちんと対応していくかが重要であるとし、 危機ウォッチ

システムの活用など情報共有と行動の必要性を訴えた。 情報共有にはサモアの ICTなどが

中心になり、 早期警戒システムや法律、 以前に移住した人のデータに関してのツールキッ

トも重要である、とまとめられた。 
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図：セッション 3の様子 

 

（６）セッション４ 能力構築と制度的な強化 

議長：寺島紘士 海洋政策研究所長 

Mr. Roger Cornforth、 SPREP 次長 

a. 能力構築と制度的な強化 

南太平洋大学（USP）の Dr. Anjeela Jokhan学部長から、大洋州における USPが制度強化、

能力開発に果たす役割について解説された。USP に限らず、大学はそれ自体で能力開発の

役割を持っており、USP は大洋州各国に特化した役割を持っていることが説明され、遠隔

地への教育手段として、オンラインの教育インフラを持っていることが示された。 

 

国連環境計画（UNEP）の Mr. Jonathan Gilman 地域開発コーディネイターから、低炭素

太平洋のためのパートナーシップと題して発表があった。UNEP の機構、活動の説明の後、

持続可能な開発目標（SDGs）の国連決議において、政府間の協力が優先事項として掲げら

れていること、UNEP が主催する環境会議（UNEA）、SDG14 の実現に向けた国連会議

（海洋会議）について説明された。 

【主な討議】会場から、海洋ごみ問題に対する北東アジア地域（日本、韓国、中国、台

湾）での取り組みの教訓から、海洋ごみ問題は、発生源であるプラスチック廃棄物を各国

で規制することが非常に有効であり、東南アジア地域においても同様に多国間協力が重要

であるとのコメントがあった。また、そのためには政治的及び公的な支援が重要であるこ

とも指摘された。これに対して Gilman 氏からは、国連環境計画の地域海行動計画

（Regional Seas Programme）の一つである「東アジア海」の行動計画が東南アジア地域の

海洋ごみ問題の調整をしているが、資金難の問題があることが紹介された。この点につい

ては、ASEAN 事務局や関係国の政府上層部への支援依頼をしていることも併せて説明が

あった。 
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外務省の小島宗一郎企画官から、日本の大洋州に向けた ODA の実施と題して、能力開

発、制度強化についての説明がなされた。最初に、日本の島嶼国支援の全体像の紹介とし

て、太平洋島サミット（Pacific Islands Leaders Meeting）の開催経緯、その中で議論された

今後３年間の日本の太平洋島嶼国への支援策の概要が紹介された。人的交流と合わせて３

年間で 4,000 人との目標を打ち出すなど、日本は能力構築支援をきわめて重視している。

日本の能力構築支援の特徴として、研修員の受入れ、複数の島嶼国に参加してもらう広域

支援、技術協力専門家の派遣を実施していることが紹介された。 

 

当財団海洋政策研究所の市川慎一氏から、世界海事大学の奨学金制度について説明され

た。奨学金制度の概要と共に、奨学生の選考過程なども紹介された。笹川奨学生と呼ばれ

る奨学生のネットワーク構築についても名簿の作成、ニュースレターの発行、Web サイト

の構築等具体的な取組みが披露された。 

【主な討議】会場から、能力構築における長期的なアプローチの必要性に関して、伝統的

なプロジェクト支援は 1、2年で終了するが、笹川平和財団の世界海事大学の奨学生プログ

ラムのように、長期的な視点で支援をすることが重要であるというコメントがなされた。

また、会場から、世界海事大学奨学生のフェローのうち、現在、何％の所在を確認できて

おり、何％が追跡不能となっているかについて質問がなされた。これに対して市川氏から

は、2016 年現在で、581 名が当該プログラムの支援を受けており、そのうち、既に亡くな

られた方や海事分野から離れた方等を除いて、60～70％の所在が確認できていると回答が

された。また、その背景として、支援事業が 30年に及んでいることから、既に退職・退役

されている方も多くいること、また、学生の多くが行政官であることから、日本と同じよ

うに 2、3年で異動をしてしまうことから、その追跡は容易ではないことが指摘された。そ

のため、様々なイベントを実施し、奨学生から自発的に笹川フェローのネットワークに参

画するよう工夫をしている旨説明があった。 
 

 

図：セッション 4の様子 
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（７）総括セッション：将来に向けた行動計画の議論・採択 

議長：寺島紘士 海洋政策研究所長 

Prof. Stuart Kaye ANCORS所長 

IO ネットのプロジェクト案１から 7 までを事務局が順次説明し、将来に向けた IO ネッ

トの行動計画について総括の討論が行われた。参加者（IO ネットパートナー）からは、潜

在的な受益者についての質問や、太平洋諸国毎の状況の違い、提案や議論を統合するため

のコーディネーションの必要性などが指摘されるとともに、議長から 8 番目のプロジェク

ト（境界画定に関する法的枠組みの検討）が追加された。 

今後の進め方として、今回の会議で共有した情報を各国に持ち帰り、各国ごとにどの分

野が必要か、興味があるかをフォーカルポイントに集約し、関心あるところでプロジェク

ト形成をする手法が提案され、プロジェクト毎のフォーカルポイントの候補が挙げられた。

フォーカルポイントの役割は、パートナーがコンタクトし、情報をやり取りする窓口とな

るところであるが、プロジェクト毎にその性格は異なることが指摘された。リードする機

関が中心となり、地域ベースで実施していくことが確認された。 

会場からは、さらなるパートナー候補の推薦や、プロジェクトについての具体的提案な

ども挙げられた。パートナーからの提案を受けて、事務局で提案されたプロジェクトを整

理し、パートナーにフィードバックしていくことが説明された。総括セッションで議論さ

れた 8つのプロジェクトは、以下の通り。 

1. 島の管理戦略の策定 

2. 国土保全のための生態工学的対応 

3. 沿岸域総合管理（ICM）を用いた沿岸生態系保全 

4. 海洋基礎データ蓄積と海洋科学研究のプラットフォームおよび能力開発 

5. サモア独立国における統合的沿岸域管理手法を用いた沿岸災害防止手法の確立と普及 

6. 気候起因による環境避難民の移転・定住支援 

7. 海洋酸性化のための地域監視行動プラットフォームの創出 

8. EEZの基線となる島の管理と保全の法的検討 

 

 

図：総括セッションの様子 

－ 32 －



20 

 

（８）閉会式 

閉会にあたり、寺島紘士海洋政策研究所長より、この会合に 120 名の参加があり、非常

に熱心な建設的なディスカッションがなされたことへの感謝が表された。IO ネットのガイ

ドラインについても話し合い、将来の活動の計画を形づくっていく状況にあると総括され

閉会した。 

 

 

図：集合写真 

 

（９）IO ネット総会 専門家会合「気候変動と環境避難民問題に関わる課題と事業形成の

可能性について ― 太平洋島嶼国における取組み」 

 

 第２回 IO ネット総会の一環として、専門家会合「気候変動と環境避難民問題に係る課

題と事業形成の可能性について― 太平洋島嶼国における取組み」を開催し、26 名が参加し

活発な議論を行った。（なお、専門家会合の開催報告書全文（英文）は、参考資料として、

本報告書に添付。） 
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開催概要 

【日時】    12 月８日（木）（於：笹川平和財団ビル）  

【参加者】  26 名：キリバス漁業海洋資源開発省、国立サモア大学、 TNC・ミクロネシ

アプログラム、国際移住機関、IUCN、東京大学、米・環境法研究所、国連環境計画

（UNEP）、地球環境ファシリティ（GEF）、日本財団、笹川平和財団 海洋政策研究所等 

 

＊プログラム＊ 

１．太平洋島嶼国における課題と政策 

キリバス漁業海洋資源開発省、国立サモア大学、TNC・ミクロネシアプログラム、パー

トナーズ・ウィズ・メラネシアンズ、国際移住機関（ミクロネシア連邦）からの参加者

による問題提起 

 

２．他国の関連事例や知見の共有  

「気候難民の移転問題に日本などの過去の教訓をどう活かすか？」 

（東京大学 中山幹康教授） 

 

３．対策、支援の枠組みと事業形成への道のり 

・ 「法的ツールキットの構築とその適用について」（ELI カール・ブルック氏、ソフ

ィア・ヤジコヴァ氏 

・ 「太平洋地域における法的ツールキットの構築について」（IUCN アンドリュー・

フォラン氏） 

・ 「海洋と気候に関する戦略的行動ロードマップ」（グローバル・オーシャン・フォ

ーラム＜GOF＞ ビリアナ・シシン―セイン教授、海洋政策研究所 前川美湖主任研

究員） 

・ 「国際機関からプロジェクトに関するアイディアの提示」（UNEP ジョナサン・ギ

ルマン氏） 

 

 

【議論】 

・ 地域内での移転事例は歴史上多数あり、これらの事例を分析する意義は大きい。 

・ 国境を越えるケースのみならず、国内移転についても研究プロジェクトで扱ってほし

いとの意向もあり。 

・ 移転の理由は複合的であり、移民の移住先での生活再建は、必ずしもスムーズではな

い（例：ミクロネシア連邦から米国への移民―文化や言語、就職などについて、準備

やトレーニングが不十分）。 

・ 気候変動難民に関する国際的な定義はない。（かつ、国際的な難民支援機関は既にパ

ンク状態。） 

・ 気候変動は、長期的・緩慢な変化であり、対策を講じる期間も長期にわたる。 

・ 安全保障の観点からも分析が必要。 
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【提言と今後の展望】 

・ 現地調査等を通じたエビデンスに基づく分析と提案が必要。 

・ 今後２～５年間の展開として、国や地域毎の制度や知見を活かした法的支援のツール

キット等を構築し、地域の個別事例に寄り添った、対策・支援のメニューを提示する

ことが提案された。 

・ パリ協定等の新しい国際的な枠組みを踏まえて、 移転問題を、気候変動対策の適応策

の一環として、太平洋島嶼国の地域計画や国家計画の中で強化するための支援を行う

べきという意見も出された。 

 

 

図：専門家会合の参加者 
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３．その後の動き 

（１）パートナーからの関心 

 IOネット第 2回総会における議論を受けて、以下のようなプロジェクト形成に向けた関

心がパートナーから寄せられている。 

a. 太平洋島嶼国における沖縄型総合沿岸域管理計画 

 開発行為等に伴うさまざまな環境問題が発生している沖縄県の取組み「沖縄県総合

沿岸域管理計画」をモデルとし、陸域からの土壌流出、生活排水などによる水質汚濁

といったサンゴ礁生態系への人為的負荷を低減させ、サンゴ礁生態系の保全に配慮し

た防災・減災などの社会資本整備を推進し、水産業・観光業などの産業の持続的発展

を図るとともに、地域の伝統・文化を継承させていく地域づくりを行っていくことを

目指す。 

b. 持続可能な島嶼間交通計画 

 気候変動、輸入化石燃料への依存、都市部への人口の集中と離島地域の過疎化、交

通にかかる費用を原因とする離島産品の高価格化という現状を受け、経済の持続可能

性および雇用の創出も念頭に置き、低コスト・低燃費の船舶を大洋州における島嶼間

の交通に供することを目指すもの。導入プロジェクトとして、フィジーGau 島とスバ

との間にハイブリッド風力船を走行させ、住民の生活にどのような変化が生じるかを

検証する。 

 

（２）大洋州地域における活動 

 笹川平和財団海洋政策研究所研究員は、IOネット第 2回総会のフォローアップとして、

また新たなパートナーシップを確立するために、2017年 3月 13日～17日、オーストラリ

アおよびフィジーにおいて以下の活動に従事した。 

a. スチュアート・ケイ ANCORS教授との面談 

13 日、IO ネットの主要なパートナーの一つである ANCORS を訪問し、スチュアー

ト・ケイ ANCORS 教授と面談を行った。IO ネットの今後の全体的な運用に関する当

方の考えを説明したところ、ANCORS としても引き続き中心的アクターとして関与し

ていきたいとの回答が得られた。また、具体的なプロジェクトに関しては（詳細は参

考資料 1 を参照）、自らが提案した海洋管轄権の画定に関するプロジェクト（提案プ

ロジェクト８）を発展させていくとともに、漁業や安全保障といった分野での協力も

可能であるとのことだった。大洋州地域における他の主要機関の役割に関しては、

SPREP は情報の発信、SOPAC／SPC は科学技術分野での協力、南太平洋大学（USP）

は地域のハブとしてフィジーで情報収集や調整、集団研修を行うのに適した立場、施

設を有しているとのことだった。 

ケイ教授からはまた、具体的プロジェクトを展開するうえで、まずはキリバスを重

視したらよいのではないかとのアドバイスを得た。キリバスは安全保障や漁業といっ
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た海洋における各種活動間の調整が十分にできでおらず、総合的海洋管理の必要性が

特に高い、人口が近年急激に増大しており、廃棄物管理への取り組みの重要性も高い

とのことだった。ANCORS は担当の研究員を配し、継続的にキリバスにおいて活動し

てきており、同国政府と密に関係を築いてきているとのことだった。 

 

b. ビル・ホールディングス氏（漁業管理協議会（MSC）シドニー事務所）との面談 

 13 日、持続的な漁業の認証に関してもっとも実績を有する団体の一つである漁業管

理協議会（MSC）シドニー事務所を訪問し、大洋州地域担当のビル・ホールディング

氏と面談を行った。当方からは、IO ネットの設立経緯とともに現在の具体的な提案プ

ロジェクトについて説明を行った。MSC からは IO ネットの活動についての理解が得

られたとともに、途上国プログラム（Developing Countries Programme）の下での大洋州

における活動について説明がなされた。それによると、大洋州地域では特にマグロ等

の海外市場向けの魚種の認証需要が高く、MSC としては各国の規制の策定や漁業管理

者の能力構築などに取り組んでいるとのことだった。今後、さらに情報を交換して、

IOネットの下での協力の可能性を検討していくこととなった。 

 

c. SPREPとの面談 

 17日、主要なパートナーの一つである SPREPの次長、移動性種・希少種アドバイザ

ー、気候変動部長、大洋州グローバル海洋観測システム担当らとスバで情報交換を実

施した。SPREP からは、国連「海洋会議」に向けた各国および PSIDS としての対処方

針の情報（サイドイベントの予定）などを共有してもらうと共に、当方からは、今後

の IO ネットの全体的な運用、個別のプロジェクトに関する関心、現在大洋州地域にお

いて進行中のプロジェクトと IO ネットの下でのプロジェクトとの連携可能性等につい

て意見交換を行った。 

 IO ネットの全体的な運用に関しては、SPREP が中心的なアクターのひとつとして、

今後プロジェクト立ち上げのための検討や調整に関与していくことが確認された。ま

た、具体的なプロジェクトについては、特に海洋酸性化、海洋科学調査と能力構築、

沿岸域管理の分野での専門家を擁しており、それらの専門家を通して今後、相当する

プロジェクトの立ち上げに向けた具体的調整を行っていくこととなった。具体には、

今後プロジェクト毎の担当者を確認し、関連のあるプロジェクトをまとめて作業部会

を構成する事などの方針に一定の理解を得た。今後、PSDIS の様々な取組みと連携し

ながらプロジェクト形成を進めていくことで一致した。また、IO ネットの下で現在立

ち上げを検討している島嶼間交通のプロジェクトとの関係では，現在大洋州・カリブ

海地域において進行中のオキアノス財団や GIZ のプロジェクトとの連携の可能性につ

いて示唆を受けた。 

 

－ 37 －



25 

 

d. 国連「海洋会議」に向けた地域準備会合への参加 

15 日および 16 日には、2017 年 6 月にフィジー政府およびスウェーデン政府が共催

者となり国連で開催される国連「海洋会議」に向けた大洋州地域の方針策定を主目的

とする Pacific Regional Preparatory Meeting for “The UN Ocean Conference”にオブザーバ

として参加した。これは在京フィジー大使館 Isikeri Mataitoga 大使、フィジー外務次官

Robin Nair氏、フィジー農業都市海洋開発災害管理大臣 Inia Seruiratu氏が笹川平和財団

海洋政策研究所に来訪し、意見交換をした際に、当該会議の開催予定が共有され、興

味のある旨伝えたところ、特別にオブザーバとして招待されたことで参加が可能にな

ったものである。概要は以下のとおりである。 

 

日時：2017年 3月 15日、16日 

場所：フィジー・スバ、Grand Pacific Hotel 

参加：各国政府（フィジー、豪州、クック諸島、ミクロネシア連邦、キリバス、マーシャ

ル諸島、ニュージーランド、パラオ、ソロモン諸島、サモア、パプアニューギニア、トン

ガ、ツバル、東チモール、バヌアツ）、関係機関・オブザーバ（OXFAM、海洋政策研究

所、Live & Learn、PIANGO、PICAN、Conservation International、WCS、PIPSO、PANG、

LMMA Network、SPTO、WFPFC、PNA、USP、PIDF、FFA、SPREP、SPC、IUCN、UNEP、

UNGA、UNESCAP、UNDP、UNFPA、UNWOMEN）  

 

プログラム： 

1日目（3月 15日） 

セッション１：開会および趣旨説明 

  9:00-  9:30 開会 

  9:30-  9:45 地域会合の説明 

  9:45-10:30 国連海洋会議および成果文書 “Call for Action”の説明 

   11:00-11:40 SAMOA Pathwaysおよび大洋州の地域海洋施策の概要 

セッション２：作業部会１「海洋汚染と生態系サービス」 

   11:40-12:00 共同議長によるテーマ別作業部会１の説明 

   13:00-15:00 テーマ別作業部会１ 

   15:15-16:00 テーマ別作業部会１の報告 

   16:00-17:30 大洋州メンバーの非公開会議 

 

２日目（3月 16日） 

セッション３：作業部会２「気候変動と海洋酸性化」 

  9:00-  9:30 共同議長によるテーマ別作業部会 2の説明 

     9:30-10:30 テーマ別作業部会 2 
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   10:45-12:00 テーマ別作業部会 2の報告 

セッション 4：作業部会３「持続可能な漁業」 

   13:00-13:30 共同議長によるテーマ別作業部会１の説明 

   13:30-14:30 テーマ別作業部会 3 

   14:45-15:45 テーマ別作業部会 3の報告 

   15:45-16:00 閉会 

16:00-17:00 大洋州メンバーの非公開会議 

 

なお、3 月 17 日には、ハイレベル会合として、メンバー国の大臣、閣僚からの政策宣言

（Policy Statements）および、地域の優先事項などを含む共同政策文書の批准が行われた

（出張者は不参加）。各セッションの概要を以下に示す。  

  

セッション 1 開会および趣旨説明 

 HON.SEMI KOROILAVESAU 水産大臣の出席の下、「大洋州の我ら」というメッセージ、

が Ruby Maoi 大使から披露された後、水産大臣から「海洋の危機」とそれに対応するため

の指針としての国連 2030 アジェンダ（持続可能な開発目標：SDGs）の重要性に鑑み、

SDG14 の実現を目指す国連「海洋会議」の重要性が指摘された。 

 引き続いて、大洋州島嶼国（PSIDS）議長国（ナウル）から、地域としての対応を話し

合う今次会合の意義、PGA から 2 月に国連で開催された準備会合の説明、国連「海洋会

議」の成果文書”Call for Action”を含む会議で予定されているアウトカムの概要説明、

UNESCAP からそうしたアウトカムが地域の行動指針となるという枠組みが紹介された。

引き続いて、大洋州海洋コミッショナーから SDGs で提示される目標が既存の地域戦略で

ある SAMOA Pathways および Pacific Oceanscape に内包されており、その実現により共益

（co-benefit）を導くものとしての SDG14の実現の意義があると説明された。 

 

セッション２：作業部会１「海洋汚染と生態系サービス」 

 地域環境計画事務局（SPREP）および国連環境計画（UNEP）が共同議長を務め、１）

海洋汚染、２）生態系サービス、３）海洋保護区の 3 つの分野について分かれて地域の優

先事項、“Call for Action”の修正、推進すべきパートナーシップなどに関する議論を行い、

全体会合でそれぞれのファシリテーターから議論の概要が説明され討議した。 

海洋汚染については、汚染が越境的に広がっていること、プレスチックを含む様々な汚

染が進行していることから、マーケット・アプローチによる地域社会の変革が必要であり、

船からの排出を管理するパートナーシップの必要性が示された。生態系サービスについて

は、総合的な海洋・沿岸域管理の取り組みの重要性が強調され、地域社会の参画が不可欠

なものとして説明された。海洋保護区については、その文化的価値や食の安全保障への寄

与が議論され、PSIDSの特殊性が指摘された。 
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セッション３：作業部会２「気候変動と海洋酸性化」 

 世界自然保護連合（IUCN）および太平洋共同体事務局（SPC）が共同議長を務め、１）

海洋酸性化、２）法的枠組み、３）科学的調査の 3 つの分野について分かれて議論を行い、

全体会合でそれぞれのファシリテーターから議論の概要が説明され討議した。 

海洋酸性化については、地域における行動につなげることとそのための能力開発の必要

性が示された。法的枠組みについては、国連海洋法条約を基本として、海洋の境界画定お

よび、その永続性についての議論が紹介された。特に、既存の枠組みを尊重した取り組み

の必要性が強調された。科学的調査については、その基礎となるデータの質の確保と共に、

伝統知の尊重と科学的検討との連携の必要性が示された。特に、地域における大学・研究

機関を活用した取り組みを推進すべきとの見方が示された。 

 

セッション 4：作業部会３「持続可能な漁業」 

 水産関係機関フォーラム（FFA）および太平洋共同体事務局（SPC）が共同議長を務め、

漁業について１）IUU 漁業の撲滅、２）補助金制度の制限、３）経済的価値の 3 つの分野

について分かれて議論を行い、全体会合でそれぞれのファシリテーターから議論の概要が

説明され討議した。 

IUU 漁業の撲滅については、現実的な対応として「最小化」を目指すこと、データ収集

の必要性、小さいスケールの沿岸漁業の振興や生態系の保全が重要であるとの認識が確認

された。補助金制度の制限については、”Call for Action”に使われている用語の定義などの

見直しや厳密化のための修文が提案され、PSIDS の特殊性や必要な配慮について議論され

た。経済的価値については、「ブルー・エコノミー」についての議論が中心的に行われ、

深海鉱物資源の開発・調査が含まれること、ただし、そのためには予防原則を適用した実

施が必要なこと、さらには、自然再生エネルギーの開発もブルー・エコノミーであること

などが確認された。  

 

こうした成果をとりまとめ、翌日のハイレベル会合で共同政策文書を採択する予定であ

る事、6月の国連「海洋会議」で PSIDSとして対応していくことが確認され閉会した。 
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第４章 関連する国際会議等の動向 

 

１．国連気候変動枠組条約第 22回締約国会合（COP22） 

 気候変動枠組条約（UNFCCC1）の第 22回締約国会議（COP22）が、2016年 11月 7

日から 18日にかけてモロッコのマラケシュにて開催された。行動と実施のための COPと

して位置づけられた COP22では、11月 4日のパリ協定発効を受けて、同時にパリ協定第

1 回締約国会合（CMA1）が開催され、パリ協定における緩和・適応、透明性や市場メカ

ニズムについての議論がなされた。この結果、先進国と途上国を隔てない実施指針の策定

を目指し、2018年の COP24開催時までにその策定を完了すること等が合意された。また

その他の年次会合や作業部会も開かれ、中でもパリ協定実施のための特別作業部会第 1回

会合第 2部（APA 1-2）は、パリ協定に関わる今後の作業につき協議が進められた。APA1-2

では、パリ協定の各規定に対する具体的な実施指針の内容、今後の作業スケジュールや途

上国の適応策を促進するための適応基金の運用などについて議論が行われた。このほか、

議長国モロッコより、各国に対して気候変動対策を呼びかける文書（「マラケシュ行動宣言」）

が発出された2。 

   

図：COP会場前の広場の様子（左）、モロッコパビリオン（ブルーゾーン内）の外観（右） 

 

（1）「オーシャンズ・アクション・イベント at COP22 マラケシュ」 

 2016年 11月 12日、海洋の重要性を踏まえてパリ協定を実施する3ことを目的として、

「オーシャンズ・アクション・イベント at COP22 マラケシュ」が、UNFCCC世界気候

行動計画（GCAA4）策定の取組の一環として、本会議場であるブルー・ゾーンにおいて開

催された。 

 

                                                  
1 United Nations Framework Convention on Climate Change 
2 COP22の成果については、以下の HP参照。 
外務省 HP(http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page3_001886.html) 
UNFCCC公式 HP（http://unfccc.int/meetings/marrakech_nov_2016/meeting/9567.php） 
3 イベントの概要は IISD Reporting Servicesの HPにて公開されている。
(http://www.iisd.ca/climate/cop22/oceans-action-day/, last visited in 26 January 2017) 
4 Global Climate Action Agenda 
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【開催概要】 

 日程：2016年 11月 12日（土） 9:30-21:00  

場所：本会議場「ブルー・ゾーン」（Room Arctic, Room10, Morocco & France Pavilions, 

Morocco Pavilion） 

【開催】 

・（主催）モロッコ政府、アルベール２世公モナコ基金、国連食糧農業機関（FAO）、グ

ローバル・オーシャン・フォーラム（GOF）、海洋・気候プラットフォーム 

・（共催）ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC-UNESCO）、笹川平和財団海洋政策研究

所、オセアノ・アズール[ブルー・オーシャン]基金、リスボン水族館、世界銀行 

 

【参加者・登壇者】 

・（登壇者）モロッコのララ・ハスナ王女、モナコのアルベール２世公、各国の政府機

関、国際機関、学術関係者等 80名以上 

・（参加者）政府機関、国際機関、学術機関、NGO関係者等、400名以上。 

 海洋政策研究所からは、寺島紘士所長、前川美湖主任研究員、角田智彦主任研

究員、ジョン・ドーラン研究員、樋口恵佳研究員の 5名が参加 

 

図：登壇するララ・ハスナ王女、アルベール２世公ほか（「Showcase Segment」） 
 

【内容】 

午前の「Showcase Segment」及び午後の「Dialogue Segment」では、UNFCCCにお

ける 2020年以降の各国の取組みを定めたパリ協定の中で、2020年までの気候変動対策に

ついて各国が努力を行うことが明記されたことを踏まえ、2016年から 2021年の５年間に

各国が行うべき政策について提言案を策定すべく、事例報告や議論が進められた。

「Dialogue Segment」のプログラムの流れは以下のとおりである。 
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セッション 1： 適応のための課題と機会 

セッション 2： 緩和のための活動と「各国が決定する貢献（NDCs）」 

セッション 3： 資金へのアクセス、および気候変動対策に寄与する「ブルーエコノミー」

実現のための能力開発 

 

海洋政策研究所は、長年行ってきた国際的な能力開発事業や「島と海のネット」等のネ

ットワーキングを促す事業の経験を踏まえ、セッション３の冒頭に登壇した。当該発表で、

海洋政策研究所は、海洋観測の強化、海洋酸性化の影響低減、海洋の IPCCリポート準備、

小島嶼開発途上国等における海洋政策センターの設置等９つの提言を行ったほか、NDCs

の中に海洋に関する行動計画が含められることや、多様なステークホルダーが取り組みに

関わること、地域や民間・個人等様々なレベルでの取組みの重要性を説明し、気候変動対

策の中で海洋に着目することの重要性を指摘した。本イベントの成果である同戦略行動計

画は GCAA事務局に提出され、UNFCCCのパリ協定実施のための公式プロセスであるマ

ラケシュ・パートナーシップの一部として位置付けられている。 

上述の３つのセッションを通じて各方面の専門家が取組みや現状について報告を行い、

報告内容を踏まえながら、COP21 におけるサイドイベント「オーシャンズ・デイ・アッ

ト COP21」後に策定が進められていた「海洋と気候に関する戦略的行動計画 2016~2021」

について議論が進められ、内容が固められた。笹川平和財団海洋政策研究所は当該行動計

画の準備支援団体の一つである。当戦略的行動計画では今後５年間の緩和・適応策、移転、

財政支援、能力開発等に関する分析が行われており、気候における海洋の中心的役割

（Central Role of Oceans in Climate）、緩和（Mitigation）、適応（Adaptation）、移転

（Displacement）、資金調達（Financing）、能力開発（Capacity Development）が主要課

題として位置付けられている。 

 

 

図：同イベントの「Dialogue Segment」の様子 
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（2）「海洋と気候に関する戦略的行動計画：2016-2021」 

 「海洋と気候に関する戦略的行動計画：2016~2021」では、６つの主要課題、気候にお

ける海洋の中心的役割（Central Role of Oceans in Climate）、緩和（Mitigation）、適応

（Adaptation）、移転（Displacement）、資金調達（Financing）、能力開発（Capacity 

Development）について、それぞれ以下の内容が反映された提言が行われている。 

 

 ・現状分析（根拠となる科学的知見） 

・気候変動枠組条約（UNFCCC）の枠組での諸課題に対する取り組み 

・今後５年間、UNFCCC枠組の中で利用可能な機会や方策 

・諸課題に取り組むために、UNFCCC外で利用可能な機会や方策 

・資金的枠組み 

 

 以上を踏まえた提言のうち、主要なものは以下のとおり。 

緩和 

（Mitigation） 

海洋の利用に関する気候変動の影響の緩和策。特に海洋生態系の保全につ

いては、各国が提出する自国が決定する貢献（INDCs, NDCs）の中で考慮

されるべきとされる。 

適応 

（Adaptation） 

沿岸国・島嶼国の気候変動における海洋の変化に対する脆弱性に対応する

ための適応策。特に海洋保護区等のネットワークの効果的運用等を含む。 

移転 

（Displacement）

将来的に気候変動による海面上昇等を理由として沿岸域・島嶼の住民が居

住地を失い、難民・国内避難民として移転・移住を余儀なくされるリスク

対策。移転が大規模な問題に発展する前に資金メカニズムを構築すること

等を含む。 

資金調達 

（Financing） 

適応策、緩和策、移転対策等には資金調達が公正かつ安定的に行なわれる

ための、資金調達の枠組みや望ましい制度内容。既存の費用評価手法の見

直し、資金追跡メカニズムの構築等を提言。 

能力開発 

（Capacity 

Development） 

海洋と気候変動に関する緩和適応措置の実施のため、特に小島嶼開発途上

国等の実施主体の能力開発についての提言。開発途上国における海洋政策

センターの設置あるいは機能強化や教育枠組の拡大等。 

 

 以上の提言に関して、今後 UNFCCC の枠内外において提言内容を達成するため、具体

的な手順を明示していくこと、および初年度に優先して取り組むべき行動を明確化するこ

と、本会議場におけるオーシャンズ・アクション・イベント at COP22 マラケシュを実現

したモロッコ政府を含め、ハイレベルな指導者グループや条約交渉プロセス等における重

要人物巻き込んでいくこと、有志連合を組織し定期的な会合の場を設けること等が取り決

められた。 
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２．国連海洋会議（The Ocean Conference）準備会合 

 

２．１ 国連海洋会議の概要 

2015年 9月 25日～27日に開催された「国連持続可能な開発サミット」では、「持続可

能な開発目標（SDGs）」を含む、2016年から 2030年までの新たな行動計画である「我々

の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択された。SDGs で

は、17の目標とそれを実現するための 169のターゲットを掲げている。国連海洋会議は、

その 14 番目の目標である「SDG14：海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、

持続可能な形で利用する」の実施に向けて、国連決議 70/225（2015 年 12 月）を受けて

2017年 6月に開催されることが決まった「国連ハイレベル会合」である。 

フィジーとスウェーデンの共催で、当初はフィジー国内での開催が予定されていたが、

その後、開催場所を国連本部（ニューヨーク）に変更することが 2016 年 2 月に決定し、

会議名称を「The Ocean Conference」（ここでは「国連海洋会議」と記す）にすることと

なった。会議では、宣言「Call for Action」の決定と、「パートナーシップ・ダイアログの

概要」及び「Voluntary Commitments（自発的コミットメント）のリスト」の報告が行わ

れる。 

ここでは、2017 年 2 月に国連本部で開催された、国連海洋会議の準備会合について報

告する。 

 

 

図：17の持続可能な開発目標（SDGs） 

（出典：国立研究開発法人科学技術振興機構のウェブページ） 
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２．２ 国連海洋会議準備会合 

 

（1）会合の概要 

6月の国連海洋会議に向けて、パートナーシップ・ダイアログのテーマ（7つ）と「Call 

for Action」の素案について議論するため、ニューヨークの国連本部において開催された会

合である。議論のベースとして、2017年 1月に事務総長による背景メモ（Background Note）

が作成されている。海洋政策研究所より海洋研究調査部古川部長、角田主任研究員、海洋

環境部スワーツ部長、小林研究員が出席した。 

 

【パートナーシップ・ダイアログのテーマ案（関連目標）】 

� 海洋汚染（14.1） 

� 海洋・沿岸生態系の管理、保護、保全と再生（14.2、14.5） 

� 海洋酸性化の啓発と最小化（14.3） 

� 持続可能な漁業の実現（14.4、14.6） 

� SIDsや LDCsの経済発展、小規模漁業の振興を含む（14.7、14.b） 

� 科学的知識の増進、調査能力の開発と海洋技術移転（14.a） 

� 国連海洋法条約に基づく国際法の施行（14.c） 

 

（2）会合の日程 

2017年 2月 15～16日（関連するサイドイベントが 14～16日に開催された） 

 

（3）会合の構成 

会議は、次の構成で進行された。 

� 開会 

� 第 1セッション：パートナーシップ・ダイアログのテーマの 7つテーマについて 

� 第 2～第 4セッション：「Call for Action」に盛り込むべき内容について 

� 最終セッション：まとめ 

 

（4）開会 

会合は、共同ファシリテーターとして昨年 10月にピーター・トムソン国連総会議長（駐ニュー

ヨーク国連フィジー大使）から指名された、アルバロ・メンドンサ・エ・ムーラ駐ニューヨーク

国連ポルトガル大使およびブーハン・ガフール駐ニューヨーク国連シンガポール大使の挨拶で開

会した。両大使は、6 月の国連海洋会議が多くの閣僚や国際機関の代表者を含む多様なステーク

ホルダーの参加のもとで、具体的に行動を促す内容となることを期待している旨を述べた。 

また、開会にあたって、ピーター・トムソン国連総会議長が、自発的コミットメントがSDG14

の実施促進のための最善策となることに期待を表明した。スウェーデンのイサベラ・ローヴィン
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副総理兼国際開発協力・気候担当大臣は、幅広い参加者の下で SDG14 実現に向けた持続可能な

解決策が示されることに期待を表明した。フィジーのセミ・コロイァベソー漁業大臣は SDG14

が国際的議論で取り残されることがないよう 7 つの課題の下での国際協力に向けた合意形成の実

現に期待している旨を述べた。ウー・ホンボー国連経済社会事務次長は、国連海洋会議が解決策

と連携推進に寄与することを期待し、同日に立ち上げた自発的コミットメント登録制度（registry 

of voluntary commitments）が有効に活用されることへの期待を表明した。ステファン・マティ

アス国連法務事務次長補は、既存の法規の実施と分野間連携や実施体制強化の必要性を指摘した。 

 

  

図：開会式の模様（左）と挨拶を行うピーター・トムソン国連総会議長（右） 

（出典：https://oceanconference.un.orgより） 

 

（5）第 1セッション 

 第 1 セッションでは、国連海洋会議のパートナーシップ・ダイアログの 7 つテーマについて

議論が行われた。各国からの発言として概ね賛同する意見が相次いだ。その一方で、７つ目の

テーマは、「国連海洋法条約に規定される国際法の実施による海洋およびその資源の保全と持続

的利用を高める」という SDG14.cの文言に合わせた表現とすることの提案なども行われた。 

 

（6）第 2～第 4セッション 

 「Call for Action」の素案については、各国共に「簡潔で行動促進的」なものにすべき

との意見が相次いだ。その他に提示された点としては次が挙げられる。 

� LDC（後発開発途上国）への配慮 

� 2015年世界海洋評価報告の尊重 

� 小島嶼開発途上（SIDS）支援 

� IUU補助金削減 

� 持続可能な漁業 

� 海洋酸性化 

� 使い捨てプラスチック類の段階的使用禁止・マイクロプラスチック規制 

� 海洋科学振興 

－ 47 －



8 
 

� ブルーエコノミー 

� 海洋保護区 

� BBNJや公海漁業等の既存枠組みとの相互補完・相乗効果 

� 自発的取り組みの推進 

� 技術移転、資金供与 等 

 

 なお、海洋政策研究所は科学技術メジャーグループのメンバーとして、古川恵太部長が

発言した。15日に実施したサイドイベントの結果概要について、能力構築の重要性などを

指摘しつつ、海洋政策研究所が関わる世界海事大学や日本財団支援によるフェローシップ

プログラム、海洋酸性化に係る情報発信や島と海のネット（IO Net）などの取り組みを紹

介し、広域的なネットワーク活動の重要性を強調した。 

 

   

図：海洋政策研究所からの発言の模様 

 

（7）最終セッション 

 最終セッションにおいて、共同ファシリテーターによりとりまとめとして、以下の点が

強調された。 

 

「Call for Action」について 

� 2030アジェンダというは包括的（overarching）な枠組みの中での位置づけであり、

SDG14実施を推進する会議の目的（マンデート）に従う。 

� 成果文書（行動計画「Call for Action」）は簡潔で行動を主体として、短く、行動を促

す（action oriented）動的なもので、一般の人がわかりやすいものとする。 

� 経済、社会、環境という持続可能な開発の要素のバランスの確保 

� 17の SDGsの不可分性 

� 緊急の行動の必要性 

� SIDS、LDC、内陸国の特別性 
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� 特記された課題として、海洋汚染（陸域からの流入を含む）、海ゴミ（海ゴミ、プラス

チック、マイクロプラスチック）、海洋酸性化（気候変動に関連して）、持続可能な漁

業、海洋保護区、ブルーエコノミー 

� 横断的課題として、効果的なパートナーシップ、教育、啓発、総合的な取組み、科学

的な情報収集、モニタリング、フォローアップ、能力開発、技術移転、資金供与メカ

ニズム、科学的知見、データ収集・共有 

 

そして、今後の作業予定として、「Call for Action」のゼロ・ドラフトを 3月に発表する

ことなどが指摘された。 

最後に共同ファシリテーターおよび国連幹部より、（１）会議成功への協力、（２）自発

的コミットメント（Voluntary Commitment）の表明奨励、（３）海洋保全と SDG14実施

推進に向けた転換点（Game changer）として会議を位置づける等の点が強調され、6 月

の国連海洋会議開催の成功に向け、各国代表や関係者の協力が求められ、閉会となった。 

 

（8）サイドイベント 

 関連するサイドイベントが 14～16日に開催された。主なものを以下に示す。 

 

■「海洋と気候とブルーエコノミー」（2月 15日昼） 

主催：グローバル・オーシャン・フォーラム、IOC/UNESCO、海洋政策研究所、グレ

ナダ外務省、セイシェル外務省、アジュール財団 

内容：気候変動枠組条約COP21、COP22の「オーシャンズ・デー」等の議論を踏まえた内

容で、海洋政策研究所の古川恵太部長がパネリストとして発表した。議論では、（１）

気候変動と海洋問題の不可分性、（２）SDG14実現に向けたデータの蓄積・共有、能

力開発の重要性、（３）ブルーエコノミーによる経済振興の有用性などが確認された。 

 

 

図：サイドイベント「海洋と気候とブルーエコノミー」の模様 
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３．太平洋島嶼国でのワークショップ開催ほか 

 

３．１ Project Identification and Formulation Workshop under IO Netの開催 

2016年 7月 20日（水）に、サモアのアピア市内に所在する SPREP（Secretariat of the 

Pacific Regional Environment Programme）の会議室にて、SPREP地域ワークショップ

（７月 18、19日に開催）のサイドイベントとして、IO Netに係る標記ワークショップを

開催した。共同提言「島と周辺海域のより良い保全・管理に向けて」の概要や IO Net の

経緯等を説明するとともに、7つの具体的な Potential Projectを紹介し、協働の可能性等

について意見交換を行った。 

 

Project Identification and Formulation Workshop under IO Net 

【日時】 

2016年 7月 20日（水）  

9時～13時 30分 

 

【場所】 

SPREP会議室（サモア／アピア市内）

 

【主催】 

笹川平和財団海洋政策研究所（OPRI）

 

【出席者】（21名） 

・太平洋島嶼国政府機関（トンガ、北

マリアナ諸島自治連邦区、ニューカレ

ドニア、仏国、ミクロネシア連邦、計

6名） 

・大学／研究機関（サモア国立大学、

グアム大学、仏国 IRD、計 3名） 

・SPREP 関係者（Deputy Director 

Generalの Roger Cornforth氏をはじ

め計 9名） 

・OPRI （古川・角田・村上） 

【配布チラシ】 
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【開会】 

 SPREPの Deputy Director Generalである Roger Cornforth氏より、開催にあたって

挨拶が行われた。共同提言「島と周辺海域のより良い保全・管理に向けて」や IO Net の

経緯について概説後、国際舞台での SIDS に係る取組に触れ、新たなパートナーシップの

重要性についてコメントが行われた。この際、OPRI による沿岸域総合管理（ICM）の知

見が重要であること等が紹介された。 

   

図：会場となった SPREPの入口、Roger Cornforth氏による挨拶 

 

【全体説明及び Potential Project 1の説明】 

 開催挨拶ののち、OPRI の古川部長より IO Net に係るこれまでの取組の説明及び

Potential Project の全体概要説明が行われた。また、最も重要な Potential Project（1）

「Development of Island Management Strategies」について詳細な説明が行われた。 

 これに対して会場から、IO Netの役割と資金支援の関係や本ワークショップの位置づけ

に係る確認のほか、SPREP による既存ネットワークや計画されている PCCC（Pacific 

Climate Change Center）との連携・協働について建設的なコメントがあった。また、海

ゴミの課題の将来プロジェクトに関するコメントがあった。Potential Project（1）につい

ては、島嶼国の発展に向けて複合的な問題に統合的アプローチにて取り組む必要があるこ

とや、クック諸島の海洋空間計画（MSP）において法制度面の支援が必要であることなど

について意見交換を行った。 

   

図：ワークショップの様子 
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【個別プロジェクト説明】 

 休憩を挟んで、個別プロジェクトの紹介及び意見交換が行われた。各概要は次の通り。 

 

Potential Project（2）「Ecological Engineering for Land conservation」 

ニューカレドニアにおいて、既に技術者と科学者の連携のもとで、多くのマングローブ

が再生されており漁獲向上に繋がっている事例が紹介された。 

 

Potential Project（3）「Coastal Ecosystem Conservation Project using ICM Package」 

Potential Project（5）「Integrated Coastal Zone Management for Mitigation of Disasters 

in the Independent State of Samoa」 

※（3）と（5）を連続して紹介 

サモアにおいて、ICMが様々なコミュニティレベルにおいて試行されているが、国全体

の取組みとして位置づけられていないことが SPREPより紹介され、OPRIによる ICMの

事業段階も踏まえ、持続可能な仕組みやファンドについて意見交換が行われた。また、ニ

ューカレドニアのマングローブの事例に関連し、戦略的に地域において計画立案すること

への関心表明や科学的知見の必要性についてコメントがあった。 

 

Potential Project（4）「Platform for Capacity Building and Promotion of marine 

Scientific Research」 

人材育成の観点から、長期的視点のもとでの地元科学者の支援の取組が必要であること

や、定点を決めた長期の共同モニタリングの実施、取得データの共有についてコメントが

あった。また、具体的な調査のニーズとして、クック諸島が海洋空間計画を行っており、

同国の担当者に照会することとなった。 

 

Potential Project （ 6 ）「 Resettlement and Rehabilitation of Cross-Border 

Environmentally Displaced Persons」 

気候変動の問題を如何に法的な文脈に変換するかについて、また、許容人数やコストの問

題が肝要であることについてコメントがあった。また、本プロジェクト内で計画されている

ワークショップについて、具体的な参加を含む協力可能性について意見交換が行われた。 

 

Potential Project（7）「Initiation of Regional Monitoring Network Platform for Ocean 

Acidification」 

 沖合でのモニタリングに係る課題や海洋酸性化の課題への対策（適応策）、情報基盤につ

いて意見交換が行われた。また、SPREP での既存の海洋酸性化に係る取組を踏まえ、こ

れまでの知見提供やモニタリングニーズの収集等の具体的な協働について、今後も意見交

換しながら進めていくこととなった。 
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【終了後の意見交換】 

 昼食会の後、ワークショップの内容を踏まえ、SPREPの担当者との意見交換を行った。

ICMについては、その検討には大きな予算が必要ではないという共通認識が得られた。一

方で、既にサモアにてローカルコミュニティレベルの取組を行われており、その事業の継

続のために、法制度の枠組みや継続的な資金確保が必要とのことで、国や地方自治体等の

行政の支援の重要性について日本のモデル事業の事例等を踏まえて意見交換を行った。 

 そのほか、2016 年 8 月～9 月に国連で行われる第 2 回 BBNJ 準備会合に SPREP も参

加しサイドイベントを行うこと。また、サモアにて生物多様性条約の SOI（Sustainable 

Ocean Initiative）の大洋州地域会合が 2016年 10月 31日～11月 4日に予定されている

こと等、関連する動向について情報交換を行った。 

 

３．２ SPREP Strategic Plan Regional Workshop 参加報告 

【概要】 

 2016年 7月 18日～19日の 2日間の日程にて、SPREPのStrategic PlanとPerformance 

Implementation Plan（PIP）について検討するワークショップが、サモア独立国アピア

市内の Tanoa Tusitalaホテルの会議場にて開催された。メンバー国とパートナー機関から

約 40名（SPREP事務局を除く）の参加があった。 

なお、SPREP のメンバー国は、米国サモア、オーストラリア、北マリアナ諸島連邦、クック諸島、

ミクロネシア連邦、フィジー、フランス、仏領ポリネシア、グアム、キリバス、マーシャル諸島、ナウ

ル、ニューカレドニア、ニュージーランド、ニウエ、パラオ、パプアニューギニア、サモア、ソロモン

諸島、トケラウ、トンガ、ツバル、英国、米国、バヌアツ、ウォリス・フツナ諸島（英語表記ABC順）

であり、うち23カ国から参加。また、UNDP、JICAなど12のパートナー機関がオブザーバ参加。 

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、角田智彦主任研究員、

村上悠平研究員 

 

【1日目】（2016年 7月 18日） 

 1日目の内容は次の通りである。主に、Strategic Plan及び PIPの概要説明が SPREPから

行われ、2日目のワーキンググループ（WG）で取り上げる課題について議論が行われた。 

 （1）Introduction and overview of the workshop agenda 

（2）Director General’s Remarks and Strategic Overview / The Vision of SPREP 

（3）The story of SPREP and its role in Climate change 

（4）Views from the Secretariat 

（5）Survey results review 

（6）Overview on Draft One Strategic Plan and PIP 

（7）Plenary 
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（1）Introduction and overview of the workshop agenda 

SPREP の Kosi Latu事務局長よりワークショップ参加への謝意と本ワークショップに

至る経緯が説明された。また、優先順位等を踏まえて Strategic Plan及び PIPを検討し、

9 月に予定されている SPREP の年次総会に提出したい旨が表明された。最後に、仏国ニ

ースでの事件に対する黙祷が行われた。 

   

図：会場の様子（左）と挨拶を行う SPREPの Kosi Latu事務局長（右） 

 

（2）Director General’s Remarks and Strategic Overview / The Vision of SPREP 

 2日目の議論に向けて、1日目に Strategic Plan に係る共通認識を構築したいという司

会からの説明後、Kosi Latu事務局長より、SPREPのビジョンに係る発表が行われた。 

 2008 年が SPREP の転機であり、新しい地域の体制を整えたこと。また、2010 年に最

初の Strategic Plan（2011-2015）を作成し、気候変動、生物多様性・生態系管理、廃棄

物・汚染管理、環境モニタリング・ガバナンスの 4つの優先課題のもとで新しい舵を切っ

たこと。その結果、地域における SPREPのプレゼンスが大きく向上し、2015年の PALM7

にて PCCC（Pacific Center Change Center）設置が決まったことなどが紹介された。 

 更に、現行の Strategic Plan（2011-2015）の課題（新しい課題への柔軟性に欠ける、

アウトカムよりもアウトプットに寄っている等）を踏まえ、より高いレベルの新しいプラ

ンの必要性が示された。新たな課題として、BBNJ や海洋ゴミも紹介され、Climate 

Financeへのサポート強化等の必要性が示された。 

 これに対してメンバー国からは、SPCによる気候変動等の類似プログラムとの関係確認

や、他の CROP機関（Council of Regional Organizations in the Pacific）との調整等に

ついて質疑が行われた。COP21に基づく協力推進の重要性について指摘があった。 

 

（3）The story of SPREP and its role in Climate change 

 適応策や政策と科学の関係について触れた後、昨年のパリの COP21 にて”One CROP 

Team”をリードしたこと、海洋酸性化や再生可能エネルギーの取組を行っていること、

PCCCについて地域の調整センターになることが紹介された。 

 これに対して、PCCCの機能やマグロ資源の課題について会場から質問があり、海洋環

境保全に向けた総合的な視点の必要性が示された。 
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（4）Views from the Secretariat 

 昼食後、Change Factory社の Kevin Dwyer氏のファシリテートのもと、「生物多様性・

生態系管理」「「気候変動」「環境モニタリング・ガバナンス」「廃棄物・汚染管理」「協力構

築サービス」について、SPREPの各責任者より発表が行われた。 

 

－生物多様性・生態系管理（Stuart Chape氏） 

 国や各セクションの計画プロセスのなかで生態系保全をメインストリームにすること、

CBDの愛知ターゲットの実施、能力開発、海洋空間計画等の国際社会の議論を地域や国の

計画にリンクさせること、気候変動への適応として生態系ベースのアプローチを適用する

こと等のプライオリティの高い戦略が紹介された。 

 

－気候変動（Netatua Pelesikoti氏） 

 既存の Strategic Planでは、適応策の実施、能力・理解の改善、温室効果ガス削減への

貢献等について記載されている。今後は、各国のプライオリティが戦略に反映されるため、

国と地域の連携等が重要となるとのことが紹介された。 

 

－環境モニタリング・ガバナンス（Clark Peteru氏） 

 既存の Strategic Planでは、モニタリングと計画、持続可能な開発、法制度、ファンド

へのアクセス、環境アセスメント、ジェンダーについて記載。新しい活動として、プロジ

ェクト支援や SDGs、Samoa Pathway、BBNJ 等がある。SDGsに基づいて環境・経済・

社会の 3つの柱で考えることが重要であることが紹介された。 

 

－廃棄物・汚染管理（Anthony Talouli氏） 

 20 年来、日本からの支援で廃棄物処理に取り組んでいる。“Regional Waste and 

Pollution Management Strategy 2016-2025”では、6テーマのもと 15の戦略アクション

を規定している。今後、J-PRISMとの連携を強化していくこと等が紹介された。 

 

－協力構築サービス（Audrey Brown-Pereira氏） 

 ファイナンス、人材、コミュニケーション＆アウトリーチ、情報リソースセンター、IT、

モニタリング＆評価の 6つのテーマについて、各サービスが紹介された。 

 

 これらに対して、メンバー国から優先順位をつけて事業を実施していく必要性等についてコメ

ントがあり、他機関との調整やNGOも含めた意思決定の仕組み等について、質疑が行われた。 

 

（5）Survey results review 

 Kevin Dwyer氏より、Strategic Planに関する調査結果が報告された。関連図を用いた
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分析等が示され、コーディネーションへの高い評価等が紹介された。 

 

（6）Overview on Draft One Strategic Plan and PIP 

 事務局次長の Roger Cornforth氏より、Strategic Planと PIPのドラフトについて、そ

の構成やプライオリティについて概要説明が行われた。また、2 日目のワークショップの

目的が紹介された。これに対して、PIPのモニタリング方法や 9月の総会での決定事項等

について議論が行われた。 

 

（7）Plenary 

続いて、Roger Cornforth 氏のファシリテートのもと、2 日目のワークショップに向け

た Plenaryが行われた。主な議論は次の通りである。 

・各国の戦略と地域戦略の整合性を考慮すべき。また、各国での優先順位を踏まえて議

論する必要がある。 

・Strategic Planのリスク解析が必要。外的・内的影響への解析が必要。 

・財政的な検討は重要である。 

・多くのプライオリティの高い課題が海洋で生じている。 

 

【2日目】2016年 7月 19日 

 1 日目の議論を踏まえ、次の 6 グループに分かれてワークショップが行われた。午前中

はWG1～WG3に分かれて、午後はWG4～WG6に分かれて議論が行われ、議論終了後の

代表者による発表により、内容が共有された。 

WG1：Strategic Focus 

WG2：Working with Others 

WG3：Prioritization 

WG4：Funding Strategy 

WG5：Governance 

WG6：Climate Change case Study 

 
図：ワーキンググループでの議論の様子 
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� WG1：Strategic Focus 

議論の結果として、「目標は良いかもしれないが、ニーズについてより議論が必要」「コ

ミュニティの巻き込みや、その理解や行動について追加する」「環境分野のリーダシッ

プとして影響を与える役割を果たし、統合を強化する」「ガバナンスを強化する必要が

ある」といった必要性等が紹介された。 

 

� WG2：Working with Others 

議論の結果として、戦略プランに「原則部分にパートナーシップの形成・運用、MOU

を含める」「SPREPがパートナーの国際社会へのゲートウェイである（新たな地域の

課題調整をリードする、地域内外ともにコーディネーションを発揮する）ことを追記

する」こと、PIP については、パートナーシップ構築方法や各国計画・戦略への位置

づけを含めることが紹介された。 

 

� WG3：Prioritization 

議論の結果として、各国の優先順位と地域の優先順位にギャップがあり調整が必要で

あること等が紹介された。また、ニウエでの廃棄物管理や仏領ポリネシアでのブルー

エコノミーの具体事例に基づき、ネットワーク・情報共有の重要性、伝統的な知見活

用等の課題が紹介された。 

 

� WG4：Funding Strategy 

議論では、まず、具体的な予算規模や日々のオペレーションのためのコアとなる予算

を分けて考えることが確認された。また、各ファンドの会計年度・サイクルを踏まえ

ファンドをマッピングすること、ファンドの透明性、サービス重複の調整、ファンデ

ィングの持続性確保、IMO等の国際機関の予算獲得等の必要性が示された。 

 

� WG5：Governance 

SPREP の総会を 2 年毎に開催すること、その際の議長団（Troica 体制）の選定方法

や報告・決定の仕組み（6ヶ月毎の報告等）、Strategic Planや PIPの対象期間につい

て議論されたことが紹介され、後の全体討議で更に議論する方向が示された。 

 

� WG6：Climate Change case Study 

2015 年のパリ協定に基づく行動が求められており、各国の既存メカニズムを活用し、

SPREP の活動を強化すべきであることや、Strategic Plan において気候変動に対応

する SPREPの方針をより強調することが、議論の結果として紹介された。 

 

 その後、Kosi Latu事務局長より、具体的な Strategic Planの期間（10年）、その間の会議や
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報告等のイベントを示したロードマップ案が提案され、新たなガバナンスについて全体討議が

行われた。10 年の妥当性やその間の変更メカニズムの準備、6 ヶ月毎の報告内容について質疑

が行われた。これら議論の結果や事務局案を踏まえ、9 月の総会にて Strategic Plan が示され

ることとなった。また、2日間のワークショップ参加への謝意が示され、閉会した。 

 

３．３ フィジー現地調査 

（1） 「IUCNオセアニア」訪問 

概要 

  日程： 開催：2016年 7月 21日（木）14時 00分〜15時 15分 

会場：IUCNオセアニア（フィジー・スバ） 

 

参加者：Mr. Andrew Foran （Head, IUCN Pacific Centre for Environmental 

Governance）, Ms. Maria-Goreti Muavesi （Environmental Legal Officer, IUCN Pacific 

Centre for Environmental Governance）, Ms. Taimil Taylor （Policy Analyst, IUCN 

Pacific Centre for Environmental Governance）  

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 前川美湖主任研究員 

 

協議の概要は以下の通り： 

 訪問した IUCN Pacific Centre for Environmental Governanceは、設立されて約

半年ほど。40人の IUCNオセアニア事務所の中で、5〜6名のチームからなるシンク

タンク機能を担う部署である。このセンターでは、Coalition of Leaders というグル

ープを組織し、大臣レベルのリーダーたちに対してアドボカシー活動を行っている。

現在、注力しているのは、Green Growth Teamの活動である。環境避難民に関する

研究について、来年の前半には、シノプシスを発行したい。研究実施については、ELI

との連携を考えている。ただ、このテーマについては、一度、ブレインストーミング

をしたばかりでセンター内でのさらなる議論が必要である。研究の視点としては、法

的なアプローチを中心に考えている。現在、The Pacific Network on Climate Change 

Migration, Displacement and Resettlementというネットワークが形成されており、

IUCN はメンバーである。希望すれば参加は可能なはずなので、担当者に問い合わせ

るとよい。環境避難民に関する専門家会合等があれば関心がある。IUCN オセアニア

では、政策分析に加え、サービス提供型のプロジェクトも多い。 

 

（2） 「フィジー外務省」訪問 

概要 

  日程：2016年 7月 21日（木）16時 00分〜17時 15分 
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会場：フィジー外務省（フィジー・スバ） 

 

参加者：Mr. Robin Nair（Permanent Secretary of Ministry of Foreign Affairs, 

Government of Fiji）, Mr. Peter Emberson （Director for Climate Change, Ministry of 

Foreign Affairs, Government of Fiji） 

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 前川美湖主任研究員 

 

協議の概要は以下の通り： 

 2016年 8月 14日にマレーシアにて海洋関係の会合があるとの情報提供あり。2017

年の SDGs14国連会議のための準備会合の開催については、来週、閣僚会議が開催さ

れるので、その頃またメールして欲しい。笹川平和財団として、準備会合への支援の

意思があることを伝えた。今後、国連において、SDGs14 国連会議で採択される合意

文書の「ゼロドラフト」作成が進んでいく。SPFとして、そのプロセスに貢献する手

もあるのではないか。太平洋島嶼地域において、移転問題は大きな課題で、当該地域

では様々な歴史的背景もある。フィジーがキリバスの環境難民受け入れ宣言をしたこ

とについては、そのような背景がある。南南協力の文脈で捉えることもできるし、歴

史を遡れば、第二次世界大戦後にキリバス難民を受け入れた経緯があり、その先例は

良い経験として語られている。多くの国々が移民受け入れに後ろ向きな中、貴重な表

明であると考える。フィジーでは、「村落移転ガイドライン」を作成中であり、災害な

どで影響を受けやすい村々が指定されており、その数は、42 から 65へと増加してい

る。 

 

（3） 「南太平洋大学（USP）」訪問 

概要 

 2016年 7月 22日に南太平洋大学を訪問し、IO-netに係る今後の協働可能性について以

下の意見交換を行った。 

午前：Joeli Veitayaki准教授（School of Marine Studies） 

午後：Elisabeth A. Holland教授 

（Director Pacific Center for Environment and Sustainable Development） 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 角田智彦 主任研究員 

 

Joeli Veitayaki准教授： 

IO-net の第 1 回総会資料や SPREP で行ったワークショップ資料を利用して、IO-net

の最近の状況を説明した。今後の協働に関する、教授の意見は次の通りであった。 
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・USPの IO-netへの関心事項としては、まずは海上交通の話があり、これは既に IO-net

第 1回総会前にプロポーザルを提出している。海上交通のコストが課題となっている。 

・一部の離島では観光開発により航路を維持可能であるが、多くの離島では支援が必要

である。燃料消費の削減等の効率化が課題であるが、高性能の船を一隻つくれば良いと

いう話ではない。まずは、低コストの海上交通について日本と意見交換等が出来ると良

いだろう。 

・ICMについては、昨年の第 1回総会では、提案が間に合わなかった。 

・小さな島にとって、陸上の様々な開発等が直接的に沿岸域の環境等に影響するため、

島の管理が ICM とイコールになる。サモアでは、陸域から海域の生態系を管理するこ

とが出来ている。また、地域コミュニティが持続可能な漁業のためのMPAを設定でき

るようになっており、過剰漁獲の課題等は少ない。 

・一方、フィジーでは海域利用の権限は政府のライセンシングのもとにあり、地域コミ

ュニティの考えとは関係なくライセンスが付与される現状に課題がある。地域コミュニ

ティの構造が、サモアと比べて複雑であり、サモアのように簡単にはいかないと思われ

る。 

 

Elisabeth A. Holland教授： 

海洋酸性化については、SPCからの支援で観測装置を 1ヶ所に設置したが、その後の取

組の見通しは立っていないとのこと。SPCの関心は主に水温であり、金額も限定的である

ため、真珠養殖現場近くへの海洋酸性化モニタリングの拡張等に課題があるとのとことで

あった。また、酸性化のモニタリングを開始してみて、水温と異なり、キャリブレーショ

ン等の課題が出ているとのことであった。 

 

３．４ キリバス現地調査（タラワ） 

（1）「外務省」訪問 

概要 

  日程：2016年 7月 22日（金）14時 00分〜15時 15分 

会場：キリバス外務省  

 

参加者：Ms. Akka Maroti Rimon （Secretary of Ministry of Foreign Affairs and 

Immigration）, Mr. Kautoa Tonganibeia （Director, Asia Pacific Division, Ministry of 

Foreign Affairs and Immigration） 

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、前川美湖主任研究員、

村上悠平研究員 
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協議の概要は以下の通り： 

 笹川平和財団 海洋政策研究所より当研究所の研究活動と IOネットの概要について

説明。まず、外務省からのコメントとして、省庁横断的な取組が必要とのご指摘があ

った。ただ、第一の窓口は外務省になる。キリバスにとり、公衆衛生や廃棄物の問題

は大きな課題である。保全について特徴的なのは、フェニックス島が保全地域になっ

ていることである。マングローブの保全については、さらなる規制や技術移転が必要

である。援助協調の所管は、財務省である。大統領への表敬訪問をアレンジする。プ

ロジェクト提案２は、公共事業省の所管。プロジェクト提案３は、環境省の所管。移

転は重要課題であり、外務次官自身が修士論文で取り上げたテーマでもあり関心があ

る。今までの援助の枠組みや実績を踏まえて事業形成や実施を行うべきである。 

 

（2）「海洋温暖化・酸性化」事業について 

概要 

  日程：2016年 7月 23日（土）14時 00分〜15時 15分 

会場：メリーズ・モテル 

 

参加者：Dr. Antoine de Ramon N’Yeurt, Marine Biologist, Pacific Centre for Environment 

and Sustainable Development, the University of South Pacific （USP）  

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、前川美湖主任研究員、

村上悠平研究員 

 

協議の概要は以下の通り： 

 笹川平和財団 海洋政策研究所より当研究所の研究活動と IOネットの概要について

説明。アントワーヌ氏の専門は、海洋植物学で、海藻を中心に研究。海藻の分類が専

門で、最近ではバイオ燃料の研究や海洋酸性化にも取り組んでいる。具体的な事業案

としては、海洋酸性化事業について是非、OPRI と連携協力したいとのこと。現在、

SPC の支援で観測している拠点があるが、水温のみが対象である。水温に関しては、

12 カ所のサイトで 10 年間の経年変化を計測している。pH センサーについては南太

平洋に一つしかない。ただ経年変化は計測できていない。海洋温暖化・酸性化につい

ては、フィジーでは真珠や海藻の養殖も始まっており、それらの産業に対する影響に

ついて懸念がある。ベースラインのデータも収集されておらず、データ整備が急がれ

る。マングローブ保全については、規制案が 10 年ほど前から草案のかたちで存在す

るが施行されていないため、その間に多くのマングローブが失われた。 

 USP は、太平洋の 14 カ国にキャンパスがあるので、連携機関としては有力ではな

いか。まず、USP と SPF で協力についての大枠を定めた覚え書きを交わして、あと
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は個別の事業毎（例、海洋温暖化・酸性化、ICM）に関するより詳細な Letter of 

Agreementを結ぶのが望ましいのでは。インセプション・ワークショップをフィジー

で開催してはどうかといった見解が示された。 

 

（3）「JICAキリバス事務所」打ち合わせ 

概要 

  日程：2016年 7月 23日（土）18時 30分〜21時 00 

会場：メリーズ・モテル 

 

参加者：高木哲也氏（JICA企画調整員）、Mr. Minoru Abe （Alice Enterprises） 

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、前川美湖主任研究員、

村上悠平研究員 

 

協議の概要は以下の通り： 

 笹川平和財団 海洋政策研究所より当研究所の研究活動と IOネットの概要について

説明。現在の事業案に関しては、気象庁、内務省、離島なら環境省、漁業省も重要。

プロトコール上、外務省に話を通すことは重要だが、実質的省庁間の連携はあまり機

能しておらず、外務省からの働きかけも限られている。外務省の面子をつぶさないよ

う報告した上で、各省庁に個別に働きかけるしかない。省庁では、実務的には局長と

話を進めるのがベストである。国家収入の約半分は税収で、あとの半分は漁業権であ

る。援助では、日本がトップドナー、あとはオーストラリア、ニュージーランド、台

湾と続く。日本の海外青年協力隊は、現在、11名で保健医療が 8割程度で日本語教師

の隊員もいる。 

 

（4） 「キリバス環境省」打ち合わせ 

概要 

  日程：2016年 7月 24日（日）14時 00分〜15時 15分 

会場：メリーズ・モテル 

 

参加者：Ms. Taouea Reiher （Director of the Environment Department, the Ministry of 

Environment, Lands and Agricultural Development <MELAD>）  

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、前川美湖主任研究員、

村上悠平研究員 

 

－ 62 －



23 
 

協議の概要は以下の通り： 

 笹川平和財団 海洋政策研究所より当研究所の研究活動と IOネットの概要について

説明。環境省からは、まず省庁横断的な取組が必要との指摘があった。島の管理戦略

策定については、内務省が所管である。離島政策（Island Management Strategy）

は既に作成されている。援助機関（GIZ、SPC等）の様々な取組を、Abaiang島とい

う北タラワの北側に位置する離島で複合的に実施している。局長として、特に廃棄物

処理の問題とキャパビルを最優先課題と考えている。参考文書として、環境政策、気

候変動災害管理政策、漁業政策の３件が共有された。次回以降は、省庁横断的なイン

セプション会合を開催してはどうか。Reiher氏からは、環境事務次官に伺いを立てる

つもり。それを踏まえて、メールにてプロジェクト開始に向けた意思表示を行う。 

 

（5）「キリバス大統領表敬訪問」 

概要 

  日程：2016年 7月 25日（月）8時 30分〜9時 00分 

会場：キリバス大統領府 

 

参加者：H.E. Taneti Mamau （President of the Republic of Kiribati）, Ms. Akka Maroti 

Rimon （Secretary of Ministry of Foreign Affairs and Immigration） 

 

出張者：公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所 古川恵太部長、前川美湖 主任研究

員、村上悠平研究員 

 

協議の概要は以下の通り： 

 笹川平和財団 海洋政策研究所より当研究所の研究活動と IOネットの概要について

説明。特に、国家レベルでの島の管理戦略、国に政策として位置づけられかつコミュ

ニティを基盤とした ICMの実施、環境移民の３つ事業案について重点的に説明した。

大統領からはキリバス訪問について謝辞が述べられ、キリバス国民にとり海洋は重要

な生計の基盤を提供していることが強調された。また、IOネット事業実際の際には省

庁横断的な取組が必要で、特に上記の事業の立案・実施においては、漁業省が中心的

な役割を果たすとのこと。海洋政策や事業の実施には、国民のニーズ聞き取りのため

に広範なコンサルテーションが必要だと述べられた。国民の意識向上のための実際的

な事業実施に対して期待を有している。政府での取組に加えて、NGO からの支援を

歓迎する。また、国内のキャパシティ・ビルディングは極めて重要で、奨学金制度が

あれば紹介して欲しい。海洋科学の分野で近々キリバス国民の卒業生が出る予定だが、

法律分野での支援が必要である。（SPF から WMU についての情報提供を約束した。）

次のステップとしては、関連省庁と SPF でやり取りをして（SPF からレターを発出
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する）、キリバス政府側からも関心表明を行う。具体的な計画が固まったら関連省庁か

ら内閣承認のために計画案を提出することとなる。また、OPRIから、第２回 IOネッ

ト総会を 2016年 12月から 2017年 2月にかけて東京か島嶼国にて開催予定であるこ

とを報告した。 

 

     
     大統領への表敬訪問        海洋の重要性について語る大統領 

 （左からリモン外務次官、マーマウ大統領、 

  海洋政策研究所 古川部長、前川主任研究員） 
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提案プロジェクト提案プロジェクト

1. 島の管理戦略の策定

国土保全 ため 生態 学的対応2. 国土保全のための生態工学的対応

3. 沿岸域総合管理（ICM）を用いた沿岸生態系保全

4. 海洋基礎データ蓄積と海洋科学研究のプラットフォームおよ海洋基礎デ タ蓄積 海洋科学研究 ラッ ォ およ

び能力開発

5. サモア独立国における統合的沿岸域管理手法を用いた沿岸

災害防止手法の確立と普及災害防止手法の確立と普及

6. 気候起因による環境避難民の移転・定住支援

7. 海洋酸性化のための地域監視行動プラットフォームの創出

8. EEZの基線となる島の管理と保全の法的検討

プロジェクト名：島の管理戦略の策定

政策提言での位置づけ：2 2島の保全・管理に関する問題点・課題 2 1 a島の管理戦略

IO ネット事業案１

政策提言での位置づけ：2-2 島の保全・管理に関する問題点・課題、2-1.a 島の管理戦略

背景：

国連海洋法条約、国連環境会議（Agenda21, WSSD実施計画、The 
Future We Want）、SDGｓ、CBD（名古屋議定書）、UNFCCC（パリ協定）に

実施国： キリバス、マーシャル諸島、PNG、サモア

プロジェクト実施の手順:
基づき、各国が海洋の統合的管理を実施することが求められている。

目標：

世界の海洋政策の研究成果・経験に基づき、各国の独自の管理戦略の
立案を支援するとともに、戦略実施に向けた政策・行動計画の策定、事
業 展開 イク 徹底など 海洋 統合的

プロジェクト実施の手順:

準備段階（第1段階）
� 少数の準備ワーキンググループ（PWG）を構成し、具体の実施計画に

ついて検討する
� 並行して、PWGの検討成果等を示しながら、各国政府、地方自治体

等パ から 関心表明 集約を行 （ が カ ポイ業への展開、PDCAサイクルの徹底など、Ridge to Reefの海洋の統合的
管理の実施を支援する。既に既存の管理戦略や類する戦略を持っている
場合には、その実施状況の評価を行い、必要があれば改訂に向けた提
言などを行い、太平洋島嶼国における島の管理戦略の策定（海洋の総合
的管理に向けたガバナンスの確立）を推進する。

等パートナーからの関心表明の集約を行い（USPがフォーカル・ポイ
ント？）、PWGへフィードバックする。

� PWGにおいて、多様な利害関係者の間で、島の管理戦略に関する既
存の制度のレビュー、ギャップ・アナリシス等を通して、共通の理解お
よび見解を確立する。的管理に向けたガバナンスの確立）を推進する。

実施内容:

国際的な行動計画をふまえて、それぞれの島嶼国が必要としている国
別の管理戦略、実施計画について、地域機関がコーディネイターとなり、
各国の研究機関からの技術的支援を得て、その策定・効果的な運用につ

よび見解を確立する。

対象国における実施（第2段階）
� 対象国において島の管理戦略スタディ・グループ（ISSG）を設置し、島

の陸域と海域を包括的に管理するための法的枠組みおよび仕組み
の提案などにより より良い島の管理戦略策定に向けた協働を行ういて検討する。国際機関の参画も歓迎する。

案１．漁業戦略・気候変動への対応戦略等を持つキリバスでの実施。
案２．希望する島嶼国（中央政府、地方政府、共同体）における実施。

実施体制

の提案などにより、より良い島の管理戦略策定に向けた協働を行う。
� その戦略によって示される方向性に沿った政策、事業の実施に向け、

事業評価の実施、PDCAサイクルの確立、具体のプロジェクトの推進
に向けた支援などを行う。

2

実施体制：

幹事機関： OPRI、ANCORS、SPREP、SOPAC/SPC、USP
参加機関： UNDPサモア、IUCNオセアニア

� 上記各段階は、それぞれの国の地形学的、生物物理学的、および社
会経済的な性格を考慮して実施するものとする

参考資料 1
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プロジェクト名：島の管理戦略の策定

政策提言での位置づけ：2 2島の保全・管理に関する問題点・課題 2 1 a島の管理戦略

IO ネット事業案１

島の管理戦略： ６つの主要な構成要素 1. ガバナンス（制度、法律、メカニズム、能力開
確立

政策提言での位置づけ：2-2 島の保全・管理に関する問題点・課題、2-1.a 島の管理戦略
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関連プロジェクト：

IOネット事業案２、３、４、５、６、７、８

島の保全のためのエコエンジニアリング

政策提言での位置づけ：2 1島の保全・管理に関する問題点・課題 2 3気候変化・変動への対応

IO ネット事業案２

政策提言での位置づけ：2-1 島の保全・管理に関する問題点・課題、2-3 気候変化・変動への対応

背景：

ツバルやキリバスなど標高１−２ｍの低平な環礁国は、地球温暖化に伴
う海面上昇によって水没の危機にある。環礁は、サンゴや有孔虫など生

モデル構築（第1段階）
� 環礁国を、地形学的、生態学的、社会経済的な差異に基づいて分類

して、ローカル・グローバルな問題群とその地理的差異をまとめる。
物が国土を造り、その地形はダイナミックに変化している。現在、環礁国
で起こっている問題は、生態系の劣化や誤った地形改変などローカルな
要因が大きく、それが海面上昇などグローバルな環境変化に対する国土
の復元力を弱めている。

目標

� 東京大学海洋アライアンスとオークランド大学が、環礁地形のダイナ
ミクスと生態過程に基づいて、国土保全のためのエコエンジニアリン
グモデルを構築する。

� SPREP, SOPAC/SPCが、上記モデルとその地理的差異について、
対象国の現状をまとめる目標:

環礁の国土の物理的・生態的形成・維持過程に基づいて、生態系保全
＝国土保全という視点に基づいて、海面上昇に対して復元力の強い国土
を造るためのエコエンジニアリングを提案し、環礁国に適用する。

対象国の現状をまとめる。
適応策の提案（第2段階）
� 対象国において島の国土維持に対する阻害要因を特定する。
� 阻害要因を除き、国土保全のための、伝統知を取り入れたエコエン

ジニアリングを提案する。
状 まま 合 ジ グを適 合 海実施形態：

東京大学海洋アライアンスとオークランド大学が、環礁の地形変化と生
態過程モデルを提案する。SPREPやSOPAC/SPC等の地域機関がコー
ディネイターとなって、環礁国の現状をまとめ、JICAや各国の支援機関、
世界銀行の調整を行い エ エンジニアリングに沿 た効果的な支援策

� 現状のままの場合と、エコエンジニアリングを適用した場合との、海
面上昇に対する国土の変化を予想する。

適応策の適用（第3段階）
� エコエンジニアリングモデルに基づいて、海面上昇に対する国土保

全、生態系修復のロードマップを示す。
世界銀行の調整を行い、エコエンジニアリングに沿った効果的な支援策
を適用する。

協力者候補（情報共有先）：

環礁国（マーシャル諸島共和国，キリバス，ツバル）のほか、海岸保全と
いう点で問題を共有する他の島嶼国にも参加を呼びかける

全、生態系修復のロ ドマップを示す。
� ロードマップに基づいて、国際機関や各国の支援の最適配置を提案

し、現地対応部局と調整する。
� 支援の効果を評価する。

� 本プロジ クトは ＩＯネ トの他のプロジ クト（島の管理戦略 沿岸域

4

いう点で問題を共有する他の島嶼国にも参加を呼びかける。

プロジェクト実施の手順:

� 本プロジェクトは、ＩＯネットの他のプロジェクト（島の管理戦略、沿岸域
総合管理（ICM）を用いた沿岸生態系保全）と緊密に連携をとって進め
る。
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島の保全のためのエコエンジニアリング

政策提言での位置づけ 2 1島の保全 管理に関する問題点 課題 2 3気候変化 変動への対応

IO ネット事業案２

政策提言での位置づけ：2-1 島の保全・管理に関する問題点・課題、2-3 気候変化・変動への対応

環礁国を取り巻く，ローカル・グローバルな問題群

5

国土維持のためのエコエンジニアリングのロードマップ

プロジェクト名：ICM 手法を用いた沿岸生態系の保全

政策提言での位置づけ：2 1島の保全と管理 2 1 eマングローブ林やサンゴ礁の保略

IO ネット事業案３

政策提言での位置づけ：2-1 島の保全と管理、2-1.eマングロ ブ林やサンゴ礁の保略

背景：
島の生活に必要不可欠な生態系の劣化が深刻である。その保全、再生、

持続可能な利用のためには地球温暖化のような広域的・自然科学的要
因と共に 地域におけるローカルガバナンスの確立といった局所的・社会

島嶼国政府（中央、地方、コミュニティ）
実施国：キリバス、マーシャル諸島、PNG、サモア

プ ジ 実施因と共に、地域におけるローカルガバナンスの確立といった局所的・社会
科学的要因についても配慮しなければならない。

目標：
国や地域の戦略・政策に基づいた、地域の住民主体による自立的な保
全計画、保全策の実施を目指す。実施にあたり政府、国際社会からの支
援を受け 自立的に持続的に実施できる仕組みを構築していく とを目標

プロジェクト実施の手順:
準備段階（第1段階）
� 事業案１「島の管理戦略の策定」における（PWG）での議論などを参考

に、調査及びヒアリングによる具体に保全すべき（再生すべき）生態
系の把握に基づくサイトの選定を行い、地元での担当者・機関を対象
とした能力開発のためのワ クシ プを開催する援を受け、自立的に持続的に実施できる仕組みを構築していくことを目標

とする。既存のプロジェクトが実施されている場合には、その持続性、発
展性などを獲得することを目指す。

実施内容:
守るべき沿岸生態系を持つ自治体、コミュニティと共に、地域機関が

とした能力開発のためのワークショップを開催する。

実施段階（第2段階）
� 関係者による地元作業部会の編制（政府、地方自治体、地元のリー
ダー、住民、漁業者等）（3ヶ月）

� 作業部会と住民との対話によるICM計画の策定（6ヶ月）
守 沿岸 態系を持 自治体、 ィ 共 、 域機関

コーディネイターとなり、研究機関からの技術的支援を得て、具体の保全
策（環境の保全と持続的利用を両立させる取組み）の計画・設計・実施・
評価を推進する。特に、地域や各国政府における既存の枠組みや戦略、
計画を尊重し、整合した取り組みとなるよう配慮する。

� 作業部会と住民との対話によるICM計画の策定（6ヶ月）
� 順応的管理、官民連携によるプロジェクトの実施（1年、それ以降）

発展段階（第3段階）
� こうしたICMによる沿岸生態系の保全をシステムとして、国レベル、地

域レベルの島の管理戦略に位置づけ 持続的な事業実施体制を確案１． 流域、サンゴ礁、マングローブ林を包括した保全計画の策定、実施
をICMの手法を用いて実施する。

案２．日本の沖縄県で培われた「赤土対策」のガイドライン作成、個別技
術の適用経験を元に、島嶼国における沖縄型総合沿岸域管理計画
の策定を行う。

域レベルの島の管理戦略に位置づけ、持続的な事業実施体制を確
立する。

� 上記各段階は、既存の事業、計画、戦略を尊重するとともに、それぞ
れの国の地形学的、生物物理学的、および社会経済的な性格を考慮
して実施するものとする

6

実施体制：
幹事機関：OPRI、SPREP、SOPAC/SPC、
参加機関：UNDPサモア、IUCNオセアニア、TNC、南西環境研究所、

して実施するものとする
� また、プロジェクトに参加するパートナーが確定すれば、それぞれの

地域において、自立的、並行的にプロジェクトを実施できるため、準備
のできたところから、プロジェクトの立ち上げを実施していく。
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プロジェクト名：ICM 手法を用いた沿岸生態系の保全

政策提言での位置づけ：2 1島の保全と管理 2 1 eマングローブ林やサンゴ礁の保略

IO ネット事業案３

政策提言での位置づけ：2-1 島の保全と管理、2-1.eマングロ ブ林やサンゴ礁の保略
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Ridge to Reef / GEF, CBM Projects / SPREP

関連プロジェクト：

IOネット事業案１、２、５、６、７

Situation Understanding
Material Cycling and Bio Diversity as Indicators of Coastal Area

プロジェクト名：海洋基礎データ蓄積と海洋科学研究のプラットフォームおよび能力開発
政策提言での位置づけ：2-2 周辺海域の管理について、a 境界の確定、d 海洋鉱物資源開発と海洋環境の保全、e 海洋環境・海洋生物多様性の保全と持続的利用

グ

IO ネット事業案４

2-3 気候変化・変動への対応について、a 島嶼国社会における気候変化・変動への適応、3 キャパシティビルディングと組織の強化

背景：

島嶼国では周辺海域の管理に関し、境界の確定･海洋鉱物資源開発
と海洋環境の保全や海洋環境･海洋生物多様性の保全と持続的利用
が な 気候変 変 応 も 島

プロジェクト実施の手順:

準備段階（第1段階）
� ①JAMSTEC研究船の運航予定(回航地域･時期等)、②協力可能な科学
調査項目および調査 デ プ ③必要経費 ④既存 調査情報が課題となっている。また気候変化･変動への対応についても、島嶼国

社会における気候変化･変動への適応が不可欠な状況となりつつある。
しかしながら、現状では、その当事国において、それらの活動のための
海洋の基礎データが十分ではなく、データを取得・蓄積する組織・能力
も十分に構築されていない。

調査項目および調査モデルプラン、③必要経費、④既存の調査情報、に
ついてパートナーと共有できる情報共有システム(webサイト等）を構築す
る。また⑤JAMSTECでの担当窓口を明示する。

� SPREP･IONet等の枠組みを基に、ポテンシャル･パートナー国と該当国に
おける担当者を明らかにする。も十分に構築されていない。

目標：

既存の海洋基礎データの提供やデータ取得支援を通じて、島嶼国の
周辺海域管理を中心とする当事国の課題を解決する。また中・長期的
には、自国の技術者・研究者の調査・研究航海への乗船、研修等の実

おける担当者を明らかにする。
情報共有･実施検討段階（第2段階）
� 情報共有システムを通じてポテンシャル･パートナー国へJAMSTEC研究
船の運航予定情報を開示。

� 情報を基にポテンシャル･パートナー国で海洋科学調査･研究の実施プラ
ンを検討施により、技術供与、キャパシティビルディングを通し、当事国の組織強

化をする。

実施形態:

SPREPやIONet等の枠組みを基に、ポテンシャル･パートナー国と情報
共有シ ムを通じ 既存 公開航海デ タ および研究船

ンを検討。
� 調査･研究を希望するポテンシャル･パートナー国は該当国担当者を通じ
てJAMSTECへコンタクトする。

実施段階（第3段階）
� パートナー国およびJAMSTECは、海洋科学調査･研究の実施内容･時期･

共有システムを通じてJAMSTEC既存の公開航海データ、および研究船
の運行予定等を共有する。また海洋科学調査･研究の実施を希望する
パートナー国に対し、JAMSTECは科学的支援を効果的に実施する。

協力者候補（情報共有先）：

島嶼国政府（中央）において 海洋科学調査 研究にかかる担当者を

コスト等の事前調整･合意を行う。
� 合意に基づき調査を実施する。
発展段階（第4段階）
� 海洋科学調査･研究やデータの共有を目指した枠組みの形成
� 海洋科学調査･研究開発のためのキャパシティ･ビルディングを目指した協島嶼国政府（中央）において、海洋科学調査･研究にかかる担当者を

コンタクト・ポイントとし、情報の共有、ニーズの発掘を行う。また日本の
協力機関(JICA、OPRI、大学等)や国際機関においても、島嶼国政府
（地方･共同体）や研究機関に情報提供を進め、周知とニーズの発掘を
進める。

� 海洋科学調査･研究開発のためのキャパシティ･ビルディングを目指した協
力体制やプログラムの構築

� 上記各段階は、既存の事業･計画･戦略を尊重するとともに、それぞれの
国の性格を考慮して実施するものとする。
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プロジェクト名：海洋基礎データ蓄積と海洋科学研究のプラットフォームおよび能力開発IO ネット事業案４

政策提言での位置づけ：2-2 周辺海域の管理について、a 境界の確定、d 海洋鉱物資源開発と海洋環境の保全、e 海洋環境・海洋生物多様性の保全と持続的利用
2-3 気候変化・変動への対応について、a 島嶼国社会における気候変化・変動への適応、3 キャパシティビルディングと組織の強化

Surveys the structure of sub-bottoms 
mainly with MCS 

GT 4,517 t

R/V KAIREI 

Large vessel able to perform 
observation over wide areas 

GT 8,687 t

R/V MIRAI 

Support vessel for 
 “SHINKAI6500” 

GT 4,439 t

R/V YOKOSUKA 

S S 船舶

JAMSTECの設備と科学航海の成果
Step 1

- 情報共有システム(ウェブサイト等)を構築
- SPREP, IONet等の枠組みを基に、ポテンシャル･パー

協働のための3+1 段階 情報共有システム

Multipurpose R/V focusing on   

　 the survey off the coast of Tohoku region 

Drilling vessel with world-class 
scientific drilling capacity 

GT 56,752 t

D/V CHIKYU 

Multipurpose research vessel  
with long-term cruise 

GT 3,991 t

R/V HAKUHOMARU R/V SHINSEIMARU 

GT 1,629 t 

 

G 5,747t

Multipurpose research vessel for 
wide-area seabed research

- JAMSTEC has seven fleets. 

- Each vessel has different capability. 
  

- We used it for different purposes in according to 

research objec' ves. 

AUV

 Large AUV capable of long-distance dives 

URASHIMA 

　 Deep-diving manned submersible 

Shinkai6500 

High-performance motion control 

advanced acoustic observation 

YUMEIRUKA 

Deep  Subm erg ence Veh icle 

船舶
トナー国と該当国における担当者を明らかにする。

Step 2

- ポテンシャル･パートナー国と運航予定を共有。

- 情報を基にポテンシャル･パートナー国で実施プラン
を検討

High cruising capability 

Equipped with chemical sensors 

JINBEI 

 Capable of diving up to a maximum 

depth of 7,000 m 

KAIKO 7000 II 

Operation with high-sensitivity 

camera and manipulators 

HYPER-DOLPHIN 

The new over 7,000m-class 
ROV for heavy duty work 

KAIKO Mk-IV 

 AUV equipped with manipulators 
 

OTOHIME 

Operation with high-sensitivity 

camera and manipulators 

 

Deep Tow 

ROV

Deep  

Tow

水中航走体

15年間の航海航路(2000 2014年度)

を検討。

- 希望に応じ、ポテンシャル･パートナー国は担当者を
通じてJAMSTECへコンタクトする。

R/V KAIREI

①研究船の運航予定

②科学調査項目および調査モデルプラン

③必要経費

QUELLE 2013

15年間の航海航路(2000-2014年度)

Step 3

- パートナー国とJAMSTECは海洋科学調査･研究の詳
細を調整・合意する。

④既存の調査情報

Step 4: 発展段階
- オープンデータ･データ共有

- 研究船を用いた科学調査を、合意に基づき実施する。
Contact
info.

⑤担当窓口

BEAGLE 2003

オ プンデ タ デ タ共有
- 能力開発
例) 海洋技術者、船員、海洋科学者

※）関連計画等: 大陸棚限界委員会への申請

関連プロジェクト：IOネット事業案２、３、５、６、７、８

プロジェクト名：サモア独立国における

統合的沿岸域管理手法を用いた沿岸災害防止手法の確立と普及
IO ネット事業案５

統

政策提言での位置づけ：2-3 気候変化・変動への対応、2-3.a島嶼国社会における気候変化・変動への適応

背景：
2009年のサモア島沖地震に伴う大規模津波被害や頻繁に発生する高潮災害
に見るように、南太平洋地域の沿岸防災システムは脆弱であり、地域の実情に
合わせて強化する必要がある。一方で同地域は急激な環境変動の渦中にもあ
り、今後の環境変動を予測しつつ、それに対応した防災計画を策定していく必
要もある。

目標

プロジェクト実施の手順:
準備段階（第1段階）
� 2009年の津波被災状況、復興状況の詳細レビュー
� 沿岸ラグーンシステムの詳細調査による沿岸生態系へのストレス要因の

特定
目標：
沿岸域総合管理の手法を用いて、災害変動の予測・防災システム統合モデ
ルを力学研究、災害研究、環境研究、地域研究、行動科学研究の枠組みの上
に構築する。

実施内容

実施段階（第2段階）
� 沿岸モニタリングシステムの強化
� ICMを用いた沿岸漂砂の管理
� 将来的な気候変化・変動の影響評価

実施内容:
津波災害、沿岸環境変動とそれに伴う高潮、台風災害の変容、災害脆弱性
の変化を解析し、沿岸域災害の低減を図る。海面上昇効果を考慮しつつ津波・
高潮・洪水ハザードマップを作成し、生態系を含めた沿岸域環境の保全を検討
する。それに基づき具体的避難、適応計画を作成する。災害に対する沿岸域
管理の総合化のため、サンゴ礁保全、水産資源の統合管理を検討して、沿岸

発展段階（第3段階）
� サモア国立大学の組織的・人的強化
� 地域社会における警戒避難システムの改善
� 避難路の確保のための浸食に強い沿岸道路の整備

関係 イ ブ
管理の総合化のため、サンゴ礁保全、水産資源の統合管理を検討して、沿岸
域総合管理・国土計画に成果を取り入れる。研究は地域の自然、社会的背景
の特性を考慮して進める。現地材料を使った海岸保全、津波・高潮・波浪被害
の軽減策に取り組む。

実施体制：
幹事機関：早稲田大学、サモア国立大学

関係のイニシアチブ
� DRRに関する仙台枠組み
� GEBCOの早期警戒システム
� 太平洋気候変動センター（サモア）／SPREP
� Green Climate Fund ／SPREP
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幹事機関：早稲田大学、サモア国立大学
参加機関：大妻女子大、横浜国立大学、東京大学、東京工業大学、東洋大学

所、笹川平和財団海洋政策研究所、島嶼国政府
実施国：サモア
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プロジェクト名：サモア独立国における

統合的沿岸域管理手法を用いた沿岸災害防止手法の確立と普及
IO ネット事業案５

統

政策提言での位置づけ：2-3 気候変化・変動への対応、2-3.a島嶼国社会における気候変化・変動への適応

National University of Samoa

COUPLED WEATHER-STORM SURGE-WAVE-TIDE MODEL

Coastal Zone Management

Strengthen Local Society in Coastal Area by Fishery Industry

Analysis, Prediction and Integration
Capacity Building

Waseda University

（Disaster Mechanism, 

Environmental Change, 

Survey, Data Analysis, 

M d li )

Tsunami, 

Storm Surge

Global 

Warming

GFS Data (NOAA)
Meteorological data of 

whole globe

Choosing Area

TC-Bogus Scheme

WRF-FVCOM-XTIDE-MIROC5

(Kurihara et al.,  1993)

Modeling)

Otsuma

University

（Education and 

Behavior 

Analysis）

Yokohama 

National 
University

（Analysis of 

Disaster 

Mechanism)

Foreign 
Visiting 

Professors in 
Waseda

（Comparative 
Studies)
Ottawa
U. E.L.
KNT

University of 
Tokyo
（Coral Reef, 
Fishery 
Industry)

Sasakawa
Peace 
Foundation
（Mehod for 
Coastal 
Management)

Toyo 
University

（Regional 

preparedness 

for disasters)

Tokyo 

Institute of 
Technology

（Development 
of appropriate 
technology for 
coastal 
protection)

WRF

Wind speed, Pressure, Heat flux, Vapor flux, Rain fall

Weather Research and Forecasting model

Mesoscale Model, Skamarock et al, 2008)

Tidal Prediction

Th U t t d G id Fi it V l C t l O M d l

Improve vortex condition in the center

MIROC5

Future Prediction of Meteorological Condition

Surface Temperature of 

Ocean and Ground(Watanabe et al., 2008)

KNT
Thammasat

ITB

Integrated Coastal Zone 

Management

Disaster, Environment, Corals, 

Fishery Industry

Applications to Other Island 

Countries in the Pacific Ocean

Application to Japanese Small 

Islands

I d ti H i ht

XTide

Result

Storm Surge (Wind + Pressure)

Wind Waves, Wave setup←S-WAVE(SWAN by Delft Univ. of Tech, Booji et al., 1999)

FVCOM
The Unstructured Grid Finite Volume Coastal Ocean Model

(Chen et al., 2003)

Tide

(Flater, 1998)

11

Inunndation Heights

プロジェクト名：気候起因による環境避難民の移転・定住支援

政策提言での位置づけ：2 3気候変化・気候変動への対応

IO ネット事業案６

政策提言での位置づけ：2-3気候変化・気候変動への対応

背景：
太平洋の島嶼国であるキリバス共和国（人口92,000），マーシャル諸島共和国（人口

52,000），ツバル（人口9,000）では，今後30から50年の内に，気候変動による海面上昇で
国土の大半が水没し，国民は「気候変動難民」として他国に移転することを余儀なくされ
ると予想されている これらの移転者が 欧州でのシリア難民の轍を踏むことなく 移転

実施段階（第２段階）
� 太平洋SIDS（キリバス共和国、マーシャル諸島、フィジー共和国等）での調査及びヒ
アリングを行う。
（１） まず政策的な観点から パリ協定等の新しい国際的な枠組みを踏まえてると予想されている。これらの移転者が，欧州でのシリア難民の轍を踏むことなく，移転

先のホストコミュニティーと融和して生活を再建するための，「ホストコミュニティーの収容
限界」を踏まえた方法論を確立することは，国際社会にとって火急の課題である。しかし，
「気候変動難民」が移転先での生活を円滑に再建する為の方法論に関する研究や支援
は，極めて限られている。

目標：
移転者が移転先で円滑に生活を再建するための方法論を 既に多くの移転者を受け

（１） まず政策的な観点から、パリ協定等の新しい国際的な枠組みを踏まえて、
太平洋島しょ国の国家計画や地域計画の中で、気候変動対策がどのように組み
込まれているか検証し、ギャップがあれば、それらの計画を強化するための支援
を行う。本事業では、特に気候変動対策の「適応」策に着目する。
（２） 移転の主体となる住民に関する観点からは、キリバスやマーシャル諸島な
ど移転を余儀なくされることが予想される国々の住民が持つ移転への動機やそ
の要因について調査分析を行う。移転の動機は複合的であり、その要因は、収
入向上やより安全な仕事 の期待 教育の機会 気候変動や災害からの避難等移転者が移転先で円滑に生活を再建するための方法論を，既に多くの移転者を受け

入れた地域の実例を精査することを通じて特定し，難民を送り出す国，受け入れる国，
支援を与える国際社会，が為すべき施策として政策提言することが本事業の目的である。

実施内容:
� 気候起因による環境避難民の移転や長期的な生計手段の確立に向けた政策策定
や実践の蓄積に寄与する。

� キリバスやマーシャル諸島など移転を余儀なくされることが予想される国々の住民

入向上やより安全な仕事への期待、教育の機会、気候変動や災害からの避難等、
さまざまである。これらのニーズを的確に把握する。また、移転・移住後に生活・
生計再建する上で必要な語学力や職業訓練等に関する住民のニーズや意識に
ついて調査を行い、必要な訓練プログラムや施設についての検討・提言を行う。

� 現在、移民の受入国となっているニュージーランドや米国のコミュニティでの実態調
査を行う。 移民前と比較し、現在の生計状況の実態について調査する。移民として
生活再建する際にどのような困難に直面したのかヒアリングを行う。受入国で就職キリ スやマ シャル諸島など移転を余儀なくされることが予想される国々の住民

が有する移転への動機やその要因について調査分析する。
� 気候変動難民が受入国（研究事例国：ニュージーランド、米国）において、移転後に
スムーズに生計・生活再建ができるよう、施策・方策を提言する。

実施体制：
幹事機関：東京大学、米国環境法研究所、IUCNオセアニア、OPRI
参加機関： SPREP、SOPAC/SPC、TNC、世界銀行SISRIチーム等

建す 際 う 難 直 を う。受 国 就職
する際に求められる語学力やスキル、それらに関する訓練の機会について把握す
る。受入国コミュニティの従来の住民との緊張や紛争の有無、その原因等について
調査し、対策を検討する。

� キリバス共和国、マーシャル諸島、フィジー共和国、ニュージーランド等でのステー
クホルダー・ワークショップの開催 調査・研究成果に基づく具体的な政策提言につ
いて議論・深化させるための現地ワークショップを開催する。伝統的なリーダーや市
民社会組織 産業界 政府代表者等を含む現地の利害関係者らを招き検討を行う

島嶼国政府（中央、地方、コミュニティ）
実施国：キリバス、マーシャル諸島、PNG、サモア、フィジー、NZ、米国

プロジェクト実施の手順:
準備段階（第１段階）
� IOネット総会・専門家会合での議論を集約し、幹事機関、参加機関等で、プロジェク
トの立案 実施 モ タリング 評価のプロセスを見通し プロジ クトの立案段

民社会組織、産業界、政府代表者等を含む現地の利害関係者らを招き検討を行う。
� 調査研究報告書の作成と展開 調査研究、ワークショップ等を通じたフィードバック
を踏まえて、「太平洋島しょ国における越境環境避難民の再定住と生計再建に関す
る政策提言」を作成する。東京、フィジー、ワシントンDC等でイベントを開催し、当該
提言書を発表展開し、オンライン配信等の様々な手段で発信する。

� アウトリーチ 研究成果や知見について、政策提言書として発表し、国、二国間、地
域、国際的なレベルで政策策定・実施過程において適宜反映されるよう、関係者に
働きかける パリ協定等の新しい国際的な枠組み中の義務履行を踏まえ 太平洋
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トの立案、実施、モニタリング・評価のプロセスを見通しつつ、プロジェクトの立案段
階において重要なステップであるニーズ・アセスメントの作業を進める。同時に資金、
人材、技術的貢献等、プロジェクト実施に必要なリソースの調達を行う。
島しょ国機関等の現地機関のみが申請資格を有する地球環境ファシリティ（GEF）等、
幅広くアプローチする。

働きかける。パリ協定等の新しい国際的な枠組み中の義務履行を踏まえ、太平洋
島しょ国の国家計画や地域計画の中で、気候変動対策が強化されるよう適宜支援
や助言を行う。
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プロジェクト名：気候起因による環境避難民の移転・定住支援

政策提言での位置づけ：2 3気候変化・気候変動への対応

IO ネット事業案６

政策提言での位置づけ：2-3気候変化・気候変動への対応

「気候変動難民の定住」へのプロセス

現状：定住を円滑に実現する為の方法論については議論が希薄

気候変動による海面上昇で国土の水没に

懸念を示すキリバス共和国

現状：定住を円滑に実現する為の方法論については議論が希薄

海抜が す 水 す 岸

移転者の種類 移転の原因
移転までの期
間

移転先

難民 戦争や内乱 数日 隣国・先進国

移転者 インフラ建設 数年 国内の都市 農村

海抜が５ｍ上昇することにより水没する沿岸地域

13移転の類型

移転者 インフラ建設 数年 国内の都市・農村

避難者 自然災害 数時間 国内の近隣地域

気候変動難民 海面上昇 10-20年 先進国

気候変動による移転は、「長期に亘る緩慢な移転」

プロジェクト名：海洋酸性化に関する地域監視プラットフォームの創出

政策提言での位置づけ：2 3気候変化・気候変動への対応

IO ネット事業案７

政策提言での位置づけ：2-3気候変化・気候変動への対応

背景：
海洋酸性化は、2012年の「リオ+20」で初めて国際的行動計画「我々の
求める未来」に採り上げられた地球的な課題である。将来、大気中の二
酸化炭素が増加に伴い海に吸収される二酸化炭素量が増加して酸性化

プロジェクト実施の手順:
準備段階（第1段階）
� モニタリング・研究体制の立ち上げに向けて、琉球大学熱帯生物圏研
究センターに南太平洋大学の研究者を受入れ 海洋酸性化のモニタ酸化炭素が増加に伴い海に吸収される二酸化炭素量が増加して酸性化

が進むと、炭酸カルシウムの骨格を持つ生物（造礁サンゴ・貝類など）の
殻が溶けるなど、将来、身近な沿岸域の環境にも影響が出てくる可能性
がある。南太平洋の島嶼国においても、広く沿岸域に分布するサンゴへ
の影響が懸念される一方、この課題に対応するためのモニタリングをはじ
めとする研究体制が脆弱であることが問題となっている

究センターに南太平洋大学の研究者を受入れ、海洋酸性化のモニタ
リングや研究に関する能力開発を行う。また、南太平洋大学による
フィジー周辺海域の海洋酸性化モニタリングの既存取組を継続する。

� 幹事機関によるワークショップを島嶼国において開催し、海洋酸性化
に係る課題を共有するとともに、必要となるモニタリングや研究につい
てファンディングを含めて検討するめとする研究体制が脆弱であることが問題となっている。

目標：
世界的な大気中の二酸化炭素増加に伴う海洋酸性化の課題に対して、
太平洋島嶼国において、その影響を把握し、対応策を検討するための基
盤となるモニタリングをはじめとする研究体制の立ち上げを行う。これによ
り 将来 持続的に海洋酸性化という地球規模の課題に対応できることを

てファンディングを含めて検討する。

実施段階（第2段階）
� 長期間の監視を行う海域を選定し、南太平洋大学が中心となり、海洋
酸性化に関する監視体制の構築に着手する。

� 幹事機関の連携のもと、必要となるモニタリングや研究を持続的に実り、将来、持続的に海洋酸性化という地球規模の課題に対応できることを
目指す。

実施内容:
必要となるモニタリングや研究について検討をすすめ、長期間監視を行
う海域の選定や持続的な研究体制の構築を行う。また、モニタリングデー

� 幹事機関の連携のもと、必要となるモニタリングや研究を持続的に実
施できる体制を立ち上げる。

発展段階（第3段階）
� 構築した体制のもと、長期間の監視を行う海域を増やしていく。また、
モニタリングデータを品質管理し、海洋酸性化の国際ネットワーク

タや研究成果を積極的に世界に発信し、太平洋島嶼国における海洋酸
性化の課題への具体的な対応策の検討を促進する。

実施体制：
幹事機関：OPRI、SPREP、南太平洋大学（USP)、琉球大学

モ タリングデ タを品質管理し、海洋酸性化の国際ネットワ ク
（GOA-ON等）に提供するとともに、自らもデータや研究成果を積極的
に世界に発信し、太平洋島嶼国における温暖化や海洋酸性化の課
題への具体的な対応策の検討を促進する。

14

幹事機関：OPRI、SPREP、南太平洋大学（USP)、琉球大学
参加機関：島嶼国政府（中央、地方、コミュニティ）
実施国：フィジー、サモア 他

－ 73 －



プロジェクト名：海洋酸性化に関する地域監視プラットフォームの創出

政策提言での位置づけ：2 3気候変化・気候変動への対応

IO ネット事業案７

政策提言での位置づけ：2-3気候変化・気候変動への対応

MARINE Crisis WatchMARINE Crisis Watch
海洋危機ウォッチ

Tackling Issues of Ocean 

Warming and Acidification

Ocean Acidification(OA) monitoring stations etc.

(Source:GOA ON) C i ti Pl tf

Knowledge Base

Scientific

Prediction
Data Base

Public 

Awareness

(Source:GOA-ON) Communication Platform

Distribution of 

Aragonite 

saturation Ω

※）関連計画等:

Ocean Acidification Assessment/ SPREP

saturation

(Source:SPREP)
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Ocean Acidification Assessment/ SPREP

ReefTEMPS Fiji Project/ USP

関連プロジェクト： IOネット事業案２Coral Bleaching in American Samoa

(Source: SPREP, IO-net 2nd general meeting,2016)

プロジェクト名：EEZの基線となる島の管理と保全の法的検討

政策提言での位置づけ：2 2 a基線・境界の画定

IO ネット事業案８

政策提言での位置づけ：2-2 a 基線・境界の画定

背景：

総合的な海域の管理を十分に行うために、島嶼国は、海域における基

線・範囲・限界線の設定、境界協定の交渉について、まだ行っていない場

プロジェクト実施の手順:

� 島嶼国の基線決定にかかる例を検討する。

合には、これを行うことが重要である。

目標：

近年の国際法判例がもつ海洋管轄権への影響を明らかにし、島嶼国が

国連海洋法条約第121条3項の下でEEZを確保することに伴う管理・保全

関するあり得るギ プを特定する

� 島嶼国によるEEZ管理に関する現状およびギャップを検討・分析する。

� 国際法の発展を踏まえ、島嶼国周辺のEEZの効果的な管理・保全の

ための政策提言を作成する。

に関するあり得るギャップを特定する。

＊参考
国連海洋法条約第121条 島の制度

「3 人間の居住又は独自の経済的生活を維持することのできない岩は、人間の居住又は独自の経済的生活を維持する とのできな 岩は、

排他的経済水域又は大陸棚を有しない。」

実施内容:

特定の島嶼国の基線・境界について、地域機関がコーディネイターとな

り、各国の研究機関からの技術的支援を得て、近年の国際判例も踏まえ、

その効果的な画定について検討する。

実施体制：

幹事機関 A CO S

16

幹事機関： ANCORS

参加機関： SPC、GEBCO
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Proposed ProjectsProposed Projects

1. Development of Island Management Strategies

2 Eco-Engineering for Sustainable Land Management2. Eco Engineering for Sustainable Land Management

3. Coastal Ecosystem (Coral Reef, Mangrove Forests and Seagrass bed) 

Conservation Project using ICM Package

4. Platform for the Accumulation of Oceanographic Basic Data, Promotion of 

Marine Scientific Research and Capacity Building

5. Developing and Implementing a Plan for Coastal Disaster Prevention using 

Integrated Coastal Management (ICM) Strategies in the Independent State of 

SSamoa

6. Resettlement and Rehabilitation of Cross-border Environmentally Displaced 

Persons

7 Start up of Regional Monitoring Network Platform on Ocean Acidification7. Start up of Regional Monitoring Network Platform on Ocean Acidification

8. Jurisdictional Approach for Baseline Management and Conservation of Islands

Development of Island Management Strategies
Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

Proposed Project 1

p g y

2-１ Conservation and Management of Islands、2-1.a Development of Island Management Strategies

Background：

In accordance with UNCLOS, Agenda 21, the WSSD Implementation Plan, The Future 

We Want, SDGs, CBD (Nagoya Protocol), and the  UNFCCC (Paris Agreement), island 

Steps of Actions:

Preparatory Phase（the first step）

� Consideration of a specific implementation plan by a small Preparatory Working g y g

countries are required to implement Integrated Ocean Management.

Goals：

On the basis of the research and experience worldwide concerning ocean policies, 

implementation of integrated ocean/coastal areas management will be supported, 

including development of island management strategies and action plans to implement

p p p y p y g

Group (PWG)

� Each national/local government will express interest on the basis of the 

recommendation by the PWG, which will be informed of the interests.   

� Through a review and gap analysis of the existing systems of island management 

strategies, with the participation of various interested actors at the PWG, common 

d di d i ill b h d
including development of island management strategies and action plans to implement 

them, as well as the launching of specific projects, in accordance with the PDCA cycle. 

For those countries with existing management strategies or their equivalents, 

evaluation of their implementation will be conducted and policy recommendations will 

be made, as necessary, so that development of island management strategies and 

establishment of governance systems for the comprehensive management can be 

understanding and views will be reached.

Implementation at the Site（the second step）

� An Islands Management Strategies study Group (IMSGG) will be formed in a target 

country, wherein consultations for the development of island management 

strategies will be held and legal framework and systems will be proposed for
promoted. 

Summary:

In accordance with the international action plans, this project will be conducted on 

the basis of the consideration of effective development and operation of management 

strategies and implementation plans necessary for each island country, with OPRI and 

strategies will be held and legal framework and systems will be proposed for 

comprehensive management throughout land and ocean areas.

� In line with the strategies, support for the implementation of a specific project will 

be provided, including project evaluation, and establishment of a PDCA cycle.

g p p y y,

regional organizations acting as coordinators and with technical assistance from 

research institutions. 

Example) Implementation in Kiribati, which has fisheries strategies and adaptation 

strategies for climate change, and any other interested country  (national 

government, local government, and community)

� The above steps should be followed taking into account each state’s topographical, 

bio-physical and socio-economic characteristics, as well as its policy goals.

2

Actors：

Leading Organizations： OPRI、ANCORS、SPREP、SOPAC/SPC、USP

Participating Organization： UNDP(Samoa)、IUCN(Oceania)

Possible Target Countries： Kiribati、Marshall Islands、PNG、Samoa, Fiji

参考資料 2
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Development of Island Management Strategies
Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

Proposed Project 1

Management of Islands: the six major components 1. Establishment Governance (Legislation, 

p g y

2-１ Conservation and Management of Islands、2-1.a Development of Island Management Strategies

Governance

Policy, 

Strategies, 

and Plans

Institutional 

Arrangements
Legislation

Information 

and Public 

Awareness

Financing 

Mechanisms

Capacity 

Development

h
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)
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1
Mechanisms, Capacity Development)

2. Integration of Management (Hazards 

Prevention, Habitat Restoration, Water Use and 

Supply, Food Security, Pollution Reduction)

Sustainable Development Aspects

Policy and Functional Integration, Scientific / Expert Advice
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Supply, Food Security, Pollution Reduction)

3. Establishment of the ICM Cycle 

4. Harmonization with related programs and plans

5. Partnerships

6 S d di i
Sustainable Development Aspects
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made Hazard 

Prevention and 

Management

Habitat 

Protection, 
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Management

Water Use and 
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6. Standardization

※）Related Programs / Plans:

International Waters / GEF Strategy for theProjects and Programs

State of the Coasts Reporting
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International Waters / GEF, Strategy for the 

Development of Samoa,  Pacific Oceanscape, 

Micronesia Challenge, Reimaanlok / Marshal 

Isld., Ridge to Reef / GEF

Targets

Agenda 21 WSSD
The Future

We Want
SDGｓ

Paris

Agreement

P
a
rt
n Aichi 

Target

3

Related Proposed Projects：

Proposed  Projects 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8

Eco-Engineering for Sustainable Land Management
Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

Proposed Project 2

p g y

2-1 Conservation and Management of Islands, 2-3 Response to Climante Change and Variability

Backgournd:

Atoll coutries comprise low islands 1 to 2 meters altitude, and thus are 

threatened by sea level rise They consist of calcareous sand and gravel

Implementation: 

Model (Step 1)
threatened by sea level rise. They consist of calcareous sand and gravel 

formed from coral and foraminifera and change their landform 

dynamically. The current problems result mainly from local problems 

associated with ecosystem degradation and artificial construction which 

dose not match with natural process of land formation. These problems 

� Classification of atoll island countries and atoll islands based on 

geomorphological, ecological and socio-economical criteria. 

� Construction of eco-engineering model based on geo-ecological 

process of atoll islands for sustanable land management.

� Gathering information on current status of atoll islands
decrease resilience to future accelerating sea level rise. 

Goal:

The project will propose and apply eco-engineering adaptation plan to 

make atoll islands more resilient against sea level rise. It is based on a 

� Gathering information on current status of atoll islands.

Proposal (Step 2)

� Identification of obstacle factors for sustainable land management.

� Proposal of eco-engineering adaptation plan by removing obstacle 

factors and incorporating ingidenous knowledge.

� E l i f i i d i l i l l iscope that conservation and rehabilitation of ecosystem leads to 

sustainable land management.

Framework:

Ocean Alliance, Univ. Tokyo and Auckland Univ. will propose a geo-

� Evaluation of eco-engineering adaptation plan against sea level rise.

Application (Step 3)

� Drawing a roadmap to apply eco-engineering.

� Arrangement of aids from developed countries and international 

organizations to apply eco-engineering adaptation plan to sea level c  c ,  y   c    p p   g

ecological model of island landforms. SPREP and SOPAC/SPC will 

coordinate atoll island countries by gathering information and arrange 

aids from developed coutries and international organizations to apply 

effective eco-engineering for sustainable land management.

g pp y g g p p

rise.

� Evaluation of eco-engineering adaptation.

� This project will be conducted with close relation with other IO net 

projects of Conservation and Management of Islands and Rresponse

4

Counterpart:

Atoll island countries (Republic of Marshall Islands, Kiribati, Tuval) and 

other island countries which coasts possess the same geo-ecological 

processes.

projects of Conservation and Management of Islands and Rresponse

to Climate Change and Variability.
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Eco-Engineering for Sustainable Land ManagementProposed Project 2

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：p g y

2-1 Conservation and Management of Islands, 2-3 Response to Climante Change and Variability

Local and global problems surrounding atoll island countries.

5

Roadmap to eco-engineering for sustainable land management.

Coastal Ecosystem (Coral Reef, Mangrove Forests and Seagrass bed)

Conservation Project using ICM Package

Corresponding Parts of the Policy Recommendation:

Proposed Project 3 

p g y

2-1 Conservation and Management of Islands、2-1.e Conservation of Coral Reefs and Mangrove Forests

Background：
The conditions of ecosystems that are essential to sustain human life are 

getting worse in the Pacific island countries. Natural factors, such as climate 
change need to be considered from a broad perspective but social factors

Possible Implementation Site:
Kiribati、Marshall Islands、PNG、Samoa

change, need to be considered from a broad perspective, but social factors 
on-site, such as establishment of local governance  systems, should also be 
taken into account.

Goals：
This project aims to enable local communities to develop and implement 

conservation plans by themselves, based on national and regional 
/

Steps of Actions:
Preparatory Phase（First Phase）
� On the basis of discussions in the Preparatory Working Group (Proposed 

Project 1) as well as research and hearings on ecosystems to be 
conserved or restored, specific project sites will be selected, and 

strategies/policies as well as create sustainable implementation mechanisms 
supported by governments and international society. It also aims to build on 
existing projects and enhance their sustainability.   

Summary:
Each project will, together with local governments and communities, promote 

planning, development, implementation and evaluation of specific conservation

workshops for capacity development of local people and organizations will 
be held.

Implementation Phase (Second Phase）
� Formation of local working groups composed of national and local 

governments, leaders, residents, and fishing communities, etc. 
( i t l 3 th )

planning, development, implementation and evaluation of specific conservation 
measures, and support efforts to reconcile protection and sustainable use of 
the environment, with regional organizations acting as coordinators and with 
technical assistance from research institutions. Existing frameworks, 
strategies and plans will be taken into account, so that the project can be 
developed in accordance with them. 

(approximately 3 months)
� Development of ICM plan through dialogues between the working groups 

and residents (approximately 6 months)
� Implementation through adaptable management and PPP methods 

Development Phase （Third Phase）
� The above steps in developing the ICM plan will be included in the IslandEx.１． Developing and implementing comprehensive conservation plans 

covering basins, coral reefs and mangrove forests using the ICM method 
Ex. ２．Developing guidelines for measures against red clay, based on the 

experience of Okinawa prefecture, as well as the Okinawa-style Plans on 
Integrated Coastal Management 

Actors：

� The above steps in developing the ICM plan will be included in the Island 
Management Strategies at the national and regional level, so that the 
sustainable implementation regime can take root.

� The above steps should be followed, taking into account each State’s 
topographical, bio-physical and socio-economic characteristics, as well as 
its policy goals

6

Actors：
Leading Organizations：OPRI、SPREP、SOPAC/SPC
Participating Organizations：UNDP（Samoa）、IUCN（Oceania）、TNC、Nansei

Environmental Laboratory、island States（national governments、local 
governments、communities）

its policy goals.

� Individual projects will be implemented independently and simultaneously, 
as soon as decisions as to the participating partners have been made.
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Coastal Ecosystem (Coral Reef, Mangrove Forests and Seagrass bed)

Conservation Project using ICM PackageProposed Project 3 

Corresponding Parts of the Policy Recommendation:

Target Layer

For Sustainable Development of Coasts • ICM Formulations

p g y

2-1 Conservation and Management of Islands、2-1.e Conservation of Coral Reefs and Mangrove Forests

EBM

Sato-umi Bio-Diversity

Human well-

being & poverty 

reduction 

Target Layer

Methodologies
ICM CBM

EBM Processes
・Diagnostic Assessments

Network of LG

CBM P

Institutional 

Arrangements

Ocean Education

Promotion of 

Local Community

Monitoring
Information 

Management 

System

Restoration 

Techniques

Tool boxes
Supports
・Governments, Scientists

CBM Processes
・5 steps

Ocean Education,

Capacity Building

y

ICM Projects

Related Plans:

Protected Areas Network / Marshall Islands 

Ridge to Reef / GEF CBM Projects / SPREP

Consensus 

Building

ICM Plan

ICM Projects

Plan

Do

Check

A ti

7

Ridge to Reef / GEF, CBM Projects / SPREP

Related Proposed Projects：

Proposed  Projects 1, 2, 5, 6, 7

Situation Understanding
Material Cycling and Bio Diversity as Indicators of Coastal Area

ICM Plan Action

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：2-2 Management of the surrounding Ocean Areas, a Establishment of Baselines and Maritime Limits、d Exploitation of Marine Mineral 

Resources and Preservation of Marine Environment, e Conservation and Sustainable Use of the Marine Environment and Marine Biodiversity, 

Platform for the accumulation of oceanographic basic data, 

Promotion of marine scientific research and capacity building
Proposed Project 4

2-3 Response to Climate Change and Variability, a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies, 3. Capacity Building and Institutional Strengthening

Proposed steps of action:

Step1

Background:

The island countries has the issues related to management of surrounding ocean areas, like 

the establishment of baselines and maritime limits, exploitation of marine mineral resources 
� To share the information with potential partners, building a “Information sharing system” (ex. 

website) that has following contents;  ①The operation plans of Research vessel of JAMSTEC

(transition, schedule, etc…), ②observation items and potential survey plans, ③cost 

simulation, ④past survey data search, and ⑤contact information of JAMSTEC. 

� Figure out the potential partner countries and its liaison officer under the international 

and preservation of marine environment, conservation and sustainable use of the marine 

environment and marine biodiversity. Adaptation to the climate change and variability by 

island societies is also essential. At the current situation, each island country does not have 

adequate oceanographic basic data to solve these issues. Also the organizations and 

functions to obtain and accumulate these data are not enough in the island countries.

Goal:
network like SPREP･IONet.

Step2

� Sharing the JAMSTEC research vessels transition plans with the potential partner countries 

through the “information sharing system”.

� Potential partner countries discuss the possibilities of collaborative ocean scientific survey 

Goal:

Problem solving like the management of surrounding ocean areas of islands countries, will 

be assisted through the data sharing of past cruise and the scientific survey based on the 

contract. In the future, each island country will make their own organization more adaptable 

for the problem solving by the boarding of observation and/or research cruises, training, 

technical assistance, capacity building of their own marine technicians and ocean scientists.
and/or research based on the information.

� Potential partner contacts to JAMSTEC through their liaison officer depend on the interest.

Step3

� Partner country and JAMSTEC discuss and agree the details (i.e. observation items, schedule, 

cost…) of scientific survey and/or research.

technical assistance, capacity building of their own marine technicians and ocean scientists.

Outline of the Implementation:

Based on the international network like SPREP･IONet, the potential partner of the island 

countries will know the past cruise survey data and coming operation plans of JAMSTEC 

research vessels through the “Information sharing system”. JAMSTEC will assist the partner 

counties who wants to conduct scientific ocean observation and/or research, through the ) y /

� Scientific survey using research vessel will be conducted under the agreement.

Step4: Future plan

� Open data: data sharing of scientific ocean observation and/or research results.

� Capacity building: training programs for marine technicians, crew, ocean scientists.

� Each steps mentioned above will be carried out in consideration of the character of each

effective scientific services.

Potential Partners:

At the National government of island countries, the officer of scientific ocean research acts 

as a liaison between government and JAMSTEC.  The liaison officer will lead the information 

sharing and discovery of  the needs. Also the collaborative partners both Japanese 

organization (JICA OPRI and universities) and other international organization will make � Each steps mentioned above will be carried out in consideration of the character of each 

country in deference to existing business, plans and strategies.
organization (JICA, OPRI and universities) and other international organization will make 

these information known widely to the local governments, local communities and research 

institutes to figure out their needs.
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Related Policy Proposal：2-2 Management of the surrounding Ocean Areas, a Establishment of Baselines and Maritime Limits、d Exploitation of Marine Mineral Resources and Preservation of 

Marine Environment, e Conservation and Sustainable Use of the Marine Environment and Marine Biodiversity, 

l h d b l d l h d b l b l d ld d l h

Platform for the accumulation of oceanographic basic data, 

Promotion of marine scientific research and capacity building
Proposed Project 4

2-3 Response to Climate Change and Variability, a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies, 3. Capacity Building and Institutional Strengthening

Surveys the structure of sub-bottoms 
mainly with MCS 

GT 4,517 t

R/V KAIREI 

Large vessel able to perform 
observation over wide areas 

GT 8,687 t

R/V MIRAI 

Support vessel for 
 “SHINKAI6500” 

GT 4,439 t

R/V YOKOSUKA 

S S Vessels

JAMSTEC facilities and scientific cruise 

results Step 1

- Building a information sharing system (e.g. website)

- Figure out the potential partner countries and contact 

3+1 steps for the collaboration Information sharing system

Multipurpose R/V focusing on   

　 the survey off the coast of Tohoku region 

Drilling vessel with world-class 
scientific drilling capacity 

GT 56,752 t

D/V CHIKYU 

Multipurpose research vessel  
with long-term cruise 

GT 3,991 t

R/V HAKUHOMARU R/V SHINSEIMARU 

GT 1,629 t 

 

G 5,747t

Multipurpose research vessel for 
wide-area seabed research

- JAMSTEC has seven fleets. 

- Each vessel has different capability. 
  

- We used it for different purposes in according to 

research objec' ves. 

AUV

 Large AUV capable of long-distance dives 

URASHIMA 

　 Deep-diving manned submersible 

Shinkai6500 

High-performance motion control 

advanced acoustic observation 

YUMEIRUKA 

Deep  Subm erg ence Veh icle 

Vessels
persons under SPREP, IONet.

Step 2

- Sharing the research vessel transition info.

- Discuss the possibilities of collaboration in the 

potential partners ① Research vessel

High cruising capability 

Equipped with chemical sensors 

JINBEI 

 Capable of diving up to a maximum 

depth of 7,000 m 

KAIKO 7000 II 

Operation with high-sensitivity 

camera and manipulators 

HYPER-DOLPHIN 

The new over 7,000m-class 
ROV for heavy duty work 

KAIKO Mk-IV 

 AUV equipped with manipulators 
 

OTOHIME 

Operation with high-sensitivity 

camera and manipulators 

 

Deep Tow 

ROV

Deep  

Tow

Underwater

Vehicles

potential partners.

- Potential partner contact to JAMSTEC through the 

contact person depend on the interest.
R/V KAIREI

① Research vessel

transition plans

② observation items and potential survey plans

③ cost simulation

QUELLE 2013

Step 3

- Partner country and JAMSTEC discuss and agree the 

details of scientific survey. ④ past survey data search

Step 4: Future plan

- Open data

- Scientific survey using research vessel will be 

conducted under the agreement. Contact
info.

⑤contact info.

BEAGLE 2003

Open data

- Capacity building

ex) Marine technicians, crew, ocean scientists etc.

※）Referenced Initiatives: Application to CLCS (Commission on the Limits of the Continental Shelf)

Related project: IO Net Project no. 2, 3, 5, 6, 7, 8

Developing and Implementing a Plan for Coastal Disaster Prevention using Integrated Coastal Management (ICM) 

Strategies in the Independent State of Samoa

Proposed Project 5

Strategies in the Independent State of Samoa

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：2-3 Response to Climate Change and Variability

2-3.a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies 

Implementing Bodies：
Background：
As evident from the large scale tsunami damage that occurred as a result of the 

2009 Samoa Earthquake as well as the frequent occurrence of high-tide disasters, 
the coastal disaster prevention systems of the South Pacific states are vulnerable, 
and there is a need to strengthen them based on the conditions of these regions. At 
the same time, these regions are at the center of rapidly increasing environmental 

Implementing Bodies：
Leading Organizations：Waseda University, National University of Samoa
Participating Organizations：Otsuma Women’s University, Yokohama National 

University, University of Tokyo, Tokyo Institute of Technology, Toyo University, 
Ocean Policy Research Institute, Sasakawa Peace Foundation, Pacific island States

Implementing State：Samoa

change. Therefore, there is a need to predict such future environmental change, and 
design disaster prevention plans corresponding to these changes.

Goal：
Using integrated coastal management tactics, create an integrated prediction and 

disaster prevention model for disaster fluctuations, to be placed above a framework 
d i h di t h i t l h it l l

Steps for Project Implementation:
Preparation Step （First Step）
� Conduct detailed review of the damage caused from the 2009 Tsunami as well 

as its accompanying recovery efforts
� Carry out a detailed study on the coastal lagoon system in order to identify 

stress factors on coastal ecosystems
on dynamics research, disaster research, environmental research, community-level 
research, and behavioral science research.

Summary:
Analyze tsunami disasters, coastal environmental change, and accompanying 

effects such as high tides, typhoon disaster transformations, and changes in disaster 
vulnerability in an effort to decrease the numbers of coastal disasters Keeping in

Implementation Step （Second step）
� Strengthen coastal monitoring systems
� Use ICM to manage longshore drift on the coastlines
� Conduct impact assessments based on future climate change and variation

Development Step （Third step)
vulnerability, in an effort to decrease the numbers of coastal disasters. Keeping in 
mind the effects of sea level rise, create a tsunami, high tide and flood hazard map, 
and conduct a study on the protection of the coastal environment, including its 
ecosystems. Then, based upon this plan, create a specific evacuation and 
accommodation plan. For the integration of coastal management against disasters, 
conduct a study on coral reef conservation and integrated management of marine 
resources, and incorporate these results in the integrated coastal management plan 

d i l l d l Th b h ill b i d ki i h

p p p
� Strengthen of the organizational abilities of the National University of Samoa and 

its human resources
� Reform warning and evacuation systems in local communities
� Conducting maintenance of coastal roads so they can withstand coastal erosion 

in order to secure evacuation routes

Related Initiatives

10

and national land plan. The above research will be carried out taking into account the 
characteristics of the area’s natural and social background. Using local resources, 
take part in efforts towards coastal conservation and form mitigation plans for 
damage caused from tsunamis, high tides and waves.

Related Initiatives
� Sendai Framework for Disaster Risk Reduction
� GEBCO’s Early Alert System
� Pacific Climate Change Centre ／SPREP
� Green Climate Fund ／SPREP
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Developing and Implementing a Plan for Coastal Disaster Prevention using Integrated Coastal Management (ICM) 

Strategies in the Independent State of Samoa

Proposed Project 5

National University of Samoa

Strategies in the Independent State of Samoa

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：2-3 Response to Climate Change and Variability

2-3.a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies 

COUPLED WEATHER-STORM SURGE-WAVE-TIDE MODEL

Coastal Zone Management

Strengthen Local Society in Coastal Area by Fishery Industry

Analysis, Prediction and Integration
Capacity Building

Waseda University

（Disaster Mechanism, 

Environmental Change, 

Survey, Data Analysis, 

M d li )

Tsunami, 

Storm Surge

Global 

Warming

GFS Data (NOAA)
Meteorological data of 

whole globe

Choosing Area

TC-Bogus Scheme

WRF-FVCOM-XTIDE-MIROC5

(Kurihara et al.,  1993)

Modeling)

Otsuma

University

（Education and 

Behavior 

Analysis）

Yokohama 

National 
University

（Analysis of 

Disaster 

Mechanism)

Foreign 
Visiting 

Professors in 
Waseda

（Comparative 
Studies)
Ottawa
U. E.L.
KNT

University of 
Tokyo
（Coral Reef, 
Fishery 
Industry)

Sasakawa
Peace 
Foundation
（Mehod for 
Coastal 
Management)

Toyo 
University

（Regional 

preparedness 

for disasters)

Tokyo 

Institute of 
Technology

（Development 
of appropriate 
technology for 
coastal 
protection)

WRF

Wind speed, Pressure, Heat flux, Vapor flux, Rain fall

Weather Research and Forecasting model

Mesoscale Model, Skamarock et al, 2008)

Tidal Prediction

Th U t t d G id Fi it V l C t l O M d l

Improve vortex condition in the center

MIROC5

Future Prediction of Meteorological Condition

Surface Temperature of 

Ocean and Ground(Watanabe et al., 2008)

KNT
Thammasat

ITB

Integrated Coastal Zone 

Management

Disaster, Environment, Corals, 

Fishery Industry

Applications to Other Island 

Countries in the Pacific Ocean

Application to Japanese Small 

Islands

I d ti H i ht

XTide

Result

Storm Surge (Wind + Pressure)

Wind Waves, Wave setup←S-WAVE(SWAN by Delft Univ. of Tech, Booji et al., 1999)

FVCOM
The Unstructured Grid Finite Volume Coastal Ocean Model

(Chen et al., 2003)

Tide

(Flater, 1998)
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Inunndation Heights

Resettlement and rehabilitation of cross-border environmentally displaced persons
Proposed Project 6

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

Background：

Pacific Small Island Developing States (SIDS) are already experiencing the effects of 

climate change. The World Health Organization estimates that “climate change will 

disproportionally affect small island states because of their relatively small land area high

IUCN(Oceania), OPRI-SPF 

Participating Organizations： SPREP, SOPAC/SPC, TNC, World Bank

Possible Target Countries： Kiribati, Marshall Islands, PNG, Samoa, Fiji, NZ, the U.S.A., etc.

p g y

2-3 Response to Climate Change and Variability、2-3.a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies

disproportionally affect small island states, because of their relatively small land area, high 

population density and dependence on local ecosystems for subsistence.” As a result, 

“rising sea levels threaten to make low-lying island nations such as Kiribati, the Marshall 

Islands and Tuvalu uninhabitable.” 

One of the significant challenges of environmental displacement is the lack of 

comprehensive legal frameworks addressing cross-boundary movement of 

Steps of Actions:

Preparatory Phase（the first step）

� To consolidate the outcome of the IO Net General Meeting and the EDP Experts 

Meeting, and come up with a plan on project formulation, implementation and 

monitoring and evaluation processes In order to kick off the project formulation
p g g y

environmentally displaced persons (EDPs), specifically with regard to admission into host 

countries and access to basic services.

Goals：

Conduct action and policy-oriented research and produce a policy proposal and legal 

toolkits on current and projected migration issues in Pacific SIDS existing and potential

monitoring and evaluation processes. In order to kick-off the project formulation 

stage, initiate needs assessment activities in relevant countries, and simultaneously 

actively seek opportunities for resource mobilization. 

Implementation at the Site（the second step）

� Conduct Research to better understand the needs and opportunities, and to inform 
toolkits on current and projected migration issues in Pacific SIDS, existing and potential 

legal protection frameworks for EDPs, and strategies for livelihood rehabilitation of 

resettled EDPs, with a focus on selected originating countries and likely destination 

countries. The inputs are to be incorporated in climate change adaptation policies and 

programmes in the respective countries. 

S

pp ,

capacity building, technical assistance, and other more applied efforts. Proposed 

research activities relate to a study on livelihood reestablishment, a legal toolkit, a 

social and cultural toolkit, a comprehensive assessment of the links between 

displacement and the environment, and a community-based natural resource 

management project in source countries of displacement.

h f l f l h d hSummary:

Research on livelihood reestablishment could involve: (1) a survey in Pacific SIDS related 

to residents’ motivations for emigration, their perceptions of needs for language and 

vocational training, and the availability of training facilities (Kiribati, Marshall Islands, etc.); 

and (2) a survey in host countries related to migrants’ livelihoods, difficulties faced by 

migrants after relocation (in Fiji, NZ, and the U.S.A.).

� Promote Awareness Raising to raise the profile of climate change and the 

environment in the debate on displacement. This project would involve designing a 

collaborative campaign and messages for populations and public officials, conducting 

media field trips, and creating meaningful communication pieces for high-level 

officials.

� Conduct stakeholder workshops for advancing research

12

migrants after relocation (in Fiji, NZ, and the U.S.A.).

Actors：

Leading Organizations： Univ. of Tokyo, The Environmental Law Institute (ELI),

� Conduct stakeholder workshops for advancing research. 

� Organize dissemination and outreach activities when research findings and 

outcomes are finalized. 
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Start up of Regional Monitoring Network Platform on Ocean Acidification
Proposed Project 7

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

Background：
It is widely understood that global warming is due to the greenhouse effect, which is the 
result of increasing carbon dioxide emissions on a global scale. However, that is not the 
only serious problem caused by increased carbon dioxide in the atmosphere. Increases in 

Summary:

Conduct studies on necessary measures such as a monitoring network and research 
infrastructure on OA and establish a sustainable long-term monitoring platform in the  
Pacific Islands region. Monitoring data and results will be actively provided to the 

2-3 Response to Climate Change and Variability、2-3.a Adaptation to Climate Change and Variability by Island Societies

atmospheric carbon dioxide mean that the amount absorbed by the ocean also increases, 
resulting in further acidification of seawater. While scientists have no doubt long 
recognized the problem of ocean acidification, it is only in the last few years that it has 
been discussed as a global issue at the UN Conference on Sustainable Development and 
elsewhere.  

international  network and study on countermeasures to this issue will be promoted.

Actors：

Leading Organizations： USP, University of the Ryukyus, OPRI-SPF 
Participating Organization： SPREP etc.
Possible Target Countries： Samoa, Fiji, etc.

The Future We Want, the outcome document from Rio+20, held in June of 2012, 
addressed this problem and stressed the need for initiatives to collectively prevent ocean 
acidification and support marine scientific research, monitoring and observation. 
Responding to this, in September of 2015 at the UN Summit on Sustainable Development, 
the 2030 Agenda for Sustainable Development was adopted. Among the Sustainable 
Development Goals (SDG) put forth in the Agenda, Goal 14, “Conserve and sustainably use 

g , j ,

Steps of Actions:

Preparatory Phase（the first step）
� To start-up a monitoring study in the  Pacific islands region, accept a researcher of the 

University of South Pacific to the Tropical Biosphere Research Center, University of the 
Ryukyus and develop the research capacity on OA

p ( ) p g , , y
the oceans, seas and marine resources for sustainable development,” makes ocean 
acidification one of its action targets, stating the need to “Minimize and address the 
impacts of ocean acidification, including through enhanced scientific cooperation at all 
levels.”

There is a critical need for long-term monitoring of ocean acidification in the Pacific 

Ryukyus and develop the research capacity on OA.
� To share knowledge on this issue and discuss a necessary monitoring platform,  

including regarding funding, hold a workshop among leading organizations and 
participating organizations in Fiji or Samoa.

Implementation at the Site（the second step）
� Toward the establishment of a Research Laboratory for Climate Science introduce basic

g g
Islands region as current monitoring is insufficient and atoll nations such as Kiribati, Tuvalu 
and parts of Fiji are under direct threat from sea-level rise and degradation of coral reefs 
and associated fisheries from climate change and ocean acidification. Accurate and 
consistent time-series for ocean acidification and other key parameters of the oceanic 
carbonate system would be crucial for informed climate predictions and decision-making 
in the region and filling gaps of a global ocean acidification monitoring network.

� Toward the establishment of a Research Laboratory for Climate Science, introduce basic 
instrumentation for water sample measurements such as a precision 
Spectrophotometer, pH probes etc. 

� Deploy new platforms for OA and temperature measurements in the region to fill a 
critical need for long-term monitoring of OA as current monitoring is insufficient.

� Disseminate the acquired and quality-controlled data both regionally and 
i t ti ll th h d t t l l l li k d t hi h d t k h

13

in the region and filling gaps of a global ocean acidification monitoring network.

Goals：
Obtain precise and quality-comparable ocean acidification (OA) time series for the 

various sites of the network, which could be directly used for critical climate prediction 
and modelling studies for the Pacific region.

internationally through a data portal seamlessly linked to higher-order networks such 
as GOA-ON and promote study on countermeasures regaring this issue.

Jurisdictional Approach for Baseline Management and Conservation of Islands
Proposed Project 8

※

Corresponding Parts of the Policy Recommendation：

2-2 Management of the Surrounding Ocean Areas、2-2.a Establishment of Baselines and Maritime Limits

Leading Organizations and Partners (※contact point):

ANCORS※

Potential Partners:

SPC GEBCO Island nations [TBC]SPC, GEBCO, Island nations [TBC]

Goal: Clarify the potential impact upon maritime jurisdiction of recent international law cases, and 

identify the possible gaps of management and conservation for islands to secure an EEZ under Article 

121(3) of the UN Convention on the Law of the Sea121(3) of the UN Convention on the Law of the Sea. 

Proposed Steps of Actions:

� Reviewing cases of baseline determination for islandsg

� Reviewing and analyzing status and gaps on EEZ governance

� Compiling policy proposal for effective management and conservation of the EEZ around islands in 

light of developments in international law.

14
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Abbreviations 

 

EDP:  environmentally displaced person 

IOM:  International Organization for Migration 

IO Net:  Islands and Oceans Net 

PPT:  PowerPoint 

SDGs:  Sustainable Development Goals 

SIDS:  Small Island Developing States 

UNFCCC: UN Framework Convention on Climate Change 

UNHCR:  UN High Commissioner for Refugees  
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Climate Change and Environmentally Displaced Persons (EDPs) in 

Pacific Island Nations – Towards Action 

 

This Report summarizes the Islands and Oceans Net (IO Net) Experts Meeting on 

Climate Change and Environmentally Displaced Persons (EDPs) in Pacific Island Nations – 

Towards Action, which took place in Tokyo, Japan, on December 8, 2016. Section I provides 

background information about environmental displacement. Section II contains a brief summary 

of presentations and discussions that occurred during the Meeting. Section III offers an overview 

of proposed activities and priorities. Section IV contains entry points and opportunities for 

further involvement discussed during the Meeting, and Section V summarizes the next steps that 

participants agreed to take. Section VI contains appendices, including the Experts Meeting 

agenda and a list of participants.  

   

I. BACKGROUND 

 

Environmental displacement has become one of the biggest humanitarian challenges of 

our time. According to the Nansen Initiative, between 2008 and 2014, “184.4 million people 

were displaced by sudden-onset disasters, an average of 26.4 million people newly displaced 

each year.”
1
 “Of these, an annual average of 22.5 million people [were] displaced by weather- 

and climate-related hazards.”
2
 Climate-driven displacement will continue, and the International 

Organization for Migration (IOM) reports that while forecasts of how many people will be 

displaced by climate change by 2050 vary from 25 million to 1 billion, most cite an estimate of 

200 million people.
3
  

Pacific Small Island Developing States (SIDS) are already experiencing the effects of 

                                                   

1 The Nansen Initiative. Agenda for the protection of cross-border displaced persons in the context of disasters and 

climate change. The Nansen Initiative. 2015;1-6. Available from 

https://www.nanseninitiative.org/wp-content/uploads/2015/10/Agenda-Final-Draft.pdf 

2 Id. 

3 Laczko F and Aghazarm C. Migration, environment, and climate change: assessing the evidence. Geneva: 

International Organization for Migration. 2009. Available from 

http://publications.iom.int/system/files/pdf/migration_and_environment.pdf 
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climate change. Over the last 10 years, climate change has affected 94 percent of households in 

Kiribati, 97 percent of households in Tuvalu, and 74 percent of households in Nauru.4 

Furthermore, as global average temperatures continue to increase, by approximately 2.6-4.8 ºC, 

and sea levels rise by up to a meter by the end of the century, the World Health Organization 

estimates that “[c]limate change will disproportionally affect small island states, because of their 

relatively small land area, high population density and dependence on local ecosystems for 

subsistence.”
5
 As a result, “[r]ising sea levels threaten to make low-lying island nations such as 

Kiribati, the Marshall Islands and Tuvalu uninhabitable.”
6
 

Environmental displacement is receiving increasing attention from the international 

community, as various organizations and governments consider what can and should be done to 

address it. On September 19, 2016, the United Nations General Assembly hosted a Summit for 

Refugees and Migrants, which was linked to environmental displacement and resulted in the 

adoption of the New York Declaration on Refugees and Migrants.7 On November 3-5, 2016, the 

Hugo Conference took place in Liege, Belgium, to specifically address environment and 

migration.
8
 The conference marked the formation of an international association for the study of 

environmental migration. In addition, there are many other conferences on environmental 

displacement being held throughout the world. In December 2016 alone, such conferences took 

place in Oxford, UK; Washington DC, USA; Suva, Fiji; and Honolulu, Hawaii.9 

Environmental displacement is complex to analyze and address for many reasons. One of 

the challenges is the multicausal nature of displacement. It can be difficult, if not impossible, to 

determine whether a particular person migrates due to climate change or other reasons that may 

or may not relate to climate change, such as scarcity of resources and challenging economic 

conditions. Moreover, the role of climate change is often unclear. Recognizing the complex 

relationship between climate change and human mobility, the United Nations High 

                                                   

4 United Nations University Institute for Environment and Human Security. Climate change and migration in the 

Pacific: links, attitudes, and future scenarios in Nauru, Tuvalu, and Kiribati. United Nations Economic and Social 

Commission for Asia and the Pacific. 2015. Available from 

https://i.unu.edu/media/ehs.unu.edu/news/11747/RZ_Pacific_EHS_ESCAP_151201.pdf 

5 Kim R, Costello A, Campbell-Lendrum D. Climate change and health in Pacific island states. Bulletin of the 

World Health Organization. 2015;93:819. Available from http://www.who.int/bulletin/volumes/93/12/15-166199/en/ 

6 Id. 

7 See http://refugeesmigrants.un.org/summit. 

8 See http://events.ulg.ac.be/hugo-conference/. 

9 For events on environmental migration and displacement, see 

http://www.environmentalmigration.iom.int/news. 
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Commissioner for Refugees has identified five causes of climate-related movements: (1) 

sudden-onset disasters; (2) slow-onset environmental conditions; (3) the destruction of island 

states by rising sea levels; (4) uninhabitability of areas due to mitigation and adaptation 

measures; and (5) violence and conflict over resources diminished by climate change.
10
  

Aside from the lack of clear reasons for migration, there is also uncertainty regarding 

how many people will migrate, since the need to relocate depends on a state’s vulnerability to the 

effects of climate change and its ability to adapt to climate change. In addition, it is difficult to 

accurately predict the number of people who will move across borders, as even when faced with 

dire environmental conditions, some people refuse to leave their homes, and some often try to 

relocate locally.   

The nature of migration, including the incentives and challenges associated with the 

decision to move, warrants further research and analysis. Several studies, however, have already 

shown that at least some transboundary displaced persons view forced migration as emancipation 

from old customs and a chance to secure new jobs, and would thus be inclined to move. 11,12 In 

addition, these studies suggest that there are similarities between climate change displacement 

and forced displacement caused by other natural disasters.
13
  

One of the most significant challenges of environmental displacement is the lack of 

agreed upon terminology to define persons affected by it. Due to the lack of a universal 

definition, it can be difficult to find solutions for those affected by climate change. As a result, 

many consider the creation of this definition to be an important goal.
14
  

IOM defines “environmental migrants” as “persons or groups of persons who, for 

compelling reasons of sudden or progressive change in the environment that adversely affects 

their lives or living conditions, are obliged to leave their habitual homes, or choose to do so, 

                                                   

10 Kälin W and Schrepfer N. Protecting people crossing borders in the context of climate change: normative gaps 

and possible approaches. Bern (Switzerland): United Nations High Commissioner for Refugees. 2012. Available 

from: http://www.unhcr.org/4f33f1729.pdf 

11 Nakayama M, Yoshioka N, Fujibayashi H, Bruch C. Factors affecting livelihood re-establishment of climate 

change induced transboundary displaced persons. International Journal of Social Science Studies. 2016;4(9):40-48. 

12 Nakayama M, Fujibayashi H, Yoshioka N. Applying past lessons learned to the relocation of climate change 

induced transboundary displaced persons. International Journal of Social Science Research. 2016;4(2):66-77. 

13 Nakayama M, Yoshioka N, Fujibayashi H, Bruch C. Factors affecting livelihood re-establishment of climate 

change induced transboundary displaced persons. International Journal of Social Science Studies. 2016;4(9):40-48. 

14 Cicin-Sain B, Barbiere J, Terashima H, Turley C, Bille R, Herr D, Virdin J, Kurz M, Mendler de Suarez J, Balgos 

M,  Maekawa M, et al. Toward a strategic action roadmap on oceans and climate: 2016 to 2021. Washington (DC): 

Global Ocean Forum; 2016:48. 
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either temporarily or permanently, and who move either within their country or abroad.”
15
 This 

definition covers forced and voluntary migrants, those who relocate due to both sudden and 

gradual climate-related causes, and those who move internally and across borders. However, 

others may apply a different definition, so as to distinguish between forced and planned 

migration or sudden and gradual environmental changes, thus excluding many persons affected 

by climate change. Those affected by the sea level rise and related flooding are more likely to be 

considered climate refugees, since sea level rise is more directly linked to climate change (and it 

is long-lasting) than sudden environmental events, such as storms or droughts (that are more 

temporary in their incidence, even if the increase in severity and frequency of these events is 

long-lasting).   

Another significant challenge of environmental displacement is the lack of 

comprehensive legal frameworks addressing cross-boundary movement of EDPs, specifically 

with regard to admission into host countries and access to basic services. This legal gap was 

underscored by the Nansen Initiative in its Protection Agenda, developed after a thorough study 

of disaster-related displacement and approaches to address cross-border movement of EDPs.
16
 

Notably, while there are international guidelines on internal displacement,
17
 there are no 

international laws or guidelines protecting the interests of persons who want and need to move 

across borders due to environmental causes. The definition of a refugee contained in the UN 

Convention Relating to the Status of Refugees, for example, only applies to persons with a 

well-founded fear of persecution for reasons of race, religion, nationality, membership of a 

particular group, or political opinion, not those who attempt to escape certain environmental 

conditions.18   

Meanwhile, cross-border displacement already affects many countries. The Nansen 

Initiative has concluded that in recent decades, at least 50 countries “have received or refrained 

from returning people in the aftermath of disasters, in particular those caused by tropical storms, 

                                                   

15 Laczko F and Aghazarm C. Migration, environment, and climate change: assessing the evidence. Geneva: 

International Organization for Migration. 2009. Available from 

http://publications.iom.int/system/files/pdf/migration_and_environment.pdf 

16 The Nansen Initiative. Agenda for the protection of cross-border displaced persons in the context of disasters and 

climate change. The Nansen Initiative. 2015. Available from 

https://www.nanseninitiative.org/wp-content/uploads/2015/10/Agenda-Final-Draft.pdf 

17 United Nations. Guiding principles on internal displacement. New York: United Nations. 2001. Available from 

http://www.unhcr.org/en-us/protection/idps/43ce1cff2/guiding-principles-internal-displacement.html. 

18 United Nations. Convention relating to the status of refugees. 1951. Geneva: UNHCR Communications and 

Public Information Service. Available from http://www.unhcr.org/en-us/3b66c2aa10  
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flooding, drought, tsunamis, and earthquakes.”
19
 Consequently, there is urgency in studying and 

addressing problems of EDPs, particularly with regard to cross-border migration, and 

particularly those located in vulnerable Pacific SIDS.  

The objectives of the Experts Meeting were to share up-to-date information about climate 

change and EDPs in the Pacific SIDS, deepen understanding about the lessons learned from 

cases of involuntary resettlement of EDPs in other parts of the world, and further discuss ideas 

for formulation of projects and mobilization of resources to address environmental displacement. 

The Meeting was attended by practitioners and researchers from several international 

organizations and research institutes, and included participants from several Pacific island states 

– Kiribati, Micronesia, Papua New Guinea, and Samoa. Participants from the Pacific SIDS were 

particularly encouraged to share their perspectives, describe their local needs, and comment on 

presentations.   

   

                                                   

19 The Nansen Initiative. Agenda for the protection of cross-border displaced persons in the context of disasters and 

climate change. The Nansen Initiative. 2015. Available from 

https://www.nanseninitiative.org/wp-content/uploads/2015/10/Agenda-Final-Draft.pdf 
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II. PRESENTATIONS 

 

Following opening remarks by President Terashima and a round of introductions, 

participants from the Pacific SIDS shared why the topic of environmental displacement was 

important to them. Specifically, Mr. Ricky Carl, a resident of Micronesia, explained that his 

island, Pohnpei, was an island of migrants, and that his predecessors had come from Kiribati. He 

said that environmental catastrophes, such as a major typhoon in 1901, have forced people to 

migrate in the past, and that history is repeating itself, as people in Micronesia are anticipating 

cross-border migration. The only exception was that now Micronesians have an opportunity to 

use modern resources to address various issues associated with migration.  

Mr. Faainu Latu, a resident of Samoa, echoed Mr. Carl’s remarks, stating that migration 

in Samoa had been taking place for thousands of years. He said he was particularly interested in 

the legal questions related to environmental displacement and was hoping to provide input on 

social aspects of migration.  

Mr. Kenn Norae Nokondi Mondiai, a resident of Papua New Guinea who works for a 

national conservation and community development NGO (Partners With Melanesians Inc.), 

explained that although people on the islands were used to environmental events, such as 

cyclones, climate change made effects of such events more significant, affecting many people. 

His environmental work and marriage to a woman from Manus has helped him understand the 

issues faced by the coastal people, including food security and erosion of coastal land. Mr. 

Mondiai noted that environmental displacement causes displacement of the entire social system, 

breaking tribal, cultural, and linguistic ties. When people relocate, they try to follow those 

connections, but face various social problems, including the possibility that they will not be 

accepted on the new land and will lose their traditional way of life.  

Mr. Taratau Kirata, a resident of Kiribati, explained that people in Kiribati cannot go to 

higher grounds and will have to migrate. They are sad to leave, but have to think about their 

children. He expressed his concerns for the land submerged under water and the people crammed 

into land that is being washed away.  

Mrs. Emeliana Carl, a resident of Micronesia, explained that the Compact of Free 

Association allows Micronesians to freely migrate to the US, but migration brings various issues, 

including culture shock, discrimination, exploitation, and deportation. Many of these problems 

could have been avoided had a proper system of migration been set up, which would prepare 

migrants for their new social and cultural surroundings. Mrs. Carl stated that the Migrant 
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Resource Center, which she runs, provides pre-departure training to migrants, and that small 

countries are in need of resources and funding to continue their work.      

 

 After participants from the Pacific SIDS made their initial remarks, participants from 

the University of Tokyo, Environmental Law Institute, IUCN Oceania, OPRI, and UNEP 

delivered their presentations, which were followed by discussions.   

 

Below are summaries of the five PowerPoint (PPT) presentations delivered at the 

Experts Meeting. The PPT presentations are included in the appendices of Section VI, below.  

 

Applying Past Lessons Learned in Japan and Other Countries to the Relocation of Climate 

Refugees in the Pacific 

Mikiyasu Nakayama, Professor, University of Tokyo 

 

Japan offers several lessons on smooth livelihood re-establishment that can be relevant 

for climate-induced migration. Large numbers of people in Japan have moved from mountainous 

rural areas to cities upon being displaced by large dams. Higher incomes, cleaner and safer jobs, 

educational opportunities for their children, and a more convenient lifestyle have all drawn 

people from rural areas to cities. Some also consider “emancipation” from close family ties – e.g., 

in-laws – to be a positive change, rather than a loss. Climate refugees may have similar 

motivations to move. In order to resettle successfully in a new place, displaced people in Japan 

have required vocational skills necessary to secure new jobs, language skills, independent family 

lives, and a lack of conflict with host communities. 

These conditions for smooth livelihood re-establishment are not always adequately met 

among populations facing climate displacement. For example, in Majuro, Marshall Islands, 

preliminary research indicates that vocational training opportunities are insufficient to prepare 

migrants for decent jobs upon relocation to host countries. 

In order to better understand the practical and legal questions surrounding smooth 

livelihood re-establishment of climate refugees in the Pacific region, proposed research activities 

aim to study residents’ motivations for immigration, residents’ perceptions of the needs for 

language and vocational training, the availability of training facilities, livelihoods of migrants 

after relocation in comparison to livelihoods before relocation, difficulties faced after relocation, 

language and vocational skills needed, training opportunities available in host communities, and 

conflicts with existing residents in host communities. 
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After Professor Nakayama’s presentation, participants raised the following points: 

 

- The factors affecting migration that were discussed in the context of cross-border 

migration also warrant consideration with respect to internal migration; 

- As climate refugees move inland, political leaders should consider and mitigate for 

potential tensions between present communities and new migrants within countries; 

- Adequate vocational training is particularly important as it provides opportunities to 

contribute to the host community, which in turn affects a refugee’s sense of dignity in a 

new environment, and this sense of dignity carries a very high importance within many 

Pacific island cultures; 

- Funding for proposed research activities can come from nonprofits, national governments, 

and intergovernmental bodies, as well as from grassroots initiatives and interested donors 

(e.g., celebrities) around the world; and 

- Research examining EDPs’ adjustments to their new environments must account for their 

efforts to remain positive, their psychological stress, and other factors that may influence 

their responses to self-reported measures. 

 

Toward a Legal Toolkit for Addressing Environmental Displacement 

Carl Bruch and Sofia Yazykova, Environmental Law Institute 

 

Although discussion about a Climate Refugee Convention has been ongoing for more 

than a decade, the idea faces several challenges. For many individuals, a combination of reasons 

– livelihoods, family, etc. – compels them to migrate, and the specific weight of climate change 

in this decision is unclear. Furthermore, because climate change often manifests itself in the 

severity or frequency of events, rather than their mere occurrence, it is difficult to discern 

whether a person moves due to an event that may be difficult to attribute specifically to climate 

change—so movement due to a climate change-induced drought would be covered, but 

movement due to a drought that would have happened without climate change would not be 

covered. Additionally, the international refugee system is already overwhelmed and lacks 

sufficient funding to cover existing refugees. 

All of these complications point to the value of a “toolkit approach” involving a series 

of legal measures at different geographic levels. This approach allows policymakers to take 

action on specific, recognized national and regional needs, avoiding the need to reach a universal 
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consensus on the qualifications for being a climate refugee or other necessary terms of a global 

convention, or agreeing on the relevant rights and responsibilities. Some national right-of-entry 

laws already exist, but could be expanded – for example, to guarantee access based on 

displacement status. Additionally, several states already have laws that allow for extended stay 

based on environmental reasons, but other laws and legal provisions are needed to address the 

needs of environmentally displaced persons. To date, there has been very little regional action, 

but there are opportunities to act, especially where economic integration is already in progress. 

The development of a toolkit would likely include a desk study, consultations, site visits, 

and dissemination of the initial toolkit to raise awareness and encourage feedback. This initial 

phase could be accomplished in 18 months. Ideally, it would result in a living document housed 

on an online platform, with the intention of facilitating dialogue and gathering and organizing 

new tools, experiences, and commentary. The toolkit would form a basis for capacity building, 

policy development, and technical assistance, and could inform national, bilateral, and regional 

initiatives. 

 

After the presentation, participants raised the following points: 

- Other meetings are taking place on this topic, in various forums around the world, and it 

is important to incorporate different viewpoints; 

- Part of the challenge is to frame questions well and to engage a broad group of people to 

discuss these questions; and 

- A catalog of legal arguments, including those that have not yet been successful, would be 

a useful component of the toolkit. 

 

Applying a Legal Toolkit for Environmental Displacement in the Pacific Islands 

Andrew Foran, IUCN Oceania 

 

Migration has been a part of life in Pacific island communities for generations, primarily 

for economic and social reasons, but also due to environmental change. However, migration 

demand in the region currently exceeds access to migration opportunities, and many people lack 

the financial ability to migrate. There is a large Pacific Island diaspora, with sizeable 

communities in New Zealand, Australia, and the United States. Nevertheless, several states, 

including Tuvalu, Kiribati, and Nauru, presently have few international destination options. 

Furthermore, due to political obstacles and cultural sensitivity, most Pacific 

governments have yet to address migration-related climate adaptation policy options. In addition 

to the fundamental challenge of securing financing, the willpower and whole-of-government 
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coordination required to facilitate large-scale migration constitutes a formidable barrier to action. 

Given the centrality of land to identity, culture, and livelihood, migration as an adaptive climate 

change response is often associated with threats to sovereignty and cultural identity. These 

realities help explain why most Pacific island governments still do not mention migration as an 

adaptation option in their formal climate adaptation plans. 

Although progress has been slow, several projects have sought to address environmental 

displacement in this region. European grantors have funded projects to gather information on 

migration, assist the development of response strategies, and build regional cooperation on the 

issue. For example, the Fijian government has drafted national relocation guidelines. Future steps 

should include conducting research to enhance understanding of human mobility in the region, 

developing a regional legal-political framework, and producing resources such as model laws to 

help nations incorporate migration into adaptation policy. 

 

After the presentation, participants raised the following points: 

- Due to differences in norms and political institutions in countries of origin and host 

countries (e.g., age of sexual consent, due process, etc.), migrants need assistance in 

learning how to navigate their new legal and cultural environments; 

- In some cases where displacement has already occurred, migration has uprooted 

longstanding political and cultural institutions, such as systems of rule and order within 

villages, leading to an apparent uptick in crime; 

- Government aid during relocation could also create dependency; and  

- Previously resettled refugees may help to bridge the divide by offering their insights to 

new migrants. 

 

Displacement Action Plan Highlighted in the Climate and Ocean Roadmap 

Dr. Miko Maekawa, OPRI 

 

The Strategic Action Roadmap on Oceans and Climate, developed in cooperation with 

37 international partners in preparation for COP22, makes five key recommendations concerning 

displacement. First, entities acting on this issue must determine the criteria and definitions for 

refugee status, within and beyond the UN High Commissioner for Refugees (UNHCR), in order 

to proactively address the protection gap between climate refugees and other refugees. Second, 

they must identify vulnerable populations that are at high risk of displacement using the best 

available science. Third, there is a need to develop early warning indicators and risk reduction 

actions for these vulnerable populations. Fourth, actors can build coherence and complementarity 
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by leveraging linkages and synergies across the UN Framework Convention on Climate Change 

(UNFCCC), Sendai Framework, and Sustainable Development Goals (SDGs) processes in 

criteria and targets related to vulnerable populations. Fifth, climate displacement actors must 

quickly secure fair and balanced financial mechanisms from various stakeholders to address 

climate-induced displacement. 

 

After the presentation, participants raised the following points: 

- Some debate exists concerning the relative favorability of the feasibility of relocation 

versus land reclamation and other adaptive measures, given that most people would 

prefer to stay in their homelands, but climate change also introduces other difficulties of 

living on disappearing islands, such as food availability; and 

- The engagement and approval of traditional leaders will be crucial to the success of any 

proposed solution. 

 

Project Ideas to Address Climate Change, Environment, and Displacement 

Jonathan Gilman, UNEP Asia Pacific 

 

A new global report on climate displacement could involve a scientifically credible 

assessment of links between displacement, the environment, and climate change. This 

assessment could review applicable policies, regulations, and laws, as well as recommendations 

for strengthening these legal instruments and guiding future operational activities. The report 

could have dual objectives of reaching a common understanding of goals and key issues, and of 

raising awareness and developing resources for action.  

Community-based natural resource management in source countries would help 

improve livelihoods and address the root causes of displacement. This would involve analysis 

and development of case studies of environmental “push” and “pull” factors for displacement. 

When governments do all they can to address displacement internally, other governments are 

better prepared to justify to their constituents the need to help refugees. 

In the years ahead, it will be important to raise the profile of climate change and the 

environment in broader policy debates on displacement. Such efforts could include media field 

trips and the development of a collaborative campaign, with common messages to politicians and 

general public, and communication pieces for high-level officials.   

 

After the presentation, participants raised the following points: 
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- The international community should help equip governments of source countries with 

resources and tools, such as action plans and policy options, necessary to address the 

problems of displacement; it should not wait for individual countries to act on their own; 

and 

- Strategically informing the media may help raise the profile of climate displacement, and 

media visits to vulnerable island states can be beneficial in this way, if done properly (i.e., 

without media representatives covering environmental displacement based on misleading 

assumptions). 

  

－ 97 －



16 

 

III. PROPOSED AND POSSIBLE ACTIVITIES 

 

Over the course of presentations and ensuing discussions, participants proposed a variety 

of projects and other activities that should be carried out in the near future. They also identified 

several activity areas for future action – research, raising awareness, sharing resources and 

information, and building capacity.  

 

1. Research 

 

Research was seen as a priority to better understand the needs and opportunities, and to 

inform capacity building, technical assistance, and other more applied efforts. Proposed research 

activities relate to a study on livelihood reestablishment, a legal toolkit, a social and cultural 

toolkit, a comprehensive assessment of the links between displacement and the environment, and 

a community-based natural resource management project in source countries of displacement.  

Smooth livelihood reestablishment is essential to support effective migration with dignity 

from Pacific SIDS and ensure that immigrants enjoy secure and sustainable livelihoods after 

relocation. Research on livelihood reestablishment could involve: (1) a survey in Pacific SIDS 

related to residents’ motivations for emigration, their perceptions of needs for language and 

vocational training, and the availability of training facilities; and (2) a survey in host countries 

related to migrants’ livelihoods, difficulties faced by migrants after relocation, the level of 

language skills and vocational training required to secure jobs, availability of training 

opportunities, and conflicts with existing residents. This research would help assess existing 

relocation policies and practices in both host countries and countries of origin. Other related 

activities include workshops to discuss policy recommendations based on the research findings, 

the creation and dissemination of a report outlining policy recommendations, and outreach to 

catalyze the development and implementation of national, bilateral, and regional policies to 

enhance livelihood rehabilitation. Participants suggested using a small-scale grassroots project 

solicitation process to support research.   

Research related to the creation of a legal toolkit involves analysis of existing and 

proposed legal measures protecting cross-border EDPs at the national, bilateral, regional, and 

global levels. The toolkit could be developed thorough a desk study, consultations, expert 

meetings, and site visits. The initial toolkit would then serve to create an online platform with the 

objective to collect and organize additional tools, experiences, and commentary on an ongoing 

basis. The toolkit could inform capacity building, policy development, awareness, and creation 

of national, bilateral, and regional policies. A related project targeting implementation of the 
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toolkit could involve creating model legislation, mobilizing resources to facilitate mobility, and 

developing regional legal and political frameworks in affected states.  

Research related to a social and cultural toolkit involves assessment of cultural 

expectations, accepted social norms, and human rights in countries of origin and host countries. 

It could also include an analysis of what host countries can do to familiarize immigrants with 

their rights and expected social behaviors. The social and cultural toolkit is particularly important 

to ensure that immigrants are well prepared to assimilate in host countries, and that they are 

aware of their rights and social obligations, which are often different from those in their 

countries of origin. 

Research related to the assessment of linkages between displacement, the environment, 

and climate change involves gathering data on the current situation and making projections into 

the future. It would also include an analysis of relevant policies, gaps, and solutions to address 

the nexus between displacement and environment. Recommendations provided by the 

assessment could strengthen policies and operational activities. 

Research related to a community-based natural resource management project involves 

assessment of root environmental push and pull factors for displacement and focuses on 

building resilient livelihoods for people in their own countries. This project could strengthen 

national policies of source countries based on lessons from initiatives to date.   

 

2. Awareness Raising 

 

Several participants identified raising awareness as a top priority.  

 

 One proposed project was to raise the profile of climate change and environment in 

the debate on displacement. This project would involve designing a collaborative campaign 

and messages for populations and public officials, conducting media field trips, and creating 

impactful communication pieces for high-level officials. Some participants noted that predictions 

about impacts of climate change would help raise public awareness and connect climate change 

to relocation or migration. 

Many participants emphasized the importance of sharing resources and information, 

which could encompass such activities as national dialogues and talanoa meetings, workshops 

with experts and stakeholders, consultative interviews, including interviews with recent migrants, 

site visits, an online platform, creation of a network or networks to exchange ideas and ensure 

coordinated policy advice, consultations with key local leaders and instrumental government 

entities, and involvement of students from various countries in research programs in Pacific 
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SIDS.  

 

3. Capacity Building 

 

Participants stressed the importance of capacity building in the region.  Specific 

capacity building opportunities include:  

- identifying vulnerable populations with high risk of displacement,  

- developing early warning indicators and risk reduction actions,  

- increasing resilience,  

- providing technical assistance,  

- building coherence by leveraging linkages across various frameworks related to people at 

risk of displacement, and  

- developing financial mechanisms to address climate-induced displacement.  

In addition, at the national level, participants suggested 

- reviewing national strategies in order to ensure that they reflect climate change, 

- incorporating migration into adaptation strategies, and  

- working with governments, regional organizations, and local partners to develop 

long-term relationships.  

At the international level, participants suggested:  

- monitoring the progress of the Sustainable Development Goals (SDG) and advocating for 

inclusion of displacement on the SDG agenda, and  

- continuing to utilize international forums, such as the United Nations Framework 

Convention on Climate Change (UNFCCC). 

 

IV. ENTRY POINTS 

 

During the Experts Meeting, participants mentioned several events and other 

opportunities to participate and engage others: 

- Oceania Environmental Law Conference, scheduled to take place in Fiji in 2017 (IUCN) 

- Pacific Network on Climate Change Migration, Displacement, and Resettlement  

- United Nations Framework Convention on Climate Change (UNFCCC) Conferences of 

Parties (COP), including COP 23, scheduled to take place in Bonn, Germany, in 

November 2017 

- UN Sustainable Development Goals (SDG) Conferences, including the Conference to 

Support the Implementation of Sustainable Development Goal 14 (on oceans and seas), 
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which is scheduled to take place in New York, NY, USA, on June 5-9, 2017 

- Pacific Environmental Security Forum, scheduled to take place in Anchorage, Alaska, 

USA, in May 2017 to address climate change and national security 
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V. NEXT STEPS 

 

At the end of the Expert Meeting, participants expressed their interest in working on 

some of the activities they had discussed and identified projects that could be completed in the 

next 6 to 12 months.  

 Mr. Gilman stated that UNEP would produce a short paper describing the questions the 

Assessment on Displacement, Climate Change, and Environment should try to address. UNEP 

would then share this paper, soliciting input. 

 Professor Latu stated that he would consult with NUS about completing a survey in 

Samoa to assess what can be done locally and gather information they need for activities. 

 Mr. Foran stated that IUCN could serve as a lead or provide support for networking and 

communications, which potentially includes building a website and providing periodic updates. 

He also mentioned that IUCN would look into obtaining “snapshots” of situations in the Pacific 

states. 

 Prof. Nakayama stated that University of Tokyo would mobilize resources to start 

research on a portion of the livelihood reestablishment project he had proposed. 

 Dr. Furukawa stated that OPRI would like to form a small study group for IO Net 

projects as a whole, bringing together representatives of several organizations and people from 

the islands, to discuss project implementation.  

 Mr. Bruch stated that ELI would develop and circulate a proposal for research to support 

the legal toolkit. Mr. Bruch also mentioned that ELI’s volunteers could provide support with a 

website or a periodic update. 

 Dr. Maekawa stated that OPRI would create a contact list with the participants’ 

information. 
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Appendix 1: Agenda for the Experts Meeting 

 

 

Climate Change and Environmentally Displaced Persons (EDPs) in 

Pacific Island Nations – Towards Action 

 

Date: Thursday 8
th
 December, 2016 

Time：10:00 to 13:30 

Venue: 5
th
 Floor Conference Room, Sasakawa Peace Foundation Building 

      1-15-16, Toranomon, Minato-ku, Tokyo 105-8524 

Meeting Objectives: 

 The global problem of climate change, accompanied by sea level rise, significant coastal 

erosion and increased frequency of extreme weather events, are some of the factors that have 

caused the emergence of so-called environmentally displaced persons (EDPs) for populations in 

Pacific Small Island Developing States (SIDS). If current trends continue, there is increasing 

evidence that many of these populations will be forced into cross-border migration as either a 

permanent or temporary coping strategy. Within the general problem of forced migration, the 

issue of EDPs is fairly new, with policy makers still only having a limited understanding of the 

situation due to a lack of legal, policy, and implementation frameworks. This meeting aims to 

share up to date information and thinking regarding climate change and EDPs in Pacific SIDS, 

deepen understanding on the cases and lessons on involuntary resettlement EDPs and other 

relevant experiences from other parts of the world, and to further discuss ideas and proposals on 

project formulation and resource mobilization regarding environmental displacement, especially 

associated with climate change in the Pacific. 

 

10:00 – 10:05    Opening Remarks 

      Mr. Hiroshi Terashima 

      President, Ocean Policy Research Institute, Sasakawa Peace Foundation 

 

Issues, Challenges, and Relevant Policies in Pacific Island Nations 

10:05 – 10:15   Ms. Akka Rimon 

      Liaison Officer for the World Bank & Asian Development Bank 

 

Lessons from Prior Resettlement Experiences 

10:15 – 10:30   Prof. Mikiyasu Nakayama 
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      Graduate School of Frontier Sciences, University of Tokyo 

“Applying Past Lessons Learned in Japan and other Countries to the 

Relocation of Climate Refugees in the Pacific” 

10:30 – 10:40   Discussion 

          

Frameworks for Legal and Programmatic Support and Possible Project Formulation 

10:40 – 10:55   Mr. Carl Bruch 

      Director, International Programs, Environmental Law Institute (ELI) and, 

      Ms. Sofia Yazykova 

      Visiting Attorney, Environmental Law Institute (ELI) 

      “Toward a Legal Toolkit for Addressing Environmental Displacement” 

10:55 – 11:05   Discussion 

 

11:05 – 11:20   Mr. Andrew Foran 

       Head, IUCN Pacific Centre for Environmental Governance, IUCN Oceania 

“Applying a Legal Toolkit for Environmental Displacement in the Pacific 

Islands” 

11:20 – 11:30   Discussion 

 

11:30 – 11:40   Coffee Break 

 

11:40 – 11:55    Prof. Biliana Cicin-Sain 

Director, School of Marine Science and Policy College of Earth, Ocean, and 

Environment, University of Delaware 

      Dr. Miko Maekawa 

Senior Research Fellow, Ocean Policy Research Institute, Sasakawa Peace 

Foundation 

       “Displacement Action Plan Highlighted in the Climate and Ocean 

Roadmap”  

11:55 – 12:05   Discussion 

 

12:05 – 12:20   Mr. Jonathan Gilman 

Regional Development Coordinator, United Nations Environment Programme 

(UNEP) Bangkok Office 

“Project Ideas to Advance Climate Change, Environment, and 
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Displacement” 

12:20 – 12:30   Discussion 

 

12:30 – 12:40   Break to Select Lunch (provided) 

 

12:40 – 13:25   Working Lunch: Way Forward in Project Formulation and Resource 

Mobilization 

Commentary 

Brainstorming and Discussion 

 

13:25 – 13:30   Wrap-up 

       Dr. Keita Furukawa 

Director, Ocean Research and Development Department, Ocean Policy Research 

Institute, Sasakawa Peace Foundation 

 

Meeting Facilitator: 

Mr. Carl Bruch 

Director, International Programs, Environmental Law Institute (ELI) 

 

Commentators: 

Mr. Kazuyoshi Ogawa 

Director of Pacific Studies, Japan Pacific Islands Association (JAPIA) 

Prof. Faainu Latu 

Head of Science Department, Senior Lecturer in Environmental Science, National University of 

Samoa 
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Pacific Oceanscape Vision:
A secure future for Pacific Island Countries  

and Territories based on sustainable development,  
management and conservation of our Ocean.

Oceania is vast, Oceania is expanding,  
Oceania is hospitable and generous,  

Oceania is humanity rising from the depths  
of brine and regions of fire deeper still,  

Oceania is us.
We are the sea, we are the ocean,  

we must wake up to this ancient truth.
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A Framework for a Pacific Oceanscape
In our Pacific Islands Ocean Region the ocean unites and divides, connects and separates, sustains and threatens our very 
survival. For all those who venture within this, the world’s largest ocean, and who have made it their home the ocean 
influences every aspect of life. It has done so for millennia. 

A Framework for a Pacific Oceanscape was first proposed by the government of Kiribati and later endorsed by leaders 
at the Pacific Islands Forum as it was seen as a catalyst for action for our Pacific Islands Regional Ocean Policy (PIROP) 
to protect, manage, maintain and sustain the cultural and natural integrity of the ocean for our ancestors and future 
generations and indeed for global well-being. 

Subsequently, the ‘Pacific Oceanscape’ could be a vehicle to build pride, leadership, learning and cooperation across this 
ocean environment. 

The geographic scope of this Framework mirrors that of PIROP, which is

 “that part of the Pacific Ocean in which the island countries and territories (Pacific Communities), that are 
members of the organizations comprising the Council of Regional Organisations of the Pacific (CROP) are found. 
As such, the extent of the region includes not only the area within the 200 nautical miles Exclusive Economic 
Zone (EEZ) boundaries circumscribing these island countries, but also the ocean and coastal areas that 
encompass the extent of the marine ecosystems that support the region”. 

Framework objectives

Overall the intent is to foster stewardship at scale – local, national, regional and international to ensure in perpetuity the 
health and wellbeing of our ocean and ourselves.

The following broad objectives seek to achieve the goal for a Pacific Oceanscape and will initially address six strategic 
priorities identified for immediate implementation under the Framework:

INTEGRATED OCEAN 
MANAGEMENT 
– to focus on integrated 
ocean management at all 
scales that results in the 
sustainable development, 
management and 
conservation of our 
island, coastal and ocean 
services 

ADAPTATION TO 
ENVIRONMENTAL AND 
CLIMATE CHANGE 
– to develop suitable 
baselines and monitoring 
strategies that will inform 
impact scenarios and 
specific understanding of 
environmental and climate 
change stressors. 

LIAISING, LISTENING, 
LEARNING AND LEADING 
– to articulate and use 
appropriate facilitative and 
collaborative processes, 
mechanisms and systems 
and research that results 
in the achievement of the 
objectives for Integrated 
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Strategic priority 1 – Jurisdictional Rights and Responsibilities
“Together with our EEZs, the area of the earth’s surface that most of our countries occupy can no longer be 
called small”

ACTION 1A – PICs formalise maritime 
boundaries and secure rights over their 
resources

PICs, as States Parties to UNCLOS, should in their 
national interest, deposit with the United Nations, 
base-point coordinates as well as charts and 
information delineating their maritime zones as a 
requisite to establishing and securing their rights and 
responsibilities over these large areas of ocean space.

ACTION 1B – Regional effort to fix baselines and maritime 
boundaries to ensure the impact of climate change and sea-level 
rise does not result in reduced jurisdiction of PICTs

Once the maritime boundaries are legally established, the implications of 
climate change, sea-level rise and environmental change on the highly 
vulnerable baselines that delimit the maritime zones of PICTs should be 
addressed. This could be a united regional effort that establishes baselines 
and maritime zones so that areas could not be challenged and reduced due to 
climate change and sea-level rise.

ACTION 2A – 
Leaders mandate a 
strengthening of the 
regional institutional 
framework for ocean 
governance and policy 
coordination.

Establishment of a Regional 
Ocean Commissioner, with 
dedicated professional 
support, would provide 
the necessary high 
level representation 
and commitment that 
is urgently required to 
ensure dedicated advocacy 
and attention to ocean 
priorities, decisions and 
processes at national, 
regional and international 
levels.

ACTION 2C – PICTs 
incorporate sustainable use 
and development of coastal 
and ocean priorities in national 
development policy and 
planning 

Establishment of a Regional Ocean 
Alliance/ Partnership mechanism 
facilitated by the Regional Ocean 
Commissioner to provide effective 
ocean policy coordination and 
implementation, facilitate regional 
cooperation for the high seas, as 
well as support for national ocean 
governance and policy processes 
when required. This should include 
the context for support and 
streamlining to achieve national 
commitments to MEAs. Inter-
regional cooperation should be 
developed and fostered.

ACTION 2B – Foster 
partnerships to integrate and 
implement ocean priorities 
in the Pacific Plan and 
other relevant regional and 
international instruments

Establishment of a Regional Ocean 
Alliance/ Partnership mechanism 
facilitated by the Regional Ocean 
Commissioner to provide effective 
ocean policy coordination and 
implementation, facilitate regional 
cooperation for the high seas, as 
well as support for national ocean 
governance and policy processes 
when required. This should include 
the context for support and 
streamlining to achieve national 
commitments to MEAs. Inter-
regional cooperation should be 
developed and fostered.

ACTION 2D – PICTs 
design and/or 
consolidate clear 
coordinated institutional 
mechanism for 
integrated ocean and 
coastal management

Embracing integrated 
national approaches 
to ocean and coastal 
management across 
relevant sectors such 
as fisheries, minerals, 
transport, tourism, energy 
and environment will 
require institutional 
reform seeking to 
avoid duplication and 
clarifying responsibilities 
in the interests of cost 
effectiveness and efficiency. 

Strategic priority 2 – Good Ocean Governance
“No people on earth are more suited to be guardians of the world’s largest ocean than those for whom it has 
been home for generations.” 
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ACTION 3A – PICTs 
implement integrated coastal 
resource management 
arrangements drawing on 
the strengths and traditions 
of community, district, 
provincial and national levels 
of government to achieve 
sustainable island life 

PICTs are increasingly 
demonstrating the key role 
their communities play in 
managing local resources. These 
efforts should be supported 
and coordinated at provincial 
and national levels to ensure 
enforcement and information is 
supplemented where necessary 
and that wider ecosystem 
and national interests can be 
incorporated into joint action.

ACTION 3B – PICTs explore and build 
on marine spatial planning mechanisms 
for improved EEZ management to 
achieve economic development and 
environmental objectives 

Develop and strengthen appropriate security 
and enforcement mechanisms and spatial 
planning systems that guide multiple use 
for economic growth while maintaining 
ecosystem function and biodiversity integrity 
of coastal and ocean areas. These higher 
order management systems provide the 
fundamental basis for the use of spatial 
management tools in a nested fashion 
drawing from experiences in strict traditional 
closures, locally managed areas and large 
multiple use managed and protected areas. 
Aspects such as cross border security, food 
security, monitoring control and surveillance 
are fundamental for effective management 
systems.

ACTION 3C – Regional 
intergovernmental bodies explore and 
build on approaches to conserve and 
manage high seas resources and deep 
sea ecosystems for the common good

The high seas areas are under severe threat 
with evidence of overfishing of fish stocks, the 
destruction of deep sea ecosystems associated 
with sea mounts and increasing levels of 
illegal fishing. As stewards of the Pacific Islands 
Ocean region, our interests transcend the 
limits of EEZs and requires novel management 
approaches. For example establishing and 
managing representative networks of marine 
protected areas, require prior environmental 
assessments to prevent harmful impacts from 
new and emerging activities, and protecting 
vulnerable marine ecosystems, including 
conditions on conservation and management 
of high seas resources, mindful of agreements 
relating to fishing access licenses and permits.

ACTION 4A – Facilitate processes that utilize existing 
knowledge and results in needs driven information 
acquisition and targeted capacity building for achieving 
policy and management objectives 

Given the often limited human and financial resources for 
sustainable ocean management and development, capacity 
building actions and formal education programmes will have to be 
cost-effective, targeted and thoughtful. Initiatives for consideration 
include establishing a supervised internship program for recent 
graduates and school leavers; targeted scholarships; adopting 
“learning by doing” approaches which are an efficient and 
effective way of ensuring retention of knowledge and skills while 
implementing locally; providing support for mentoring programmes 
which allow for knowledge and skills transfer as well as offering 
opportunities for succession planning; encourage national training 
opportunities that are tailored to suit a country’s needs and only 
strategic attendance to regional and international workshops based 
on relevance; “on-the-job” learning exchanges between PICTs such 
as staff exchanges of marine protected areas to share experiences 
and lessons; and, strengthening negotiation skills for specific issues 
such as for shared maritime boundaries and impacts of climate 
change on the ocean. Similarly, processes must be improved to 
ensure that managers and local decision-makers define crucial 
information priorities and needs.

ACTION 4B – Influence international and regional 
ocean priorities, decisions and processes through 
reclaiming the Pacific Way and establishing a high 
level representation on oceans

Establish strong and well supported networks of leaders 
drawn from local communities, districts and provinces 
through to national and regional special issues advocates, 
ocean champions and ambassadors to bring the ocean and 
related issues to centre stage at local through to global 
levels. PICTs have shown important progress in specific 
aspects of ocean and coastal management, political leaders 
of these countries should be supported in championing 
national and regional priorities in a regionally concerted 
way – the whole is more than the sum of its parts. 

ACTION 4C – Connecting people and places for 
sharing, learning and action

Build on traditional and more recent networks of 
relationships between peers for informing decision making 
at community, national and regional levels. National 
networks of practice have demonstrated their importance 
and these can be serviced by existing and future sub-
regional networks and in turn learning can be stimulated 
between these at regional and international scales. 

Strategic priority 3 – Sustainable development, management and conservation
 “The importance of our ocean for the stability of the global environment, for meeting a significant proportion 
of the world’s protein requirements, for the production of certain marine resources in waters that are 
relatively clear of pollution, for the global reserves of mineral resources, among others has been increasingly 
recognised and puts paid to the notion that Oceania is the hole in the doughnut.”

Strategic priority 4 - Listening, Learning, Liaising and Leading 
 “We begin with what we have in common and draw inspiration from the diverse patterns that have emerged 
from the successes and failures in our adaptation to the influence of the sea…” 
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ACTION 6A – Ensure environmental and climate change 
adaptation and mitigation are appropriately incorporated 
into sustainable development, conservation and 
governance actions

Environmental change, climate change and loss of biodiversity 
cut across the whole development spectrum and therefore 
should be integrated within existing development processes. 
Adaptation to climate change will require long term engagement 
and investment at the international, regional, national and local 
levels and should support urgent development priorities, such 
as improved resource management systems, which provide the 
necessary basis for future adaptation actions. At the regional level 
there is a need to scope a comprehensive adaptation assessment 
that covers ocean ecosystems and addresses the radiative (such 
as sea level rise) and pollutant effects (such as ocean acidification) 
of climate change and synergies with other, relevant regional 
instruments must be made. 

ACTION 6A – Identify a centralized mechanism to 
assess emerging issues, manage risks and explore 
opportunities

Working with existing organizations to identify a centralized 
mechanism, facilitated by the Regional Ocean Commissioner, 
that will assess and explore emerging issues and to ensure 
effective coordinated action. Issues requiring immediate 
attention include: the impacts of ocean acidification on our 
ecosystems, the role of our ecosystems as carbon sinks and 
sources and impacts on commercial and subsistence harvests. 
The focus of these regional efforts should be ensuring our 
resilience for the national and local interest and fostering 
greater international investment and expertise to support 
our research priorities. Results will allow greater confidence 
in negotiations and influencing international processes and 
mechanisms for scoping potential compensation or trading in 
the values of our ecosystem services. 

ACTION 5C – Explore and test financing mechanisms 
to support implementation of ocean priorities at 
regional and national level 

The lack of secure and sustainable financing for ocean 
governance, management and development needs to be 
addressed. For example, a system of international, regional 
(and national) ocean goods and services taxation/levies could 
be introduced that secures sustainable ocean development, 
management and conservation. The region, their oceanic 
resources and ecosystems provides a bank of critical 
environmental services underpinning the health of the planet. 
The health of our ocean must be acknowledged as a significant 
global economic, social and environmental contribution. 
Therefore support from the global community to strengthen 
the capacity of PICTs to sustainably manage the ocean must be 
seen as an ongoing global investment. 

ACTION 5A – PICTs to ensure cost-effectiveness of 
management approaches as a priority step towards 
sustainability of financing

The design or improvement of governance and management 
structures will need to be appropriate and affordable for each 
PICT, seeking efficiency in local and national institutions and 
maximizing the value of cultural and human capital to increase 
the likelihood of needs being met by national budgeting 
processes. 

ACTION 5B – PICTs incorporate consideration of 
the economic development benefits of sustainable 
management of coastal and marine resources in 
decisions affecting national development

PICTs explore opportunities for cooperation to strengthen their 
economies through cross-border investments and trading, shared 
access, common branding and consolidated marketing of marine 
resources. Other financial arrangements that could be explored 
include benefit or cost sharing strategies (more commonly 
referred to as ‘polluter pays’ or ‘beneficiaries pays’), incorporating 
marine environmental costs and benefits into national accounts, 
potential earnings from national enforcement of fishing regimes. 
Improved ocean management in the Pacific region will result in 
benefits not only to the PICTs but also to the global community, for 
example the protection of threatened species, food security or blue 
carbon sinks. To ensure that these systems persist, such financing 
mechanisms will need to incorporate approaches to ensure that 
sufficient benefits/costs reach the appropriate decision makers.

ACTION 5D – Enhance donor harmonization and aid 
effectiveness to support implementation of ocean 
priorities at regional and national level 

Improved donor harmonization and aid effectiveness must be 
guided by regional and national priorities and plans of action. 
The Paris and Accra Declarations and Cairns Compact provide a 
platform for this.

Strategic priority 6 – Adapting to a rapidly changing environment
“No single country in the Pacific can by itself protect its own slice of the oceanic environment; the very nature 
of that environment prescribes regional effort and to develop the ocean resources sustainably, a regional 
unity is required.” 

Strategic priority 5 – Sustaining action
“Those who maintain that the people of Oceania live from day to day not really caring for the long term benefits, 
are unaware of the elementary truth known by most native islanders that they plan for generations, for the 
continuity and improvement of their families and kin groups.” 
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政策提言「島と周辺海域のより良い保全と管理」（要約）

1．提言の目的
・海洋は、人類の生存に重要な役割を果たす。
・島は、海洋の保全・開発、海洋資源の開発・利用等、海洋環境・生物多様性の保全などの拠点としてかけがえ
のない存在である。

・島嶼国は、国連海洋法条約のもと、その開発、保全、管理の権利と義務を持つ。
・本提言は、OPRF、ANCORSなどによる3か年の研究、さらにはそれに引き続く PIFSを含めた第2期の取組
みに基づき、太平洋島嶼国に焦点を当て、こうした問題に国際社会が更なる関心を寄せることを目指す。

・研究と提言は島とそれを取り巻く周辺海域の特性に基づき、予防的アプローチ、生態系アプローチにより維持、
管理していくかに焦点を当てた。

・この成果が第3回 SIDSの会議や、国連の持続可能な開発目標（Sustainable Development Goal）を通して、
島嶼国と国際社会の協調により島嶼国の持続的な発展のために共有されることを期待する。

2．島と周辺海域の管理に関する問題点・課題

2―1．島の保全・管理に関する問題点・課題

a. 島の管理戦略の策定
a―１．島嶼国において、より効果的な管理戦略の策定のため、島の特性に配慮してタイプ別に類型化した管理戦
略を検討すること。
a―２．管理戦略の策定や成果の評価に用いられる明確な環境面・社会経済面の指標を作成すること。
a―３．人間による利用・その影響と地球規模での環境変化の影響とがあいまって起こると予想されるローカルな
島の地形や生態系の予測や将来の変化に一層効果的に対処すること。
a―４．地域社会が島の自然の動態と共生することを可能にする島の生物・物理的システムへの脅威を管理してい
くための総合的な戦略を策定すること。
a―５．島の生物・物理的システムの自然の動態に注意を払った代替的な適応戦略を特定し、策定し、実施するこ
と。
a―６．「Pacific Oceanscape」（といった太平洋地域の戦略）の効果的な実施を通じ、生態系を基礎とした島の生物
・物理的システムの管理計画を実施し、監視し、評価すること。

b. 島嶼国社会の安全性と強靭性の向上
b―１．国際社会は、島嶼国が脆弱性やリスクのレベルを下げることを支援するために、様々な災害リスク管理施
策に対し引き続き支援を行うべきである。
b―２．島嶼国は、個別の国・島における台風、高潮、地震、津波などの自然災害に関する科学的データを根拠と
する評価に基づき、総合的な防災計画を策定するとともにその実施体制を整備すべきである。災害に強い地域社
会の形成には、ハード（防波堤、護岸等）・ソフト（住民向けの啓発プログラムの強化と連動した早期警戒シス
テムの導入）両面の基盤整備が必要である。
b―３．災害に強い地域社会を形成していくためには、島嶼国は、具体的な被害予測を踏まえ、被害を受けやすい
土地の利用を抑制する適切な土地利用計画・国土計画を策定し、推進することが重要である。特に面積が非常に
小さい島では、被害を受けやすい場所の住民のために避難場所（シェルターや避難タワー、避難船等）を整備す
ることも必要である。
b―４．国際社会は、上記の島嶼国の取組みに協力するため、それぞれの島における災害のリスクに関する科学的
調査や観測体制の強化（地域の拠点となる観測施設の整備等）、情報・データの共有を支援するほか、総合防災
計画やその実施体制の策定・改善に関する技術面、人材育成面、財政面からの支援を行う必要がある。

c. 廃棄物対策の推進
c―１．国際社会は、太平洋地域環境計画事務局（Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme/
SPREP）により策定された太平洋地域廃棄物管理戦略（２０１０―２０１５年）に基づき各島嶼国が行う総合的な廃棄物
管理戦略の策定や推進に対して支援を行う必要がある。
c―２．中でも、地域の環境に影響を及ぼす恐れのある廃棄物処分場の改善や廃棄物の減量対策（３R（Reduce, Reuse,
Recycle）の導入、コンポスト化）が急務である。また、廃棄物問題に関する住民の理解・意識の向上を図るこ
とが重要である。
c―３．国土が狭小で廃棄物処分場の確保が難しい環礁島においては、中長期の国としての戦略の立案・推進が不
可欠である。
c―４．島嶼国は、廃棄物のもとになる商品の流入をコントロールするための経済的メカニズムの活用についても、
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検討することが望ましい。加えて、廃棄物をゼロにする施策（「持ち込んだものは持ち出す」）の構築も考慮され
るべきである。自動車、機械、電気・電子製品などを島嶼国に輸出する開発国は、このような手法の実施に協力
すべきである。
c―５．島嶼国は、廃棄物を分別し適切な処理に努める（例えば、漂着プラスチックごみの処理）とともに、陸域
での廃棄物の発生を押さえ、住民に対する啓発を実施し、国際社会はその取り組みを支援すべきである。

d. 再生可能エネルギーの開発
d―１．島嶼国が経済的自立に向けて取り組む上で、地域社会に対し輸入エネルギーに過度に依存しないよう促し
ていくことは重要な課題である。このため、事業者に対して必要に応じ開発・利用のためのインセンティブ付与
を行いながら、島ごとの自然特性に応じた再生可能エネルギーの開発を促進することが望ましい。合わせて、政
治レベル・市民レベル双方での意識向上を含めた省エネルギー化（エネルギーの効率的使用）を推進することも
必要である。
d―２．国際社会は、各国の環境条件に合った再生可能エネルギー技術の特定・採用について、適用性の高い技術
の特定などにより島嶼国に対する支援を行う必要がある。

e. サンゴ礁やマングローブ林の保全
・島嶼国は、サンゴ礁やマングローブ林の保全について、適切にデザインされた構造物、養浜等による多面的な
アプローチによる島の維持と、サンゴ・有孔虫由来の土砂からなる生態系の社会的、経済的、環境上の利益の
実現のための保全、再生、利用に配慮した多面的、長期的アプローチを行う。

・島嶼国は、陸上からの排水、油流出に関する環境基準の設定、規制のための監視メカニズム等の法制度を導入
し、排水中に含まれる栄養塩の海洋への流出についても管理していく。

・国際社会は、サンゴ礁やマングローブ林の保全について、島の環境条件、地形学的特徴をふまえ、島嶼国によ
る多面的、長期的なアプローチを支援し、生物多様性に関する愛知目標の達成を推進する。

・島嶼国及び国際社会は、海洋における生物の生息環境の改善が環境面だけでなく防災上も重要事項であること
に留意する。

2―2．周辺海域の管理について

a. 境界の画定
a―１．総合的な海域の管理を十分に行うために、島嶼国は、海域における基線・範囲・限界線の設定、境界協定
の交渉について、まだ行っていない場合は、これを行うことが重要である。同様に、島嶼国は必要に応じ、国連
海洋法条約に従って、大陸棚の延長の手続を完了すべきである。基線を記載し海域の範囲を公表するためには、
適切な縮尺の海図が必要であることに留意が必要である。
a―２．必要に応じ、国際社会は、引き続き島嶼国に対し、基線や海域の設定、現行の海洋関係法制の改正や海図
の更新、大陸棚を設定するために必要な調査の実施について、技術的・法制的な支援を行う必要がある。

b. 実効ある漁業管理政策の実施
b―１．島嶼国は、自国の沿岸域の小規模漁業及び排他的経済水域内における漁業資源の保存管理を強化すること
が望ましい。最大限に科学的データを活用し地域社会を基礎とした漁業管理施策の実施に対し支援が行われるべ
きである。沿岸漁業管理は、人材育成や制度の整備において優先的に対応すべき分野と考えられるべきである。
b―２．島嶼国及び遠洋漁業国は、漁業はグローバルな性格を有していることに鑑み、各国及び地域レベルで、IUU
漁業（違法・無報告・無規制漁業）の取締り強化のため、モニタリング・管理・監視（MCS）を強化すべきで
ある。島嶼国によっては、海上の法秩序の調整・維持のためのコーストガードや国レベルのMCS委員会のよう
な法執行機関の設置・強化が有効である。共同でのコーストガードの設置や島嶼国間での監視に関する法執行の
多国間協定の可能性とともに、トレーサビリティの向上による市場（需要）サイドからの規制についても検討す
べきである。
b―３．国際社会は、地域漁業管理機関を通じて、過剰な漁獲能力を抑制し、IUU漁業問題に取り組み、資源の乱
獲を防ぎ、漁業管理に生態系に基づくアプローチを実施することにより、持続可能な漁業を推進すべきである。
保全活動による負担を透明な方法で公正に配分することを確保する新しい仕組みをつくることについても検討す
べきである。同時に、国際社会は、島嶼国に対し、雇用創出、経済発展につながるよう、水産品の加工による付
加価値化、水産物の輸出のための支援を行うべきである。
b―４．国際社会は、太平洋島嶼国の漁業管理体制の強化に対し、ローカル・国・地域レベルでの人材育成や制度
の整備を含め、支援を拡大すべきである。

c. 海上交通の維持・確保
c―１．島嶼国は、島嶼間の移動に不可欠な海上交通の維持・安全の確保に取り組む必要がある。運航・管理・維
持・メンテナンスが容易な船舶の導入・普及、エネルギーの効率的利用に努めることが望ましい。また、島嶼国
及び船舶の旗国は、船舶が島の環境に及ぼす海洋汚染、生態系への被害の防止に努めることが望ましい。
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c―２．国際社会は、海上交通の確保に関わる財政的な支援や、環境保全対策に関わる人材の育成に対する技術的
な支援を行う必要がある。

d. 海洋鉱物資源開発と海洋環境の保全
d―１．島嶼国は海底の鉱物資源について環境保全に責任を負いながら開発を行うための予防的なアプローチや環
境影響評価に基づく実効ある規制手段を実施する必要がある。このためには、鉱物資源の探査・開発・生産を対
象とする法的手段の実施が求められる。海底鉱物資源に関わる活動は、公衆衛生、海洋生物の保全、施設の運用
の安全性、資源及び社会的・財政的便益の適切な管理に十分に留意しながら行われる必要がある。
d―２．島嶼国が海底の鉱物資源の開発を行うに際し、開発事業のすべての側面を適切に誘導し、島嶼国の利益と
環境を守るための特別なガイドラインや政策を樹立するための適切な支援を行うことが不可欠である。
d―３．国際社会は、特に開発途上国の利益を守るために、海底の鉱物資源開発の環境影響評価と管理に関する技
術的知見の共有を円滑に行うためのワークショップや活動を支援すべきである。

e. 海洋環境・海洋生物多様性の保全と持続的利用
e―１．島嶼国は、地域の実情を考慮しながら、海洋環境・海洋生物多様性を保全し、持続的に利用するため、海
洋保護区（Marine Protected Areas/MPA）を含む様々な管理手法、その他の総合的な海洋管理・生態系ベース
の管理（Ecosystem-based Management/EBM）の実現のための同様の手法を積極的に活用すべきである。
e―２．ネットワーク化などにより最近スケールアップされている海洋保護区は、それが効果を発揮するためには、
明確な目的に基づき企画され、また、海洋空間・資源に関する他の目的と調和するよう実施される必要がある。
また、海洋の保全は、単に全く手をつけないということではなく、適切な管理（stewardship）ととらえ、第１０
回生物多様性条約締約国会議で決定された「愛知ターゲット」を達成に向けて努力すべきである。持続可能な開
発、人間環境、生態系の営みや生物多様性の保全といった、島嶼国がすでに直面している複雑な課題に対応する
ためには、生態系ベースの管理を幅広くとらえることが重要である。
e―３．島嶼国は、MPAの管理のためのガイドラインを持って適切な環境影響評価が行われるようにすることが望
ましく、国際社会はそれを支援すべきである。

2―3．気候変化・変動への対応について

a. 島嶼国社会における気候変化・変動への適応
a―１．島は、その狭小性、自然の脅威に対する脆弱性などから、気候変化・変動により大きな影響を受ける可能
性が高い。島は、気候変化・変動により、海水温の上昇によるサンゴ礁や沿岸の生態系への被害を通じ、影響を
受ける可能性がある。また、気候変動はすでにエルニーニョ南方振動、エルニーニョもどきや海洋の酸性化など
その他の異常気候の影響による災害の強度・頻度の変化を通じ、島嶼国に影響を及ぼしており、特に、エルニー
ニョもどきや都市化による干ばつなどさらに、気候変化が変動や異常現象を増加させることが予想される。気候
・海洋における異常現象や社会・経済指標に関するデータの理解は、島における脆弱性を減少させるための重要
な情報を提供する。さらに目的を明確化した科学的調査を実施することや、気候に関わる問題に実証に基づいた
現実的な対応策を実施することも重要である。これによって、長期的な強靭性が生み出され、島がより適切に災
害や気候変化への影響に適応することができるようになる。
a―２．次の三つの問題ごとに、適切な対応を取ることが重要である。
最初に、地球規模の気候変化に脆弱な生態系サービス・資源（サンゴ礁、魚類、マングローブ、沿岸の生態系

等）に対する観測や実験的な研究を通じ、知見を深めることが必要である。
第二に、気候変動に関しては、エルニーニョ南方振動やエルニーニョのような十年単位の気候循環のような気

候面の不規則性に関して重要な基礎的なデータを提供し、広範な研究を行えるよう、小島嶼における基本的な気
候観測能力を強化すべきである。
第三に、現在起こっている人為的な影響が原因となっているローカルな沿岸海洋環境の対応を把握し、その悪

化に関しては、適切な対策を取るべきである。

b. 気候変化に関する国際法上の課題への対応
b―１．島の低潮線は、領海、接続水域、排他的経済水域及び大陸棚の幅を図る基点や、直線基線・群島基線を設
定する基点を構成することから、重要なものである。
b―２．現在の国際法のルールは、海面上昇により低潮線が変化したり島の一部又は全部が水没する場合の領海、
接続水域、排他的経済水域及び大陸棚の限界や地位に対する気候変化の影響の問題に適切に対応していない。従
って、国際社会は、気候変化がもたらす不公正な影響を緩和するための新しいルールの採択を検討することが望
ましい。この点に関し、国連海洋法条約の補助的な協定の採択について検討が行われる必要がある。

3．キャパシティビルディングと組織の強化
島嶼国におけるキャパシティビルディングと組織の境界は不可欠であり、国際社会も現有の組織を通して支援

を行っていく必要がある。
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4．チャレンジへの対応の提案
４―１．気候変動、気候変化に対応するためには、多くの分野の知識を結集する必要がある。
４―２．生活環境の悪化、沿岸地域の脆弱化については、環境保全を盛り込んだ、土地利用計画や国としての政策
を確立する必要がある。
４―３．島嶼国における持続可能な開発に向けては、その持続性の確保のために、当該国における法制度に基づく
対応が望ましい。
４―４．島嶼国における持続可能な開発、自然、歴史、文化、政治、組織の達成は、それぞれの国の特性に配慮す
る必要がある。
４―５．国際社会は、島嶼国における支援の方法を特定し、それに応じた協力、金銭的支援をすべきである。
４―６．島と周辺海域の有効な管理のために、各国の管理や啓発のためのシステムや枠組みの構築が必要である。
４―７．島と周辺海域の多様な問題に対応するときには、それらの問題が相互に関連していることに配慮する必要
がある。

5．本提言の実現に向けて
５―１．島嶼国が直面している問題は、相互に関係しているので、総合的に取り組むことが大切である。
５―２．こうした問題に取り組むために、島嶼国が、海洋、沿岸、島について、各国の社会的、文化的に配慮した
総合的な政策、計画を策定し、実施する機関を構築することを推奨する。
５―３．我々は、そうした政策、計画が Future we want, Ocean declaration、国連海洋法条約、アジェンダ２１、WSSD、
バルバドス計画、モーリシャス宣言に基づいて開発されることを支援する。
５―４．OPRFと ANCORS, PIFSおよび関係者は、国際社会が、本提案に配慮し、実行を推進すること、２０１４年の
第3回 SIDSおよび、２０１５年の SDGsの行動計画に含められることを要請する。

－ 134 －



�

�

���

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1. Purpose of This Policy Proposal 
� �

��������	���
������
����������	��������������������������	�������������	�����	��������	�������	�	����
�	�

���������������	��	������������������	�����������	�����
���������	������
������	�����������������������
�������

������������	����
���������	�������������	����	���
������
���	���	
���	
�	���	�������
��������

�

����	�� ��������
����������������!��������!���������	���
���	��
�	����������	�������������������	����

�����	���������������������	��������
������
���	���	
���	
�	����	�����	����	���
�	��������
�	������������

������	��	��������"	�����#����	��$�	
�	���	��	�����%���������� ���&"#$%' (��	���������	���	����	���

����������

�

�����������
��������	������������������
���������	���
����	��	��
�	���
�	��������	�����������������

�	
���	
�	����������
���	������������	�����	����������������������
�������	����	�������������������������

��
������������������������
��������	��������
����������	���	����	�����	���	��

�

�����)������)����������������������������������*�������	���	����	������������������
��	�����+�	��������

'���	�)������,��������-��	�����	�&'),-(������.��������	�#����	���$�	��������'���	�,����������	�� ��������

&.#$', (��������"	�
����������/����	��	���	����������	�������	������	���������	�����������������������	��

�����������������������	�����+�	����'),-��.#$', ��	����������	�������	������	���������	����������

����������������	�����������	����������������	�����	+�������������������������	������	��
�	������������������

������	���������	����
����
�	������
��������	�����������������������������������	���	���������	���	����	���

��

�	�����������	��������
�����������
��
��	������������������������	��������
�������������������������

���������	�����	����������
����������������������������������������������	�����)�������'���	��������


�	������	����������	���	��
���������������������	�������	��������0����������	��������	�� �������

�

��������������	������

�	�����	���������������	����������������������������	������+	�������	������	���

�	��������������	��	������	�����	�������������	����	������	�����������	���
���	��
�	�������
������

���������������	�����������������������������	��	������������	���	����	���$�	����	����	� �1 ��	�2�34����

������������ �����	�����1�
����
�	��5�������	���������������������	��������	�������
����
�	���������	��

�����������	�������!���������	��	����	���
����	������������	�������������������	��	��������������	�

������	�����	�� �������	�������	���	����	�����

�	�����

�

��������	�

������
����
�����������������
�����
����
�����

����������������������������
�

��������	�
�����
������������������������	�����������������������	�������������������	����	�������

�����	������������	����������������	�������������� �� ���������	�����	�
���� �����������
�	���	��

�

��������
�

参考資料 6

－ 135 －



��

�

2. Priority Issues and Directions toward 

Solution 
� �

2-1. Conservation and Management of 

Islands 

�

a. Development of Island Management 

Strategies  
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b. Increased Safety and Resilience of Island 

Communities 
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c. Implementation of Waste Management 
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d. Development of Renewable Energy 
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e. Conservation of Coral Reefs and 

Mangrove Forests 
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2-2. Management of the Surrounding Ocean 

Areas 

 

a. Establishment of Baselines and 

Maritime Limits 
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b. Implementation of Practical Fisheries 

Management Policies 
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c. Maintenance and Securing of Shipping 

Services 
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d. Exploitation of Marine Mineral 

Resources and Preservation of Marine 

Environment 
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e. Conservation and Sustainable Use of the 

Marine Environment and Marine 

Biodiversity  

�

	�*����������
�
	���
�����������	���
���'����������	����

�����	�	�
�
����������������+����	�(��
	�
	��2�	���

"+(2��������

	����������
�����
����
�	�	���
	���
	��

��	��������	�	�
�����	�����
	�����	��

�����	�	�
�"!0+��
������	��	�������	�

	������	�

	�������	�
����������	�������	���
����������
������	�

����	��� 
��	�
�%������
��������
������������
���������

�������
���	���

�

	��������	�	��	�
��	���
�����	�	������

�
�����	�����

+(2��"	���������	
 ��%�������	��	����	�����������	���

��@	�
��	����	�	���	����������	�	�
	�����
�������

 �

��

	����@	�
��	��������	���������	�����	�����

�	�����	���+����	�����	���
�����������
��
	 ����
���

����

���������
����	�

������
�%	���	�����
	�

�����	���������
�
��!0+���������
��
���������	������



	������	&�����	�����	�������������������
�
	������
�

������
������	��	�	����	�
��

	�
�����	�������	�
�

��������
	����	����	�����
	������	��	������

��������������	���
�������	��	�
	�����

	�2��
������	
��

�	
��
�.)(*4����.0,��

�

	�1���
�����	������	�

�
���������
�
	���	�	��������

����
�����	���	��������������
	�����	�
�����
��������

���������+(2������������������
���	�	�������	�
���

�����
����	���	�
��	����	����
	���
	���
������

�������
���
������
�	��

	��
	�
��������������������

������
�������������
�
	���

�

2-3. Response to Climate Change and 

Variability 

 

a. Adaptation to Climate Change and 

Variability by Island Societies 
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b. Response to International Law Issues 

Related to Climate Change 
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5. Toward Realization of This Policy 
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島と海のネット（IO ネット）TOR 

 

 

島と海のネット（以下「IOネット」）は、以下のことに賛同する機

関・個人が自発的に参加するネットワークである。  

 

1. IOネットは、共同政策提言「島と周辺海域のよりよい保全と管

理に向けて」1を支持し、その実施のために自発的に連携・協力

する機関・個人（パートナーと呼ぶ）の国際的な協働ネットワ

ークであること。 

 

2. IOネットは、共同政策提言の実施に向け上記パートナーがそれ

ぞれの能力を出し合って、力を合わせて具体的なプロジェクト

を立ち上げて取り組む基盤であること。 

 

3. IOネットは、その目的実現のために関連情報の収集および共有

を行うとともに、パートナーによるプロジェクトの形成・実施

に係る支援を行うこと。 

 

4. 具体的なプロジェクトは関心あるパートナーによる議論を通じ

て形成される。プロジェクト形成後は、プロジェクトのメンバ

ーがプロジェクトを自立的に運営すること。 

 

5. IOネットの事務局は、当面 OPRI-SPFが務めること。 

 

                                                            

1
笹川平和財団海洋政策研究所（OPRI-SPF）（元 海洋政策研究財団（OPRF））、オーストラリア

国家海洋資源安全保障センター（ANCORS）、太平洋島嶼フォーラム事務局(PIFS)、太平洋共同

体応用地球科学部(SOPAC/SPC)および有識者（Technical Partners）の議論により作成された国際

的な共同政策提言。Rio+20事務局、UN-SDG事務局、SIDS事務局などに寄与文書として提出さ

れた。http://blog.canpan.info/ionet-jpnよりダウンロード可能。 
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Islands and Oceans Net (IO Net) 

TOR 

 

 

The Islands and Oceans Net (hereinafter referred to as “IO Net”) is a network to be 

composed of the organisations and individuals that agree upon the following: 

 

1. IO Net is an international collaborative network for the organisations and 

individuals (called “Partners”) who support the Joint Policy Recommendations 

“For the Better Conservation and Management of Islands and Their 

Surrounding Ocean Areas”
1
 and collaborate and cooperate on a voluntary basis 

to implement it. 

 

2. IO Net is a basis on which the aforementioned Partners provide their respective 

capabilities and mutually collaborate to launch and implement concrete 

projects towards implementing the Joint Policy Recommendations.  

 

3. To achieve its objective, IO Net is to facilitate the collection and sharing of 

relevant information and the development and implementation of projects to 

be undertaken by the Partners.  

 

4. The specific projects will be formulated through the discussion of the 

interested partners. Upon the formation of the project, its members will 

manage it autonomously.  

 

5. OPRI-SPF will serve as a secretariat for IO Net until otherwise determined.  

                                                            

1
 The Ocean Policy Research Institute, Sasakawa Peace Foundation (OPRI-SPF): the former Ocean Policy 

Research Foundation (OPRF), the Australian National Centre for Ocean Resources and Security 

(ANCORS), the Pacific Islands Forum Secretariat (PIFS), the Secretariat of the Pacific Community - 

Applied Geoscience and Technology Division (SPC/SOPAC) and experts collaborated to develop this Joint 

Policy Recommendations. It was submitted to the United Nations in the preparatory processes for 

Rio+20, the Working Group on Sustainable Development Goals and the Third International Conference 

on Small Island Developing States. The document is available at http://blog.canpan.info/ionet 
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